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特 集 Ⅰ

新型コロナウイルス（COVID-19）に関する研究

特集によせて

岩 澤 美 帆＊

2019年に中国武漢市で発見された新型コロナウイルス（COVID-19）は，その後全世界

に感染拡大し，日本では2020年4月に緊急事態宣言が発出されるに至った．2022年末にお

いても，人々の生活や社会経済に影響を与え続けているが，その影響は当然，人口の変動

要因である死亡，出生，人口移動にも及んでいる．ただし，どのような影響があったのか

を理解するためには，単にデータを集めるだけでは不十分であり，データの特徴を精査し

た上で，そこから意味を持つ情報を引き出す分析が必要である．本特集は，そうした視点

から新型コロナに関わるデータを人口学的手法を用いて分析し，新型コロナウイルス感染

拡大のインパクトを評価または比較検討した研究を取り上げた．

石井論文は日本における年齢調整死亡率と生命表を用いて，年齢構成変化の影響を除去

した上で，感染期前後の死亡動向と死因別寄与を示している．別府・篠原論文は，

COVID-19による死亡動向および複合死因情報において，COVID-19による死亡が他の死

因との関連でどう位置づけられていたかを分析した．Hayashi論文は日本を含むアジア

8カ国の人口動態統計を用いて，感染初期にいずれの国でも死亡力低下が観察されたもの

の，日本や韓国では2022年に超過死亡が見られることを指摘している．そして小池論文は，

この間，人の流れが変わったと言われる中，東京圏とその周辺の転入と転出のバランスお

よび人口構造要因を丁寧に分析することで，感染拡大がもたらした人々の移動傾向変化の

メカニズムを解明している．

このように本特集では，人口学的分析によって非常事態が死亡や移動にどう影響するか

の知見，解釈を提供しており，公的統計データの有効活用にも貢献している．なお本号と

同時に刊行された『社会保障研究』（第26号）では「新型コロナウイルス感染症と社会保

障」の特集が組まれており，感染拡大期における雇用，健康，学校，介護，医療提供体制

や公的保険等の問題が様々な視点から論じられている．新型コロナウイルス感染拡大の生

活面への影響を理解するためにも併せて読まれることをおすすめしたい．

―459―

*国立社会保障・人口問題研究所 人口動向研究部長
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特集Ⅰ：新型コロナウイルス（COVID-19）に関する研究

新型コロナ感染症拡大以降のわが国の死亡動向に

関する分析

石 井 太＊

―460―

本研究は，新型コロナ感染症拡大以降におけるわが国の死亡動向の特徴を人口学的に観察する観

点から，年齢調整死亡率と生命表による指標を用いて，近年の死亡動向に関する分析を行うことを

目的とする．

年齢調整死亡率の実績値とトレンドの乖離を観察すると，2019年の期待値と実績値は概ね同水準

であった一方，2020年はトレンドよりも大きい低下があった．2021年は男女とも期待値よりも実績

値が高いが，近年のトレンドから見て著しく悪化したというわけではないことが観察された．一方，

平均寿命から観察すると，2020年の実績値は女性ではトレンドに基づくよりも高く，男性は概ね同

水準であった．また，2021年では男女とも実績値が期待値を下回ったが，男性の乖離がやや大きい

ことが示された．

主要死因の年齢調整死亡率の推移を観察したところ，新型コロナは2021年で男女とも2020年を大

きく超える値となり，2020年には肺炎死亡率の大きな低下，2021年には心疾患の上昇が観察された．

また，特定死因を除去した場合の平均寿命の延びでは，女性の自殺が2020，2021年で高い水準であっ

た．女性の自殺の月別年齢調整死亡率を見ると，2020年7月以降急速に死亡率が上昇し，特に10月

が極めて高く，11月以降も高いレベルが継続していた．

2019～2021年の間の平均寿命の延びの死因別寄与年数を観察したところ，男女とも新型コロナ感

染症はマイナスの寄与で，特に2020～2021年は大きく，女性よりも男性でのマイナス幅がより大き

いものとなっていた．また，肺炎はこの期間を通じてプラスに寄与し，心疾患は2020～2021年につ

いてマイナスに寄与していた．女性の自殺に関しては，2019～2020年の平均寿命の延びに対して，

大きなマイナス要因となっていた．2019～2021年を通じた女性の自殺の寄与年数は-0.075年と新型

コロナに匹敵する大きさとなっていたが，そのうちの8割近くは15～44歳の寄与が占めており，自

殺が平均寿命を引き下げる効果は，若年層の影響が極めて大きいことが明らかとなった．

本研究では，2021年までの死亡状況に関して分析を行ったが，2022年は新型コロナ感染の第6波，

第7波の影響によって，死亡者数の増加が見込まれる．しかしながら，わが国では現在急速な高齢

化が進行していることから，死亡者数や粗死亡率を観察するだけではなく，年齢構成変化の影響を

受けない年齢調整死亡率や生命表を用いて，死亡水準を人口学的に精密に評価することが重要であ

り，今後も，本稿で提示した分析手法を用いつつ，新型コロナ感染症拡大の影響を含むわが国の死

亡動向の観察と人口学的分析を継続していくことが必要である．

キーワード：新型コロナ感染症，年齢調整死亡率，平均寿命，生命表，死亡分析

*慶應義塾大学



はじめに

2019年末に確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は，短期間で世界的な

流行となり，今現在も私たちの生活をはじめとした様々な影響を及ぼしている．それは人

口そのものや人口を変動させる人口動態事象についても例外ではなく，多くの先進諸国に

おいて，新型コロナウイルス感染症に伴う死亡数の増加が観察されている．

図1は，比較的平均寿命が高い12か国について，1980年以降の男女別平均寿命の推移を

示したものである．これを見ると，1980年以降，2019年まではどの国についても短期的な

変動はありつつも，概ね堅調に平均寿命が上昇してきたことがわかる．ところが，新型コ

ロナウイルス感染症に伴う死亡数の増加によって，多くの国で2020年の平均寿命は2019年

に比べて低下している．ここに示した12カ国では，日本とノルウェー以外については全て

の国で男女とも平均寿命は低下した．特にアメリカでは，男性は2019年の76.48年から

2020年に74.34年と2.14年の低下，女性は81.51年から79.89年と1.62年の低下と大きな低下

幅となっている．これに次いで平均寿命の低下が大きいのは，スペイン（男性1.26年，女

性1.16年），イギリス（男性1.19年，女性0.85年）などとなっている．ただ，2022年のデー

―461―

図１ 主な国の平均寿命の推移（1980～2021年）

資料:日本以外は"HumanMortalityDatabase",日本は「日本版死亡データベース」および筆者算定



タが存在するスイス，スウェーデンでは，2019年から2020年にかけて平均寿命は低下した

ものの，2021年は2020年に対して上昇しており，一定の回復が起きた国の存在も確認できる．

一方，わが国の平均寿命は，2020年については多くの国と異なり2019年に比べて上昇し

たが，2021年を見ると2020年に比べて低下している．このように，わが国の死亡動向が他

の諸外国と異なる理由について分析を行うことは重要な課題である．ただし，現在，わが

国では諸外国に例を見ないスピードで急速な高齢化が進行しており，死亡数や，人口当た

りの死亡数を表す粗死亡率は，仮に死亡水準が変化しなかったとしても高齢化のみによっ

て増加してしまうことから，これらを用いて死亡水準を単純に比較分析を行うことはでき

ない．このためには，年齢構成の違いを排除して比較が可能な年齢調整死亡率を用いたり，

より死亡状況を精密に表現する生命表を用いた人口学的分析が必要となる．

そこで，本研究は，新型コロナ感染症拡大以降におけるわが国の死亡動向の特徴を人口

学的に観察する観点から，年齢調整死亡率と生命表による指標を用いて，近年の死亡動向

に関する分析を行うことを目的とする．

１ データと方法

1.1 データ

本稿の分析においては，基礎データとして，国立社会保障・人口問題研究所「日本版死

亡データベース」（以下，JMDと略す）と，厚生労働省「人口動態調査」を用いている．

JMDからは全国ベース（ver.004_002）の各歳・各年の生命表と年齢調整死亡率を用

いている．ただし，生命表の年齢別死亡率は若年層での変動が大きいことから，各年ごと

に， 1歳以上の年齢別死亡率にグレビル 3次 9項の式による平滑化を行っている

（Greville1981）．また，JMDのver.004_002では2020年までのデータしか提供されてい

ないことから，2021年については厚生労働省「人口動態調査」を用い，石井（2015）にお

いて示されているJMDの生命表の作成法と同様の方法により，生命表・年齢調整死亡率

の推定を行った．また，死因分析における死因分類に関しては，人口動態統計の長期観察

で用いられている「死因年次推移分類（HI分類）」を用いている１）．

1.2 方法

1.2.1 実績値とトレンドの乖離

本研究では，Islametal.（2021）と同様の考え方に基づく石井（2021a），石井（2022）

と同様の分析手法を用い，JMDによるわが国の2005～2019年の死亡率にLee-Carterモ

デルを適用して各年の期待死亡水準を推定し，新型コロナ感染拡大前のトレンドに基づく

―462―

1）本研究は厚生労働行政推進調査事業費補助金政策科学推進研究事業JPMH20AA2007（「長期的人口減少と

大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」，研究代表者：小池司

朗）による助成を受けており，本研究で使用した「人口動態調査」に関する分析結果には，統計法第33条の規

定に基づき，調査票情報を二次利用したものが含まれ，死亡票の独自集計を含むため，分析結果が公表数値と

は一致しない場合がある．



期待値と実績値の乖離を明らかにするとともに，その要因に関する分析を行った２）．具体

的には以下の通りである．

まず，以下の式

logmx,t・ax・ktbx・・x,t

で表されるリー・カーター・モデル（LeeandCarter1992）を2005～2019年のJMDの

性別・年齢別死亡率に適用してモデル化した．ここで，

logmx,t:対数死亡率

ax:対数死亡率の標準的な年齢パターン

kt:死亡水準（死亡指数）

bx:ktが変化する時の年齢別死亡率の変化

・x,t:平均0の残差項

である．

ただし，2011年は死亡水準が東日本大震災による短期的変動の影響を受けていると考え

られることから，リー・カーター・モデルの基礎となる死亡率からは除外し，axは基礎

とした期間の最後の3年間（2017～2019年）の平均値を用いた．パラメータを推定した後，

死亡指数ktを線形回帰して補外することによって，2020年以降を含む性別・年齢別死亡

率の期待水準が推計できる．そこで，このモデルから得た年齢調整死亡率や平均寿命の推

計値をトレンドに基づく期待値とし，これを実績値と比較した．以下では，これらをそれ

ぞれ期待値，実績値と呼ぶこととする．

この期待値と実績値の差は，実績値がトレンドに基づく推移とどの程度乖離しているか

を示すものであり，その差がどのような年齢階級の死亡率に基づくものであるか，要因分

解を行った．

年齢調整死亡率については，年齢階級別死亡率をMi，基準となる人口の年齢構成をCi

として，

ASDR・・
i

Mi・C
S
i

と表されることから，ASDR
a
年齢調整死亡率（実績値）と ASDR

e
:年齢調整死亡率

（期待値）の差は，実績値・期待値の年齢階級別死亡率をM
a
i，M

e
iとして，

ASDR
a
・ASDR

e
・・

i

・M
a
i・M

e
i・・C

S
i

として年齢階級別の寄与に分解することができる．また，平均寿命については，Arriaga

（1984）の方法により年齢階級別寄与年数を求めた３）．
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2）本稿の「実績値とトレンドの乖離」に関する分析は，石井（2021a），石井（2022）の分析を発展させたも

のである．なお，石井（2021a）では2020年人口動態調査確定数の公表前であったこと，また，石井（2022）

とはJMDのバージョンが異なることから，本稿の結果とは必ずしも一致しないことに注意されたい．

3）具体的な算出方法については，石井（2021b）を参照されたい．



1.2.2 実績値の年次推移に関する死因分析

次に，年齢調整死亡率・平均寿命の実績値の年次推移に関して死因別分析を行う．この

ため，2010～2021年における年齢調整死亡率の推移を主要死因別に観察するとともに，主

要死因が平均寿命に及ぼす影響を測定する観点から，これらの死因について「特定死因を

除去した場合の生命表」を推計し，各死因を除去した場合の平均寿命の延びの推移を観察

した．推計にあたっては，Prestonetal.（2001）（p.82）に述べられている方法を用いた．

具体的には以下の通りである．

年齢階級・x,x・n・における死亡数を Dxn ，またこの中で死因iの死亡数を D
・i・
xn で表

し，この比を R
・i・
xn ・

D
・i・
xn

Dxn

と書くと，第i死因を除去した生命表の死亡確率 q
・・i・
xn は，

全死因の死亡確率 qxn を用いて近似的に以下のように表される．

q
・・i・
xn ・1・・1・ qxn ・

・1・ R・i・
xn ・

さらに， a
・・i・
xn について，

a
・・i・
xn ・

・・・・・・・・・・・

axn ・x・・・
a・・

1・ R
・i・
・・

・x・・・

と仮定することにより生命表関数を計算した（ただし，・は開放年齢階級の下限）．

また，特に心疾患と自殺については，月別の年齢調整死亡率の動向を観察した．このた

めには，月別のリスク対応生存延べ年数（exposure）が必要となるが，これは現行の

JMDでは提供されていない．これに関して，菅他（2022）では，JMD自体を月別に拡

張し，月別のレキシストライアングルベースの死亡数を用いて詳細な分析を行ったが，こ

こでは以下のようなやや簡略化した方法により月別の年齢調整死亡率を推定した．

JMDの満x歳，t年1月1日現在推計人口をPx・t・，t年のリスク対応生存延べ年数

（exposure）をEx・t・とする．この時，t・x年生まれコーホートのt年M月1日現在の

人口サイズP
・t・x・c
x ・t,M・を，線形補間により，

P
・t・x・c
x ・t,M・・・1・

M・1

12 ・Px・t・・
M・1

12
Px・1・t・1・

により推定する．この時，

Px・t,M・・・1・
M・1

12 ・P
・t・x・c
x ・t,M・・

M・1

12
P

・t・x・1・c
x ・t,M・

により各月の人口を推計し，これを用いて満x歳，t年M月における粗リスク対応生存

延べ年数を，

E・x・t,M・・・Px・t,M・・Px・t,M・1・・・2
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で推計する．ここで，Px・t,13・・Px・t・1,1・としておく．このようにして得られた粗リス

ク対応生存延べ年数は，上方トライアングルと下方トライアングルの死亡数の差などが考

慮されていないことから，1年分を足し上げてもJMDのリスク対応生存延べ年数に一致

しない．そこで，各年・各歳での合計値がJMDのリスク対応生存延べ年数に合うように

一律に月別粗リスク対応生存延べ年数を補正することにより，満x歳，t年M月のリス

ク対応生存延べ年数Ex・t,M・を推定した．

また，2019～2021年の平均寿命の推移の要因を見るため，2019年から2020年，2020年か

ら2021年への平均寿命の延びについて，Prestonetal.（2001）に示されている方法

（pp.84-86）に基づいて，主要死因別寄与年数への要因分解を行った．

２ 結果と考察

2.1 実績値とトレンドの乖離

図2は2005～2021年における全死因の年齢調整死亡率（人口千対）の実績値（実線）と

期待値（破線）の推移を示したものである．

2019年の年齢調整死亡率（人口千対）は，女性では期待値が7.56，実績値が7.53，男性

では期待値が13.84，実績値が13.75と，期待値と実績値は概ね同水準となっていた．一方，
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図２ 年齢調整死亡率の推移（実績値と期待値，全死因）

資料：筆者算定



2020年を見ると，女性では期待値7.48に対して実績値は7.25，男性では期待値13.68で実績

値が13.36であり，2020年の年齢調整死亡率の対前年低下幅は，死亡率改善のトレンドに

基づくものよりも大きいものであったことが理解できる．次に，2021年を見ると，女性で

は期待値が7.39，実績値が7.40，男性では期待値が13.51，実績値が13.60となり，男女と

も期待値よりも実績値が高く，特に男性でやや高いことがわかる．一方で，年齢調整死亡

率の実績値の推移を見ると，男女とも2020年から2021年にかけて上昇し，死亡水準は悪化

したものの，それらは2019年よりは低いレベルであるとともに，近年のトレンドから見て，

著しく悪化したというわけではないことがわかる．

一方，図3は2005～2021年における平均寿命の実績値（実線）と期待値（破線）の推移

を示したものである４）．

2019年の平均寿命は，女性では期待値が87.442，実績値が87.430，男性では期待値が

81.365，実績値が81.369と，期待値と実績値は概ね同水準となっていた．2020年では，女

性では期待値が87.567，実績値が87.729，男性では期待値が81.546，実績値が81.579と男

女とも実績値が上回ったが，その乖離は女性が0.162，男性が0.033と，女性の実績値はト

レンドに基づく水準よりも高いものの，男性の実績値はトレンドに基づくものと概ね同水
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図３ 平均寿命の推移（実績値と期待値）

資料：筆者算定

4）1.1で述べた通り，年齢別死亡率の平滑化を行って生命表を再推定していることから，ここでの平均寿命の

値はJMDの公表値とは必ずしも一致しないことに注意されたい．



準であると見ることができる．一方，2021年では，女性では期待値が87.692，実績値が

87.595，男性では期待値が81.725，実績値が81.488と男女とも実績値が期待値を下回った

が，女性ではその乖離は-0.097であるのに対して，男性では-0.238とやや大きいものとなっ

ている．

以上の二指標の動きを総合すると，両指標とも，2020年の実績値はトレンドよりもやや

死亡水準が低く，2021年はやや高いという傾向，また，いずれもトレンドから大きく外れ

るものではない，という傾向は共通しているものの，平均寿命の動向は年齢調整死亡率と

若干異なり，特に男性の2021年の死亡水準が近年のトレンドをやや下回る水準となってい

る．

このような年齢調整死亡率と平均寿命における期待値と実績値の動向の違いの要因を見

るため，2020年，2021年について，15歳階級別の実績値と期待値の差の年齢階級別寄与を

観察する．なお，年齢調整死亡率と平均寿命では改善方向が逆になって比較が見にくいこ

とから，年齢調整死亡率については「期待値－実績値」，平均寿命については「実績値－

期待値」と，符号を変えたものを表示している．

図4，5は，2020年について示したものである．両者を比較すると，年齢調整死亡率に

比べて，平均寿命では60歳未満の年齢階級における実績値の死亡率が高く，マイナスに働

く要因が大きく評価されていること，また，男性の75歳以上のプラス要因がより小さく評

価されていることから，年齢調整死亡率では男女とも期待値よりも実績値の水準が低かっ

たのに対して，平均寿命では女性のみが高く出たことがわかる．平均寿命では，年齢調整

死亡率と異なり，ある年齢の死亡率変化がそれ以降の定常人口に影響を与える間接効果が

あり，このことが両者の動向の違いを引き起こしていると考えられる．

一方，2021年について示したものが，図6，7である．こちらでも，平均寿命では60歳

未満のマイナス要因が年齢調整死亡率に比べて大きく評価されており，これによって，特
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図４ 年齢調整死亡率の実績値と期待値の差

の年齢階級別寄与（2020年）

資料：筆者算定

図５ 平均寿命の実績値と期待値の差の年齢

階級別寄与年数（2020年）

資料：筆者算定



に男性の平均寿命が期待水準よりも低くなったことが理解できる．

2.2 実績値の年次推移に関する死因分析

次に，実績値の年次推移に着目し，その変動要因を死因別に観察する．まず，主要死因

について，2010～2021年に関する年齢調整死亡率の推移を男女別に示したものが図8であ

る．ここでは，主要死因として，年次推移分類から，悪性新生物（HI02），心疾患（HI05），

脳血管疾患（HI06），肺炎（HI07），老衰（HI13），自殺（HI16）の6死因を示すととも

に，新型コロナ感染症を「新型コロナ」と表示した．

わが国では2020年には新型コロナによる年齢調整死亡率は低かったものの，2021年には

男女とも2020年を大きく超える値となっている．また，多くの死因が改善傾向にある一方

で，老衰死亡率は一貫した増加傾向にあり，これは近年のわが国の死因動向の一つの特徴

ということができる．この老衰死亡率の上昇要因は必ずしも明らかではないものの，わが

国では国際的にトップクラスの平均寿命を擁しつつ，さらなる寿命伸長が継続するという，

世界的に見て特異ともいえる超長寿化が進行しており，百寿者などの超高齢者が増加する

「高齢者の高齢化」が進んでいることなども関係していると考えられる．なお，フランス

においてもこのような傾向が見られており，老衰を不詳や他に分類されなかった死因とい

うことではなく，改めて高齢者の死因として検討してもよいのではないかとの議論も出て

きているとされる（石井 2019）．

また，肺炎を見ると，2017年と2020年にトレンドによる減少よりも大きい対前年減少が

観察される．このうち，2017年の減少は，国際疾病分類ICD-10の2013年版に準拠した，

死因分類の一部改正に伴う原死因選択ルールの修正によるものである．具体的には，原死

因を選択する考え方として，肺炎や誤嚥性肺炎を引き起こすと考えられる病態が追加され

たことにより，肺炎，誤嚥性肺炎の死亡数が減少し，認知症やパーキンソン病，アルツハ

イマー病等の神経系の疾患等による死亡数が増加したものである．したがって，2017年の
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図６ 年齢調整死亡率の実績値と期待値の差

の年齢階級別寄与（2021年）

資料：筆者算定

図７ 平均寿命の実績値と期待値の差の年齢

階級別寄与年数（2021年）

資料：筆者算定



肺炎の減少は実質的な死亡水準変動ではなく，分類が変わっただけの見かけの変動である．

これに対し，2020年にはこのような分類上の変更はないことから，肺炎死亡率が本質的な

低下をしており，これが2020年の全死因死亡率改善の一因となっている５）．林他（2021）

は，2020年には肺炎，インフルエンザ，慢性閉塞性肺疾患による死亡の減少が観察される

が，マスクの着用，手洗い，三密防止，といった新型コロナ感染症対策がこれら疾患の予

防につながった可能性を指摘している．一方，心疾患については，2020年に比べて2021年

の年齢調整死亡率が男女とも上昇していることが観察される．

次に，死因別死亡率が平均寿命に及ぼしている影響を見るため，特定死因を除去した場

合の平均寿命の延びの推移を示したものが図9である．なお，しばしば，特定死因を除去

した場合の生命表は，「ある死因が克服されたとした場合の生命表」を示すものと説明さ

れ，死因としての老衰を克服することはできないとの考え方に立って，特定死因を除去す

る対象の死因から除外されることがある．しかしながら，本稿においては，ある死因の存

在によって失われている平均寿命の大きさを，特定死因を除去した場合の生命表を用いて

測定することによって，その死因が及ぼしている影響を測定するための指標として用いて

いることから，老衰についても他の死因と同様に適用した結果を示している．

図9を見ると，死因ごとの大まかな年次推移については，図8の年齢調整死亡率と概ね
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5）より詳細な要因分解については，石井（2022）を参照されたい．

図８ 主要死因の年齢調整死亡率の推移

資料：筆者算定



類似しているが，特定死因を除去した場合の平均寿命の延びでは，年齢調整死亡率で見ら

れた心疾患の2021年の上昇が見られないことと，特に女性の自殺について，2019年までの

レベルに対して，2020年，2021年が高い水準となっているとの特徴が見られる．

そこで，さらに心疾患と自殺について，月別の年齢調整死亡率の推移を示したものが，

図10，11である．ここで，年齢調整死亡率の分子となる月別・年齢階級別・死因別死亡数

の確定数は，人口動態調査の二次利用により集計しているため，本稿執筆時点では2020年

までしかデータが得られない．そこで，2021年は月報による概数を用いた結果を示してい

る．

ここで，概数と確定数の死亡数を月別に比較する場合の留意点について述べておく．一

般に，概数と確定数の月別死亡数を比較すると，全死因死亡数は，1月では確定数より概

数が大きくなる傾向があるのに対して，12月は逆に確定数より概数が小さくなる傾向が存

在している．また，この乖離のパターンや程度は死因によって異なっているため，両者を

比較する際には十分な注意が必要となる．図10，11では，実線で確定数，点線で概数を示

しているが，心疾患では確定数と概数の乖離が比較的小さいのに対して，自殺については

大きいことがわかる．なお，階段状の破線で示しているのは暦年単位での年齢調整死亡率

（確定数）である．

図10の心疾患については，冬に死亡率が高く，夏に低いという月別の季節パターンは概

ね変動することなく，暦年の年齢調整死亡率の上下に概ね対応する形で推移している．
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図９ 特定死因を除去した場合の平均寿命の延びの推移

資料：筆者算定



2020年の女性の月別年齢調整死亡率を対前年同月と比較すると，特に1月の低下が大きく，

これが，2020年の暦年の年齢調整死亡率の低下が大きい原因となっていることがわかる．

一方で，2020年から2021年への男性の年齢調整死亡率の上昇については，1月の対前年同

月上昇がやや高いものの，全体としてパターンが上方に移動するような形で変化している．

一方，自殺を示した図11では，男女とも心疾患に見られるような季節的なパターンは明

確ではない．また，特に女性の年齢調整死亡率を見ると，2020年6月までは概ね同程度で，

やや緩やかな低下傾向で推移してきたものの，7月以降急速に死亡率が上昇し，特に10月

に極めて高い値を取っている．11月以降，年齢調整死亡率は低下するが，そのレベルは

2020年前半のレベルよりは高いレベルが継続されている．

新型コロナ感染拡大下において，わが国の女性の自殺が増加したことについては，2020

年9月までの超過死亡数を用いて分析を行ったNomuraetal.（2021）や，2021年9月ま

での粗死亡率と20-29歳死亡率，年齢階級別死亡数を用いて分析を行った Horitaand

Moriguchi（2022）などの先行研究においても指摘されている．本研究は，これらとは異

なり，年齢調整死亡率・生命表を用いた分析を示したものであるが，その結果については

これらの先行研究と整合的であるといえよう．

なお，2020年10月に特に女性の自殺が多かったことについて，「第4回自殺総合対策の

推進に関する有識者会議」の資料である清水（2021）では，著名人の自殺やそれに関する

報道との関連性についての分析を行っている．また，同資料では，近年，「子ども（児童

生徒）」や「若年女性」等の自殺が急増しているが，自殺報道のようなトリガーによって

ランドスライド的に自殺が急増しかねない社会状況があるのではないか，との指摘を行っ

ており，2020年10月の自殺増も，コロナ禍という社会状況において自殺のリスクが高まっ

ている中，何らかのきっかけによって自殺が集中的に起きたことが原因であることが一つ

の可能性として考えられよう．

―471―

図10 月別年齢調整死亡率の推移（心疾患，

2018～2021年）

資料：筆者算定

図11 月別年齢調整死亡率の推移（自殺，

2018～2021年）

資料：筆者算定



最後に，以上の死因動向を総合し，図3において示した平均寿命の推移について，2019

～2021年の間の変動を死因別に分析する．図12は，2019年から2020年への平均寿命の延び

（女性:0.299年，男性:0.210年），2020年から2021年への平均寿命の延び（女性:-0.134年，

男性:-0.092年）を主要死因別の寄与年数に要因分解し，棒グラフとして示したものであ

る．また，2019年から2020年，2020年から2021年を合計して2019年から2021年の延びの要

因分解としたものを折れ線グラフで示し，その値をグラフ内に示した．

なお，ここでは，主要死因である6死因と，それ以外の全ての死因を「その他」とし，

さらに，「その他」の中に含まれる新型コロナ感染症を，「新型コロナ（再掲）」として示

している．したがって，6死因と「その他」を合計したものは平均寿命の延びに一致する

が，「新型コロナ（再掲）」のみは「その他」の内訳になっていることに注意されたい．

図12を見ると，男女とも新型コロナ感染症が2019～2021年を通じてマイナスに働いてお

り，特に2020～2021年でその影響は大きい．また，女性よりも男性でのマイナス幅がより

大きいものとなっている．また，2019～2020年において平均寿命を伸長させた主要な要因

の一つであった肺炎は，2020～2021年についてもプラスに働いていることが観察される．

また，2021年に年齢調整死亡率が上昇した心疾患については，男女とも2020～2021年に

ついてマイナスの寄与となっている．2019～2020年については男性でもプラスではあるも

ののほとんど0に近い値であるが，女性については大きくプラスに働いている．

また，2020年に年齢調整死亡率が上昇した女性の自殺に関しては，2019～2020年の平均

寿命の延びに関して，大きなマイナス要因となっている．2020～2021年についてはマイナ

ス幅は小さくなっているものの，これは特定死因を除去した場合の平均寿命の延びや月別

年齢調整死亡率において観察した通り，引き続き高い死亡水準が継続していることによる

ものである．2019～2021年を通じて観察した場合，一貫して増加傾向にある老衰を除くと，

男性のマイナス要因としては新型コロナが-0.137年と圧倒的に大きいが，女性については
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図12 平均寿命の延びに対する死因別寄与年数（2019～2021年）

資料：筆者算定



新型コロナが-0.086年であるのに対して，自殺が-0.075年と新型コロナに匹敵するほどの

マイナス要因となっているのである．なお，2019～2021年の女性の平均寿命の延びに対す

る自殺の寄与年数-0.075年のうち，15～29歳の寄与年数が-0.041年，30～44歳の寄与年数

が-0.018年であり，両者の和-0.059年は全体の8割近くを占めている．このように，自殺

が平均寿命を引き下げる効果は，若年層の影響が極めて大きいことが理解できる．

おわりに

本研究では，新型コロナ感染症拡大以降におけるわが国の死亡動向の特徴を人口学的に

観察する観点から，年齢調整死亡率と生命表による指標を用いて，近年の死亡動向に関す

る分析を行った．本研究で示された結果をまとめると以下の通りである．

まず，実績値とトレンドの乖離について，年齢調整死亡率から観察すると，2019年は期

待値と実績値は概ね同水準であった一方，2020年の年齢調整死亡率の対前年低下幅は，死

亡率改善のトレンドに基づくものよりも大きいものであった．2021年は男女とも期待値よ

りも実績値が高く，死亡水準は悪化したものの，それらは2019年よりは低いレベルである

とともに，近年のトレンドから見て，著しく悪化したというわけではないことが示された．

一方，平均寿命から観察すると，2019年の期待値と実績値は概ね同水準であったが，2020

年の実績値は，女性ではトレンドに基づくよりも高い一方で，男性についてはトレンドに

基づくものと概ね同水準であった．また，2021年では男女とも実績値が期待値を下回った

が，男性の乖離がやや大きいことが示された．

次に，実績値の年次推移に関する死因分析として，主要死因の年齢調整死亡率の推移と，

特定死因を除去した場合の平均寿命の延びの推移を観察した．2020年には新型コロナによ

る年齢調整死亡率は低かったものの，2021年には男女とも2020年を大きく超える値となっ

た．老衰は一貫して上昇してきている一方，2020年には肺炎死亡率が大きく低下し，これ

が2020年の全死因の年齢調整死亡率を引き下げる要因となった．一方，心疾患については，

2020年に比べて2021年の年齢調整死亡率が男女とも上昇した．これに対して，特定死因を

除去した場合の平均寿命の延びの推移は，年齢調整死亡率の動向と概ね類似しているもの

の，年齢調整死亡率の推移で見られた心疾患の2021年の上昇が見られないことと，女性の

自殺について，2019年までのレベルに対して，2020年，2021年が高い水準となっていると

の特徴が見られた．そこで，さらに心疾患と自殺について月別の年齢調整死亡率の推移を

観察したところ，心疾患については月別の季節パターンは概ね変動することなく，暦年の

年齢調整死亡率の上下に概ね対応する形で推移していた．これに対して，特に女性の自殺

の年齢調整死亡率は，2020年6月までは概ね同程度で，やや緩やかな低下傾向で推移して

きたものの，7月以降急速に死亡率が上昇し，特に10月に極めて高い値となっていた．11

月以降，年齢調整死亡率は低下するが，そのレベルは2020年前半のレベルよりは高いレベ

ルが継続されていた．

最後に，以上の死因動向を総合し，2019～2021年の間の平均寿命の延びの死因別寄与年
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数を観察した．男女とも新型コロナ感染症がこの間を通じてマイナスに働いていたが，特

に2020～2021年でその影響は大きく，女性よりも男性でのマイナス幅がより大きいものと

なっていた．また，2019～2020年において平均寿命を伸長させた主要な要因の一つであっ

た肺炎は，2020～2021年についてもプラスに働いており，2021年に年齢調整死亡率が上昇

した心疾患については，男女とも2020～2021年についてマイナスに寄与していた．2020年

に年齢調整死亡率が上昇した女性の自殺に関しては，2019～2020年の平均寿命の延びに関

して，大きなマイナス要因となっていた．2020～2021年についてはマイナス幅は小さくなっ

ているものの，これは引き続き高い死亡水準が継続していることによるものであった．

2019～2021年を通じた寄与年数について，女性の新型コロナが-0.086年であるのに対して，

自殺は-0.075年であり，新型コロナに匹敵するほどのマイナス要因となっていた．また，

そのうちの8割近くは15～44歳の寄与が占めており，自殺が平均寿命を引き下げる効果は，

若年層の影響が極めて大きいことが明らかとなった．

本研究では，2021年までの死亡状況に関して分析を行ったが，2022年は新型コロナ感染

の第6波，第7波の影響によって，死亡者数の増加が見込まれる．しかしながら，冒頭に

も述べた通り，わが国では現在急速な高齢化が進行していることから，死亡者数や粗死亡

率を観察するだけではなく，年齢構成変化の影響を受けない年齢調整死亡率や生命表を用

いて，死亡水準を人口学的に精密に評価することが重要である．今後も，本稿で提示した

分析手法を用いつつ，新型コロナ感染症拡大の影響を含むわが国の死亡動向の観察と人口

学的分析を継続していくことが必要である．
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AnalysisoftheMortalityTrendsinJapan
aftertheOutbreakofCOVID-19

ISHIIFutoshi

TheaimofthisstudywastoanalyzerecentmortalitytrendsinJapanaftertheoutbreakof

COVID-19.Accordingly,age-standardizeddeathratesandlifetableswereused.

Thelevelsofactualandexpectedage-standardizeddeathrateswerealmostthesamein2019,

whereastheactuallevelwaslowerthanexpectedin2020.Althoughtheactualratesin2021were

higherthanexpected,theyhadnotsignificantlydeterioratedcomparedtorecenttrends.Theactual

lifeexpectancyin2020forfemaleswashigherthanexpected,andthatformaleswasalmostthe

sameastheexpectedlevel.Theactuallifeexpectancyforbothsexesin2021waslowerthanex-

pected,withacomparativelylargerdifferenceformalesthanfemales.

Age-standardizeddeathratesforCOVID-19in2021weremuchhigherthanthosein2020.

Deathratesfrompneumoniaplungedin2020whiledeathsfromheartdiseaseincreasedin2021.

Regardingtheextensionoflifeexpectancybycause-deletedlifetables,femalesuicideswereata

highlevelin2020and2021.ThemonthlyratesforfemalesuicideroseafterJuly2020andre-

mainedatahighlevelthereafter.

Adecompositionoftheextensionoflifeexpectancybetween2019and2021bycausere-

vealedthenegativecontributionsofCOVID-19forbothsexes,particularlybetween2020and

2021.Thecontributionofpneumoniawaspositivefortheperiod2019-2021,whereasthatofheart

diseasewasnegativebetween2020and2021andthatoffemalesuicidewashighlynegativebe-

tween2019and2020.ThenegativecontributionsofCOVID-19forfemalesbetween2019and

2021were-0.086years,whereasthecontributionsoffemalesuicidewere-0.075years(almostthe

samelevel).Theshareofthecontributionagedfrom15to44isnearly80%infemalesuicidethat

revealscrucialimpactoftheyoungeragedmortalitybysuicide.

WeanalyzedtheJapanesemortalitytrenduntil2021inthisstudy.Anincreaseinthenumber

ofdeathsin2022isexpectedduetothesixthandseventhwavesofinfectionsrelatedtoCOVID-

19.Itisimportanttoanalyzethelevelofthemortalitynotonlybythenumberofdeathsorcrude

deathrates,butalsobytheage-standardizeddeathratesandlifetablesthatarenotaffectedbythe

changeintheagedistribution,sincewearefacingrapidpopulationaginginJapan.Itwouldbede-

sirabletoobserveandanalyzeJapanesemortalitytrends・includingthoseresultingfromCOVID-

19・continuouslyusingthedemographicmethodspresentedinthisstudy.

keywords:COVID-19,age-standardizeddeathrates,lifeexpectancy,lifetables,mortalityanalysis
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特集Ⅰ：新型コロナウイルス（COVID-19）に関する研究

新型コロナウイルス感染症による死亡動向と

複合死因分析：2020年

別府志海＊，篠原恵美子＊＊

I． はじめに

2019年末から突如として新たな感染症，新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-

19）が出現した．そして瞬く間に世界中へ広まって人間社会を大きく混乱させ，今なおそ

の混乱から抜け出せていない．

このCOVID-19については，厚生労働省「人口動態統計」における死亡データのほか，

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理システム（HER-SYS）を用いた感染者数や

自治体が公表した死亡者数をとりまとめたオープンデータベース１）がある．

そこで本稿は，厚生労働省により公開されている人口動態統計の速報・月報（概報）・

確定および同省のオープンデータベースによる死亡数等を用いて，月別死亡数等の変化を

分析する．さらに，死因分析においては，公表されている「人口動態統計」から得られる
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本稿ではCOVID-19による死亡について，月次など最新の死亡動向を概観した上で，執筆時の

最新データである2020年について特に複合死因情報を用いてCOVID-19と記載があった死亡にお

ける他の死因の記載状況や死亡までの平均期間に関する分析を行った．

複合死因に基づいて分析すると，COVID-19が記載される死因欄はⅠ欄アが圧倒的に多く，他に

は呼吸器系の疾患を直接死因としてCOVID-19をⅠ欄イやⅡ欄へ記載するケースもあった．

COVID-19の他に記載される死因は，高年齢においてⅡ欄に糖尿病や慢性腎臓病，心不全といっ

た死因が多かった．男女別にみると，Ⅰ欄アにCOVID-19の記載がある場合には，特に70歳代，80

歳代の男性でⅡ欄に糖尿病および慢性腎臓病の記載が多く，80歳以上の女性ではⅡ欄へ心不全の記

載が散見された．

COVID-19について死亡までの平均期間を求めると，特に男女ともⅠ欄アに記載されている期間

は50～60歳代にかけて長くなり，高年齢で短くなる傾向がみられた．またCOVID-19が記載され

ていた死亡全体の平均日数は19.7日であった．

キーワード：死因，新型コロナ，COVID-19，複合死因

*国立社会保障・人口問題研究所

**東京大学

1）厚生労働省 データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報－ https://covid19.mhlw.go.jp/



原死因の分析に加え，この原死因を選択する前の情報である死亡個票データを用いて原死

因以外の死因の分析も行う．なお，データは執筆時点である2022年10月初旬までに公表さ

れた数値に基づいている．

II．COVID-19の感染数・死亡数の推移

さて，死亡数は厚生労働省「人口動態統計」から得られるが，そのうち速報は調査月の

約2か月後に公表されているが，死因別の集計がない．そこで代わりに前述の同省オープ

ンデータベースからCOVID-19による死亡数の動向をみよう（図1）．まず全死因につい

てみると，2015年以降の死亡数は毎年増加の傾向を示している．しかしこの間の平均寿命

は概ね伸長傾向にあり，この死亡数の増加は死亡率が上昇しているためというよりは主に

人口の高齢化が原因といえる．

日本国内でCOVID-19の感染が広まった2020年以降をみると，2020年の死亡数は前年

の2019年と比べて8,338人減少したが，2021年の死亡数は144万人と2020年の137万人から

6万7千人ほど増加し戦後最多となっている．2019年から2020年にかけて死亡数が減少し

た背景として林らは，マスクの着用や手洗いの実施，三密防止で減少した可能性に触れる

とともに，そうであれば，従来はこうした対策によって防げた死亡が含まれていたことに

なると述べている（林ほか 2021）．

次にCOVID-19による死亡数をみると，概ね4～5か月を周期とした上下動が観察さ

れる．この死亡数の波は新しいほど振幅が大きくなる傾向が見られる．特に2022年の2～

3月では，死亡数がいずれも5,000人弱，さらに8月は7,000人強と突出して多くなってい

る．

厚労省オープンデータによると，2020年1月から2022年9月末までのCOVID-19によ

る死亡は累積で44,789人となっている．年次別では，2020年は3,459人，2021年は14,926人，
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図１ 全死因およびCOVID-19を死因とする月別死亡数

資料：全死因は厚生労働省「人口動態統計」（速報），COVID-19による死亡は同省オープンデータベースによる．

1）全死因 2）COVID-19



2022年は9月末までに26,404人の死亡が公表されている２）．

次に感染動向と死亡動向の関係をみてみよう．図2は厚労省オープンデータから新規感

染者数の推移を3週間ずらして死亡数の推移と重ねたもの，および重症者数の推移を2週

間ずらして死亡数の推移と重ねたものである３）．この図から，死亡者数は新規感染者数の

変動から概ね3週間程度遅れて変動していることが分かる．また，2021年前半までと比べ

て2021年秋の第5波以降では感染者数と死亡者数のグラフが重なってきており，最近ほど

感染者数が増えれば死亡者数も増加するという関係がより強くなっているようにみえる．

また，重症者数と死亡者数については2週間程度のタイムラグがあるようにみえるが，

2021年秋の第5波や2022年夏の第7波では死亡との関係がむしろ弱くなっており，必ずし

も重症者数が増えると死亡が増えるという関係は強くないようである．ただし，何らかの

理由により検査を受けない場合は感染者や重症者に含まれないほか，自宅療養中に容態が

急変し死亡した場合も重症者に含まれないだろうことから，これら指標の動向の解釈には

留意が必要であろう．

次に，COVID-19による死亡者の年齢構造を見よう．2020年と2021年は概ね1年間，

2022年は9月までについての死亡割合を図3に示す．2020年においては特に男性の高齢者

が占める割合が高く，男性の80歳代だけで25％，70歳以上では51％を占めている．こうし

た高齢者の割合が高い傾向は2022年まで続いているが，2022年では30歳代以下での死亡が

やや増加しているほか，高年齢では90歳以上の女性で割合が上昇しているなど変化もみら

れる．
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図２ 新規感染者数，重症者数と死亡数の推移

資料：厚生労働省オープンデータベースによる．新規感染者数は3週間，重症者数は2週間前の値を表示している．

1）新規感染者数と死亡数 2）重症者数と死亡数

2）厚生労働省「人口動態統計」（確定）によるCOVID-19を原死因とする死亡件数は，2020年：3,466人，2021

年：16,784人となっている．

3）厚生労働省オープンデータの死亡数における2021年5月18日の突出は，兵庫県の死亡数129件（全国228件）

の影響が大きい．同データベースは登録日ベースで集計されていることから，当時，兵庫県内の保健所で業務

が逼迫し，未登録だった死亡がまとめて登録された事に起因すると考えられる．



III．死亡診断書と死亡個票・複合死因

日本の死亡統計である『人口動態統計』は，自治体に提出される死亡届を元に調査票が

作成される．死亡届の右側は死亡診断書もしくは死体検案書となっており，医師等が死因

など死亡時の状況について記入する．人口動態調査は，市区町村の窓口に提出される死亡

届，および死亡診断書もしくは死体検案書（以下，死亡診断書等）をもとに，市区町村に

よって記入された調査票に基づく．

厚生労働省『人口動態統計』における死因の扱いは，WHOが掲げている原死因

（underlyingcauseofdeath）の考え方に基づいている．原死因の定義について，WHO

は1967年の総会において「直接に死亡を引き起こした一連の事象の起因となった疾病また

は損傷，もしくは致命傷を負わせた事故または暴力の状況」と定義した（厚生労働省

2018）．死因統計においては，死亡診断書等に記載された諸死因から，原則としてWHO

が定める方法により原死因を一つに特定している（厚生労働省 2018，2022a）．

さて，日本の死亡統計である『人口動態統計』は，自治体に提出される死亡届を元に調

査票が作成される．死亡届の右側は死亡診断書もしくは死体検案書となっており，医師が

死因など死亡時の状況について記入する．人口動態調査は，市区町村の窓口に提出される

死亡届，および死亡診断書もしくは死体検案書（以下，死亡診断書等）をもとに，市区町

村によって記入された調査票に基づく．

死亡届には死亡者の男女，年齢，住所地などといった基本的属性が記載される．また届

出用紙の右半分は死亡診断書（死体検案書）４）になっており，死亡の場所や死因，死亡診

断を行った医師の氏名などが記載される．人口動態調査の死亡票は死亡届および死亡診断

書等に記載されている情報を転記する形で作成される．
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図３ COVID-19による死亡者の年齢構造

資料：厚生労働省オープンデータベースによる．各期間における年齢別死亡数の，年齢不詳を除いた死亡総数
（男女計）に対する割合．なお，同データベースにおける年齢別死亡数は週単位で公表されているため，ここで
は1年間を近似した期間を示している．

4）「死亡診断書」と「死体検案書」は同一の様式であり，標題も「死亡診断書（死体検案書）」となっている．

記入する医師は交付する際に該当しないものを二重線で消すこととされている（厚生労働省 2022b）．実際の

届出に際して使用される用紙は死亡届と死亡診断書等が一体となったものであり，この標準様式については法

務省民事局長通達により示されている．



死亡診断書等の死因欄は大きくⅠ欄とⅡ欄があり，Ⅰ欄は「最も死亡に影響を与えた傷

病名を医学的因果関係の順番」で4つまで記載できる．またⅡ欄は「直接には死因に関係

しないがⅠ欄の傷病経過に影響を及ぼした傷病名等」を記載する欄である．現在公表され

ている死因統計では，死亡診断書等に記載されたそれぞれの死因について集計は行われず，

これら死因から選ばれた一つの死因である原死因のみが集計対象となっている．

さて，死亡原因の根源を探る試みはそれ自体，大変重要であることは異論がないだろう．

しかし，現代のいわゆる生活習慣病が大勢となり，一人がいくつもの疾病を同時に罹患し

ていることが珍しくなくなっている社会においては，死因を一つに限定することで疾病間

の関連などといった逆に見えなくなる情報も存在する．例えば糖尿病は合併症を引き起こ

すことが知られているが，原死因というただ一つの死因情報からでは，その人がどういっ

た合併症を併発したのかは分からなくなる．

そこで本稿では，原死因を特定する以前の情報である死亡個票データを用いて，

COVID-19による死因情報が得られる2020年を対象に分析を行いたい．この死亡個票デー

タは原死因を特定する前の情報であるため，死亡診断書に記載されている複数の死因情報

を得ることが出来るが，データはコード化されていないテキストデータとなっている．さ

らに，死因についても記載揺れや誤記と思われる箇所もあり，そのままでは分析を行うこ

とが難しい．そこで死亡個票のテキストデータについてはICD-10へ独自にコード化５）を

行い，死亡票とリンクして分析に用いている６）．

IV．複合死因からみたCOVID-19

原死因により集計を行っている「人口動態統計」によると，2020年に原死因をCOVID-

19とする死亡は3,466件であった．同年について死亡票1,372,755に対し複合死因の情報が

突合できた1,361,824件についてみると（表1），記載欄別ではⅠ欄アが最も多く2,262件あ

り，Ⅰ欄イが624件，次いでⅡ欄の531件という順であり，COVID-19は直接死因として記

載されるケースが多かった事が分かる．さらに原死因をCOVID-19に限定した場合，Ⅰ

欄アへCOVID-19と記載されていたのは2,253件，Ⅰ欄イへの記載は614件，Ⅰ欄ウへの記

載は54件，Ⅰ欄エへは9件，Ⅱ欄へは173件であった．複数の欄に重複してコード化され

た例も若干見られるが，これはⅠ欄アに「新型コロナ肺炎」，Ⅰ欄イに「新型コロナ」と

ある場合などである．全体として，COVID-19はⅠ欄ア～エに記載がある場合には原死因

となりやすいが，Ⅱ欄にある場合には他の死因が原死因になりやすいと言える．
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5）死亡個票に記載されているテキストデータ（文字情報）については，篠原（2021，2022）の手法によりコー

ド化したデータを用いている．ただし二次利用が可能な死亡個票は厚生労働省へオンラインで登録された時点

でのデータであり，オンライン以外による登録や登録後のデータ修正は反映されていない．

6）統計法第32条および33条の規定に基づき厚生労働省『人口動態調査』死亡票ならびに死亡個票データの二次

利用により再集計を行っている（提供通知文書番号：令和2年11月5日付政統発1105第9号，令和3年11月1

日付政統発1111第2号，および令和3年2月3日付厚生労働省発政統0203第4号，令和3年10月29日付厚生労

働省発政統1029第1号）．なお，死亡票は死亡個票を元に厚生労働省にてデータクリーニングおよびコード化

がされているが，死因は原死因のみ得ることが出来る．この死亡票を集計したものが「人口動態統計」として

公表されている．本稿では「人口動態統計」と比較を行うため，日本における日本人に限定し集計している．



原死因がCOVID-19の3,466件について，他にどのような死因が記載されているかを示

したのが図4である．図4から死亡が多かった死因を順にみると，Ⅰ欄アには肺炎が476

件，呼吸不全が131件，ウイルス性肺炎が109件であり，当初「新型肺炎」と呼ばれていた

ことと符合する．Ⅰ欄イでは肺炎が46件，固形物及び液状物による肺臓炎17件，その他の

間質性肺疾患が12件と続く．Ⅰ欄ウでは外因が9件，他は3件以下であり，Ⅰ欄エでは外

因が3件，他の死因は1件以下である．Ⅱ欄では慢性腎臓病が179件，糖尿病が154件，心

不全が152件であるが，この他に記載された死因は100件未満と少ない．
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表１ 死因に「COVID-19」に関連した記載がある死亡数：2020年

記載欄 Ⅰ欄ア Ⅰ欄イ Ⅰ欄ウ Ⅰ欄エ Ⅱ欄 計

全死因

Ⅰ欄ア 2,251 11 0 0 0 2,262

Ⅰ欄イ 11 608 4 0 1 624

Ⅰ欄ウ 0 4 50 0 0 54

Ⅰ欄エ 0 0 0 12 0 12

Ⅱ欄 0 1 0 0 530 531

原死因：COVID-19

Ⅰ欄ア 2,242 11 0 0 0 2,253

Ⅰ欄イ 11 598 4 0 1 614

Ⅰ欄ウ 0 4 50 0 0 54

Ⅰ欄エ 0 0 0 9 0 9

Ⅱ欄 0 1 0 0 172 173

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．

図４ 原死因が「COVID-19」である場合の他の死因

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．
20件以上の記載があった33の死因について．COVID-19のⅠ欄アは2,247件．



次に，原死因ではなく，死亡個票データから死亡診断書に記載された死因をみよう．

COVID-19と記載された死因欄の別に，他の死因の記載状況を男女別で比較したものが図

５である．なお，Ⅰ欄ウおよびⅠ欄エへの記載は少ないことから，ここでは分析を割愛す

る．

Ⅰ欄アにCOVID-19の記載がある場合をみると，他の死因は主にⅡ欄に記載されている

ことが分かる．その場合の主な死因は，糖尿病や心不全，慢性腎臓病が多くなっている．

男女別にみると，特に男性では糖尿病が顕著に多くなっているほか，肺の悪性新生物も一

定数みられる．また，Ⅰ欄アにCOVID-19の記載がある場合はⅡ欄を除いた各欄はほと

んどが空欄であり，Ⅱ欄への記載は男女とも6割前後である．

Ⅰ欄イにCOVID-19の記載がある場合は，当然ながらⅠ欄アへの記載が最も多く次が

Ⅱ欄で，やはりⅠ欄イや同ウへの記載はほとんどみられない．主な死因は，Ⅰ欄アの場合

は肺炎が男女とも圧倒的に多く，呼吸不全という呼吸器系の疾患が続く．Ⅱ欄では男性が

慢性腎臓病，糖尿病の順であるのに対し，女性では心不全が最多となっている．

Ⅱ欄にCOVID-19の記載がある場合，死因のほとんどはⅠ欄アに記載がある．このⅠ

欄アの死因をみると，男性は固形物及び液状物による肺臓炎，その他の敗血症，気管支及

び肺の悪性新生物＜腫瘍＞となっているのに対し，女性では固形物及び液状物による肺臓

炎に次いで老衰，心不全となっており，男女差がみられる．
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さらに，各死因欄にCOVID-19の記載がある死亡について，男女・年齢別に示す（表

2）．この表をみると，男女とも，いずれの年齢でもCOVID-19の最も多い記載場所はⅠ
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図５ 死因に「COVID-19」が記載された欄別の死因

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．
死因は原死因がCOVID-19である場合に記載が20件以上あった32の死因について．



欄アである．次に多い記載欄は70歳未満ではⅡ欄が多く，70歳以上ではⅠ欄イとⅡ欄がほ

ぼ同水準になる．前節でも触れたように，Ⅰ欄ウおよびⅠ欄エへの記載はほとんどみられ

ない．

V．男女・年齢別によるCOVID-19と他の死因

前節までは人口全体について観察してきたが，特に2020年の前半において，COVID-19

は高年齢の男性で死亡が多い傾向が見られた（別府 2021，別府・林 2022）．そこで，

COVID-19の記載がある死因欄別に，男女・年齢別の他の死因を図6に掲げる．なお，死

亡がなかった20歳未満，および件数の少なかったⅠ欄ウおよびエの状況については掲載を

省略している．

さて，図6をみると，Ⅰ欄アにCOVID-19の記載がある場合には，特に70歳代，80歳

代の男性でⅡ欄に糖尿病および慢性腎臓病の記載が多くなっている．また80歳以上の女性

では，Ⅱ欄へ心不全と記載される件数が多いが，これは男性より女性が多い．
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表２ 死因欄に「COVID-19」の記載がある死亡数：2020年

男女／年齢 Ⅰ欄ア Ⅰ欄イ Ⅰ欄ウ Ⅰ欄エ Ⅱ欄 合計 （参考）原死因

男性

0～ 9歳 0 0 0 0 0 0 0

10～19歳 0 0 0 0 0 0 0

20～29歳 1 1 0 0 0 2 1

30～39歳 2 2 0 0 2 6 4

40～49歳 10 3 0 0 9 22 19

50～59歳 50 12 2 0 17 81 76

60～69歳 137 57 4 3 47 248 237

70～79歳 400 111 11 4 84 610 622

80～89歳 593 140 10 2 133 878 863

90～99歳 154 54 5 1 38 252 261

100歳以上 5 3 0 0 2 10 11

合 計 1,352 383 32 10 332 2,109 2,094

女性

0～ 9歳 0 0 0 0 0 0 0

10～19歳 0 0 0 0 0 0 0

20～29歳 0 0 0 0 0 0 0

30～39歳 1 0 0 0 0 1 1

40～49歳 4 1 0 0 2 7 7

50～59歳 7 2 1 0 6 16 11

60～69歳 33 5 1 0 11 50 49

70～79歳 157 40 1 1 34 233 242

80～89歳 386 91 8 1 74 560 570

90～99歳 295 79 5 0 62 441 455

100歳以上 16 7 2 0 9 34 37

合 計 899 225 18 2 198 1,342 1,372

男女計 2,251 608 50 12 530 3,451 3,466

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．



Ⅰ欄イにCOVID-19が記載されている場合では，男女ともⅠ欄アに肺炎や呼吸不全と

いった呼吸器系の疾患が多くみられる．高年齢ではⅡ欄に慢性腎臓病が多くなり，また女

性では心不全も多少みられる．
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図６ 「COVID-19」が死因に記載された欄別の主な死因，男女・年齢別

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．死因は原死因がCOVID-19
である場合に記載が100件以上あった8の死因について．



Ⅱ欄にCOVID-19の記載がある場合，Ⅰ欄アは男女とも固形物等による肺臓炎や呼吸

不全といった呼吸器系の疾患が80歳代を中心に多くなっているが，女性の場合は心不全も

多くみられる．Ⅰ欄イへの記載件数は少ないが，男性では固形物等による肺臓炎や慢性腎

臓病が，女性では肺炎がそれぞれやや多く見られた．

以上から，COVID-19が記載される死因欄だけでなく男女・年齢によってもいくつかの

相違があり，死因にCOVID-19の記載がある場合は，男性の70歳代，80歳代では糖尿病

と慢性腎臓病を含む死亡が多く，女性ではそれらよりも心不全を含む死亡が多いことが確

認された．

VI．死亡までの期間からみたCOVID-19

最後に，COVID-19との記載がある死亡について，死亡までの期間についてみたい（表

3）．死因が記載された欄別にみると，男女とも死亡までの平均期間はⅠ欄アが最も短く

なっており，Ⅰ欄イ，Ⅱ欄，Ⅰ欄ウの順に長くなる傾向がみられる．これは，死亡時（死

亡後）に陽性が判明した場合などにおいてCOVID-19による死亡を直接死因とし，死亡

までの期間を0日等といった極めて短期間としているケースがあるためと考えられる．な

お，Ⅰ欄エが最も長くなっているが，前節までで示しているようにこの欄への記載件数は

極め少ないため，解釈は注意を要する．

年齢別にみると，男女ともⅠ欄アに記載されている期間は50～60歳代にかけて長くなり，

高年齢で短くなる傾向がみられる．他の死因欄では記載件数が少ないために傾向を読み取

ることが難しいものの，60～80歳代あたりで最長となるような分布を描いている様子が見

られる．

死亡までの期間について累積割合を求めると，20日以下の割合ではⅠ欄アについて男性

は64％，女性は67％である．この割合は高年齢ほど高くなる傾向がみられる．また30歳以

下の割合ではⅠ欄アについて男性は91％，女性は94％，男女計で92％であり，30日を超え

る割合は男女とも1割以下である．Ⅰ欄ア以外の死因欄についての累積割合は若干低下す

るものの，相対的の死亡件数の多かったⅠ欄イとⅡ欄はそれぞれⅠ欄アを10ポイント下回

る程度であった．

以上から，COVID-19が記載されていた死亡全体の平均期間は男性が20.6日，女性が

18.2日，男女計の平均に数は19.7日であり，また累積割合でも20日以下の死亡が2／3程

度であることから，少なくとも2020年においては，COVID-19による死亡までの期間は概

ね3週間程度であったと言える．
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VII．まとめ

本稿ではCOVID-19による死亡について，日次・月次の死亡動向や年齢構造のほか，

死因については執筆時点において最新データが得られる2020年について特に複合死因情報

を用いることでCOVID-19と記載があった死亡における他の死因の記載状況，ならびに

COVID-19による死亡までの平均期間について分析を行った．

COVID-19による死亡数は概ね4～5か月を周期とした上下動が観察され，2022年の2

～3月の死亡数はいずれも5,000人弱，さらに8月は7,000人強となるなど，この死亡数の

波は新しいほど振幅が大きくなる傾向が見られた．また，新規感染者数は概ね死亡数の推

移から3週間程度早く変動していた．

次に複合死因に基づきCOVID-19を死因に含む死亡についてみると，Ⅰ欄アへの記載

が圧倒的に多く，呼吸器系の疾患を直接死因としてCOVID-19をⅠ欄イやⅡ欄へ記載す
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表３ 「COVID-19」による死亡までの平均期間：2020年
（単位：日）

男女／年齢 Ⅰ欄ア Ⅰ欄イ Ⅰ欄ウ Ⅰ欄エ Ⅱ欄 全体

男性

0～ 9歳 … … … … … …

10～19歳 … … … … … …

20～29歳 1.0 30.0 … … … 15.5

30～39歳 13.5 10.0 … … 19.0 14.2

40～49歳 18.1 10.7 … … 30.1 21.2

50～59歳 23.9 38.5 14.5 … 26.6 26.1

60～69歳 21.4 37.4 52.0 67.0 24.4 26.6

70～79歳 20.2 26.0 44.1 44.3 23.3 22.2

80～89歳 17.5 18.4 27.9 28.0 24.1 18.7

90～99歳 15.0 14.0 24.6 120.0 19.7 16.1

100歳以上 9.8 7.7 … … 16.5 10.5

計 18.6 23.2 35.1 55.4 23.6 20.6

女性

0～ 9歳 … … … … … …

10～19歳 … … … … … …

20～29歳 … … … … … …

30～39歳 45.0 … … … … 45.0

40～49歳 26.8 20.0 … … 11.5 21.4

50～59歳 27.4 2.0 22.0 … 20.0 21.2

60～69歳 26.1 14.3 20.0 … 26.7 25.1

70～79歳 20.0 24.2 7.0 365.0 28.2 23.3

80～89歳 16.1 16.3 23.5 7.0 22.9 17.0

90～99歳 14.9 16.6 17.8 … 23.8 16.4

100歳以上 13.9 15.0 11.0 … 17.8 14.9

計 16.9 17.6 18.9 186.0 23.9 18.2

男女計 17.9 21.1 29.9 77.2 23.7 19.7

資料：厚生労働省「人口動態統計」における死亡票・死亡個票の独自集計による．各死
因欄にCOVID-19と記載のある死亡について．



るケースが一定程度見られた．また，COVID-19はⅠ欄ア～エに記載がある場合には原死

因となりやすいが，Ⅱ欄にある場合には他の死因が原死因になりやすかった．

COVID-19が記載されている場合に同時に記載される他の死因については，特に高年齢

においてⅡ欄に糖尿病や慢性腎臓病，心不全といった死因が多かった．男女別にみると，

Ⅰ欄アにCOVID-19の記載がある場合には，特に70歳代，80歳代の男性でⅡ欄に糖尿病

および慢性腎臓病の記載が多く，80歳以上の女性ではⅡ欄へ心不全と記載される件数が多

くなっていた．特に女性は男性よりも死亡件数が少ないものの，心不全と記載のあった件

数は男性よりも多くなっていた．今回のCOVID-19では「基礎疾患」との関連が指摘さ

れているが，複合死因からみると少なくとも2020年は特に高齢の男性について，この指摘

がある程度当てはまっていたといえそうである．

COVID-19の記載があった死亡について死亡までの平均期間を求めると，特に男女とも

Ⅰ欄アに記載されている期間は50～60歳代にかけて長くなり，高年齢で短くなる傾向がみ

られた．またCOVID-19が記載されていた死亡全体の平均期間は男性が20.6日，女性が

18.2日，男女計の平均に数は19.7日であり，少なくとも2020年においては，COVID-19に

よる死亡までの期間は概ね３週間程度であったと言える．

以上，COVID-19について，既存の統計データから傾向を測るとともに，従来の原死因

を中心とする統計からだけでは得ることの出来ない他の死因に関する情報を用いることに

よって，この疾病の一端を明らかにしようと試みた．しかし，幾つか課題も残されている．

最大の課題は，データのクリーニングに関わるものである．COVID-19に限らないが，死

亡診断書に対して死因の記載が手書きで行われるために同じ傷病に対していくつもの表記

がある上，死因データには誤記も含まれる．

今後さらに詳細な分析を進めていくためにも，これらデータをより正確にコード化でき

るように改善を続けたい．死因記載時からコード化もしくは標準化された死因名が記載さ

れるようになると，より有効な死因分析に繋がるのではないかと期待される．

※本稿は国立社会保障・人口問題研究所「超長寿社会における人口・経済・社会のモデリングと総

合分析」および厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（統計情報総合研究事業））

「人口の健康・疾病構造の変化にともなう複合死因の分析手法の開発とその妥当性の評価のため

の研究」（研究代表者：別府志海）による研究成果の一部である．なお，本稿は別府・篠原

（2022）を元に書き改めたものである．
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AnalysisofMortalityTrendsandMultipleCauses-of-DeathofCOVID-19
inJapan:2020

BEPPUMotomiandSHINOHARAEmiko

Thisstudyaimedtoanalyzethemostrecentmortalitytrends,suchasmonthlytrends,of

COVID-19deaths,andtoclarifythedescriptionofothercausesofdeathasCOVID-19deathson

thedeathcertificateinJapan.Therefore,weusedthe"MultipleCauses-of-Death"informationfor

thedatafrom2020.

COVID-19asthecauseofdeathistypicallyrecordedincolumnIAofthefour-columncause

ofdeathsectionofthedeathcertificate.Insomecases,COVID-19islistedincolumnsIBorII,in

additiontocolumnIA,whichindicatesthedirectcauseofdeathduetorespiratorydiseases.

Thecauseofdeath,COVID-19,tendstoberecordedalongwithdiseasessuchasdiabetes,

chronickidneydisease,andheartfailure.

Withrespecttogender,whenCOVID-19isdescribedinColumnIA,diabetesandchronickid-

neydiseasearedescribedinColumnIIformenintheir70sand80s,whereasheartfailureisde-

scribedinColumnIIforwomenintheir80sandabove.

UponcalculatingtheaveragetimetodeathforCOVID-19,theperioddescribedincolumnIA

tendedtobelongerforbothmenandwomenintheir50sand60sandshorterforthoseintheabove

agegroups.TheaveragedurationofdeathsattributedtoCOVID-19was19.7days.

Keywords:Causeofdeath,COVID-19,multiplecauses-of-death
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SpecialIssueI:DemographicPerspectivesoftheImpactofCOVID-19Pandemic

COVID-19andMortalityDeclineinAsiain2020

HAYASHIReiko

I.Introduction

On30thJanuary2020,WorldHealthOrganization(WHO)declaredthattheCOVID-19

outbreakconstitutesaPublicHealthEmergencyofInternationalConcern(PHEIC).Thisinfectious

disease,whichissaidtohaveoriginatedinChina,spreadrapidlyaroundtheworld,causingan

increaseininfectionsanddeaths,especiallyinNorthandSouthAmericaandEurope.Notonlythe

directdamagesfromthediseasebuttheimplementationofrestrictionsondailylifetomitigatethe

infectionalsocausedatremendousimpactonsocietyandtheeconomy.

Intheearlierperiodofthepandemic,duringtheyear2020,theearlypublicationofvital

statisticswasavailableinonlyafewcountries,butnowthatthepandemiccontinuestoacertain

length,theroutinevitalstatistics,althoughslow,havestartedtobeavailable.Atthetimeofwriting

thispaper(August2022),mostcountriesequippedwithuniversaldeathregistrationhadalready

publishedthefinaldatafor2020.Thisarticleusesthosevitalstatisticsandcomparedeathstructure
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COVID-19affectedpeopleallaroundtheworld,butitsmortalitydiffersfromcountrytocountry.

AmericaandEuropeweresignificantlyaffected,whileAsiaandAfrica'smortalityremainedlow.Although

thepandemiccontinues,vitalstatisticsbasedondeathregistrationstartedtobeavailablefortheearlierperiod

from2020,enablingananalysisofCOVID-19impactusingtheinformationwrittenonthedeathcertificate,

includingcausesofdeath.IncontrasttoEuropeandAmerica,wherethesurgeinmortalityoccurreddueto

COVID-19,allcountriesinEasternandSouth-EasternAsiaequippedwithregister-basedvitalstatistics

recordedthemortalitydeclinewithorwithoutageadjustment.Inthesecountries,thereductionindeathswas

causedbyrespiratorysystemdiseases,notablypneumoniaandinfluenza.Also,accidentsdecreasedand

suicideincreased.Variousfactorscouldinfluencethemortalitydifferenceamongglobalregions,butitis

difficulttofindaconclusivesingularfactorthatcausedthedifference,fornow.

AlongwiththecourseoftheCOVID-19pandemic,itsimpacthasevolvedthroughtheyears.Significant

excessmortalityoccurredinJapanandSouthKoreaduringtheOmicronwaveinMarch2022.Mostofthe

increaseiscausedbydiseasesandsymptomsotherthanCOVID-19.Wehavetowaituntilthefinalstatistics

arereleasedforamoredetailedanalysis.Ifitwascausedbylimitedaccesstohealthcareservicesby

excessiveresourceallocationtoCOVID-19,itisimperativetorestructurethehealthsystemassoonas

possible.

Keywords:COVID-19,mortality,Asia



byageandcauseinEasternandSouth-EasternAsia.

II.Data

ThestatisticsoncasesanddeathsofCOVID-19aroundtheglobearewidelyavailable.These

dataarebasedonepidemiologicalsurveillance,definedandstipulatedbylawsorregulationson

infectiousdiseasecontrol,withwhichmostcountriesareequipped.Thesurveillancedatarelease

isquick,dailyorweekly,andwiththeCOVID-19pandemic,manycountriesimproveditsrelease

usingthegraphicalpublicationinterfaceontheinternet.Theprimarypurposeofepidemiological

surveillanceistostopthespreadofthedisease,soitiscrucialtocapturethecaseassoonas

possible.Oncethepatientrecoversordies,itisconsideredthatthecausalagentexistsnomore,and

thecaseisdeletedfromthesurveillancetarget.Hence,theeventofdeathisnotthedirectpurpose

ofsurveillance,andsometimesthedeathinformationisnotdetailed.Inaddition,thedataisonly

concentratedonthedesignatedinfectiousdiseases,soitdoesnotgivethewholepictureofhow

peoplearedyinginsociety.

Ontheotherhand,deathinformationisavailablefrom vitalstatisticsbasedondeath

registrationwiththedeathcertificatemadebymedicaldoctors.Thevitalstatisticsarestipulatedby

lawsandregulationsconcerningcivilregistrationandvitalstatistics,differentfromepidemiological

surveillance.Thedeathregistrationandcompilationofvitalstatisticstaketime.Inthecaseof

Japan,forexample,therapidreleaseofpreliminaryresultsismadetwomonthsafterthe

occurrence.Thentheapproximatereportisreleasedfivemonthsafterwithmoredetaileddata,and

thefinaldataisreleasedaroundSeptemberofnextyear.Althoughslow,thefinaldatacontains

detailedinformationsuchasthecauseofdeathorplaceofdeath.Inadditiontotheslowness,the

weakpointofvitalstatisticsisthatnotallcountriescanprovidevitalstatisticscoveringalldeaths

thatoccurredintheterritory.AccordingtotheUnitedNationsStatisticsDivision,only127outof

233countriesorareashaveadeathregistrationcoverageof90%ormore(UN2021).

Thecauseofdeathstatisticsisincludedinthevitalstatisticsinmanycountries.However,as

itrequiresadeathcertificatemadebyamedicalexpert,usuallyamedicaldoctor,theprocessof

statisticsmakingisslightlydifferent.Duetothisprocess,incountrieswherethenumberofdoctors

islimited,itisdifficulttoissuecertificatesforalldeathsoccurringintheterritory.Hence,the

countrieswhichcancorrectlypublishthecauseofdeathstatisticsarelimited.Accordingtothe

WorldHealthOrganization(WHO),whichismandatedtocollectandcompilethecauseofdeath

information,thecauseofdeathdatafromonly66outof129countriesareofgoodqualityand

usable(WHO2020).InEasternandSouth-EasternAsiancountries,sevencountriesandareas

(Japan,SouthKorea,Taiwan,Singapore,Brunei,PhilippinesandMalaysia.)publishcauseofdeath

data.Othercountriespublishlimitedtablesinannualstatisticsyearbooks(Thailand,Myanmar,

Vietnam),conductsamplesurveys(China,Indonesia),ornowcreateasystemtocollectvital

statistics,includingthecauseofdeath(Cambodia,LaoPDR)(HayashiandKomazawa2022).
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ThisarticlewillusethevitalstatisticsofJapan,SouthKorea,Mongolia,Taiwan,Singapore,

Brunei,PhilippinesandMalaysia.Thecomparativeanalysisof2020datawasconductedcompared

tothepreviousyears.Thefinaldataofvitalstatisticsareupto2020inJapan,SouthKorea,Brunei,

PhilippinesandMalaysiaatthetimeofwritingthisarticle(August2020),sothecomparisonwas

madeuptothatyear.Mongoliadoesnotpublishthecauseofdeathstatisticsonline.Malaysian

causeofdeathstatisticscontainsbothmedicallyandnon-medicallycertifieddeaths,bothofwhich

areused.

III.Totalnumberofdeathsfrom2018to2020

Basedonthevitalstatisticspublishedbyeachcountry'sauthorities,thetotalnumberofdeaths

decreasedfrom2019to2020inJapan,Mongolia,Taiwan,Brunei,PhilippinesandMalaysia.In

SouthKoreaandSingapore,itincreased.InthereferencecountriesinAmericaandEurope(US,

EnglandandWales,andGermany),theincreasein2020wassignificant(Figure1).Inorderto

verifytheincrease,theage-adjustednumberofdeathswascalculatedusingtheage-specific

mortalityof2018to2020,settingthestandardpopulationasthatof2019ineachcountry.The

increaseindeathsinSouthKoreaandSingaporeturnedintoadecrease,whereastheincreasesin

deathsinUS,EnglandandWalesandGermanywerepersistentevenaftertheageadjustment.The

increaseindeathsinSouthKoreaandSingaporefrom2019to2020wasduetotheincreasing

numberofolderpersons,nottheCOVID-19pandemic.Aspopulationageingisproceeding,

especiallyinmiddle-incomeemergingcountries,itseffectonmortalitystatisticsmustbe

adequatelyconsidered.
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IV.Causeofdeathfrom2019to2020

Thedeclineinthenumberofdeathscanbedecomposedbycause.Figure2showsthechange

inthenumberofdeathsbycausein2020comparedto2019,innumberandchangerateforseven

countriesinEasternandSouth-EasternAsiawhichhavedata.Inallcountries,thenumberofdeaths

causedbypneumoniadeclinedin2020.InfluenzaalsofellinJapan,Taiwan,Malaysiaand

Singapore.Asthenumberofinfluenzadeathsisnotlarge,thedecreaseinnumberisnot

outstanding,butthechangerateissignificant.Forexample,inJapanandTaiwan,influenzadeaths

declinedby75%in2020comparedto2019.ThenumberofinfluenzadeathsinSingaporebecame

zeroin2020,whileitcountedsevenin2019.Otherrespiratorydiseases,suchaschronicobstructive
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Figure1Totalnumberofdeathsfrom2018to2020

Note:Age-adjustedbythepopulationstructureof2019ineachcountry.Detaileddescriptionsarelistedintheonlinedata
file.
Source:Vitalstatistics,finalstatistics(MinistryofHealth,LabourandWelfare,Japan),DeathsandDeathratesbycause
(KOSIS,StatisticsKorea),PopulationStatisticsResources(DepartmentofHouseholdRegistration,MinistryoftheInterior,
Taiwan),Population(MongolianStatisticalInformationService),ReportonRegistrationofBirthsandDeaths(Immigration
& CheckpointsAuthority,Singapore),PopulationandPopulationStructureLatestData(DepartmentofStatistics
Singapore),VitalStatistics(DepartmentofEconomicPlanningandStatistics,Brunei),Population(eDataLibrary,Brunei),
VitalStatisticsReportandProjectedMid-YearPopulationBasedon2015POPCEN(PhilippineStatisticsAuthority),Vital
Statistics(eStatistik,DepartmentofStatistics,Malaysia),PopulationbyAgeGroup,SexandEthnicGroup,Malaysia
(data.gov.my,Malaysia),UnderlyingCauseofDeath,1999-2020,NationalVitalStatistics(NationalCenterforHealth
Statistics,CentersforDiseaseControlandPrevention,US),DeathsregisteredinEnglandandWalesandpopulation
projection(OfficeforNationalStatistics,UK),Deathsbyage(12613-0003),populationbyage(12411-0005),
Genesis-online(StatistischesBundesamt,Germany).



pulmonarydiseases(COPD)orchroniclowerrespiratorydiseases(CLRD),alsodeclined.

Thedeclineininfluenzadeathsmightbeduetothevaccinationpromotionin2020toavoid

thedoubleburdenofinfluenzaandCOVID-19.Also,thedecreaseinpneumoniadeathsinthe

PhilippineswasoffsetbytheincreaseinCOVID-19deaths.However,thegeneralreductionof

deathscausedbyrespiratorysystemdiseasesisobservedinallstudiedcountries.Itmightbedue

totheenhancedpersonalprotectionagainstrespiratoryinfectionin2020.

Accidentsarethecausewhichdeclinedinfiveofsevencountriesobserved.Theactivity

restrictionsenforcedbylockdownorrelatedpublicordersmightbethereasonforthereduction.On

thecontrary,suicideincreasedinJapan,thePhilippines,Malaysia,andSingapore.InJapan,the

decliningtrendofsuicidefortenyearswasreversedin2020.Fortheremainingthreecountries,the

numberofsuicidesinusualyearsissmall,butthechangeratefrom2019to2020wasconsiderable.

Thelackofcommunicationmightcausesuicidetoincreaseduetohumancontactrestrictions.

However,suicidesdeclinedinKoreaandTaiwan.TheimpactofCOVID-19onmentalhealthneeds

tobefurtherclarified.
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V.Factorsaffectingmortalitydifference

1.RegionaldifferenceinCOVID-19mortality

Globally,notonlyinAsiabuttheAfricanregionisalsoknownforlowermortalityof

COVID-19.InmostcountriesinAmericaandEurope,themortalityrateismorethan100per

100,000population,whereasmanyarelessthan50inAsiaandAfrica(Figure3).
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Figure2Changeofnumberofdeathsbycausefrom2019to2020

Notes:d.=diseases.ThenumberofCOVID-19deathsisshownabovethebar.Theoriginalcausename,correspondingICD
codesandotherdetailsareincludedintheonlinedatafile.
Source:VitalStatistics(MinistryofHealth,LabourandWelfare,Japan),CausesofDeathStatistics(StatisticsKorea),
CausesofDeathStatisticsAnnualReport(MinistryofHealthandWelfare,Taiwan),RegisteredDeathsinthePhilippines
(PhilippineStatisticsAuthority),StatisticsonCausesofDeathMalaysia(DepartmentofStatisticsMalaysia),VitalStatistics
(DEPSBrunei),ReportonRegistrationofBirthsandDeaths(Immigration&CheckpointsAuthority,Singapore).

Figure3COVID-19mortalitybycountry

Note:mortalityiscalculatedwithCOVID-19deathsfrom3rdJanuary2020to15thAugust2022dividedbythe2021
mid-yearpopulation.
Source:COVID-19deathsbyWHOCOVID-19Dashboard,populationbyWorldPopulationProspects2022,OnlineEdition
(UnitedNations,DepartmentofEconomicandSocialAffairs,PopulationDivision).MapcreatedbyQGIS,usingworld
countryboundarydataofNaturalEarth.



Severalauthorsmadetheexplanationondifferencesbetweencountriesandglobalregions.

Yamanaka(n.d.)usedtheterm"FactorX",whichmadethedifferencebetweenJapanandother

countriesandlistedfactorssuchaswearingamask,self-imposedactivityrestriction,genetic

difference,cross-immunityorcontacttracing.ThemarkedmortalitydifferencebetweenUSand

Canadawasexplainedbypoliticalcommitment,thenationalhealthcaresystem,trustin

government,acceptanceofwearingmasksandvaccines,andbasichealthstatusdifferences,

includingtheburdenofobesityanddiabetes(Karabel2022).However,itischallengingtoelucidate

thefactorsthatcausedthedifferencequantitatively.Ananalysisofmodelleddatafrom177

countriesandterritoriesdidnotexplainthemostcross-countryvariationofCOVID-19mortality

(COVID-19NationalPreparednessCollaborators2022).

Here,fivefactorsarereviewedinthefollowingsections.

2.PopulationAgeing

Thefirstfactorwhichwouldexplainthedifferenceispopulationageing.AsCOVID-19deaths

areconcentratedinoldage,countrieswithahigherproportionofolderpersonsinevitablyhave

higherCOVID-19mortality.AsshowninFigure4,theproportionofolderpersonsiswell

correlatedwithCOVID-19mortalitywithacoefficientofcorrelation(r)of0.593.
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Figure4COVID-19mortalityandproportionofthepopulationaged60andover

Note:mortalityiscalculatedwiththetotalCOVID-19deathsfrom3rdJanuary2020to15thAugust2022dividedbythe
2021mid-yearpopulation.
Source:COVID-19deathsbyWHOCOVID-19Dashboard,totalpopulationandproportionofpopulation60+byWorld
PopulationProspects2022,OnlineEdition(UnitedNations,DepartmentofEconomicandSocialAffairs,Population
Division).



However,nottomentiontheoutliercountriessuchasJapanorMonaco,wheretheCOVID-19

mortalityisdisproportionatelylowcomparedtotheirlevelofpopulationageing,orPeru,onthe

contrary,thereisasignificantdifferenceinCOVID-19mortalityamongthecountrieswiththe

samelevelofpopulationageing.Forexample,Bulgaria,GermanyandFinlandareatthesamelevel

ofageing,with29.3%ofthepopulationaged60andover,whiletheCOVID-19mortalityis544.4,

174.7and96.6respectively;BulgarianCOVID-19mortalityisfivetimeshigherthaninFinland.

Also,thegeographicalmortalitypatternshowninFigure3remainsthesameevenifthe

denominatorpopulationissettoolderpersonsaged60yearsandover(Figure5).Theremustbe

someotherfactorswhichshouldexplaintheCOVID-19mortalitydifference.

3.Geneticfactor

ThegeneticfactorwaspointedouttoexplaintheCOVID-19mortalitydifferencefromthe

earlyphaseoftheCOVID-19pandemic.ZebergandP・・bo(2020)indicatedthatagenomic

segmentinheritedfromNeanderthalscausesseveresymptomsofCOVID-19infection.Thistheory

mighthavebeenagoodreasontoexplainthelowCOVID-19mortalityinAfrica,asitisknown

thatAfricansaretheonlypeoplenotinheritingtheNeanderthalgene(Green2010).Howeverlater,

itwasfoundbythesameauthorsthattherearealsogeneswhichprotectfromsevereCOVID-19

ontheNeanderthalgene(ZebergandP・・bo2021).Atpresent,itisunderstoodthattheancestries

donotexplainthegeneticimpactontheseverityofCOVID-19.Still,dozensofgenesareidentified

associatedwiththeseverityofCOVID-19(COVID-19HostGeneticsInitiative2022).Knowing
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Figure5TheratioofCOVID-19deathstopopulationaged60andover

Note:mortalityiscalculatedwithCOVID-19deathsfrom3rdJanuary2020to15thAugust2022dividedbythe2021
mid-yearpopulationof60yearsandover.
Source:COVID-19deathsbyWHOCOVID-19Dashboard,populationbyWorldPopulationProspects2022,OnlineEdition
(UnitedNations,DepartmentofEconomicandSocialAffairs,PopulationDivision).MapcreatedbyQGIS,usingworld
countryboundarydataofNaturalEarth.



thosegeneswillimprovetreatmentandoutcomesthroughgenescreeningandpersonalizedclinical

management(vanderMade2022).

However,theracialmortalitydifferencewithinacountydoesnotnecessarilysupportthe

geneticinfluence.ForexampleinUS,theCOVID-19mortalityis2.1timeshigherforAmerican

IndianorAlaskaNative,1.8forHispanicorLatinopersons,1.7forblackorAfricanAmerican,0.8

forAsian,comparedtowhite,non-Hispanicpersons(from1stMarch2020through9thJuly2022,

CDC2022).ItisinlinewithlowerCOVID-19mortalityinAsiancountriesbutoppositetolower

COVID-19mortalityinAfricancountries.

4.Immunesystem

TheregionalCOVID-19mortalitydifferencecouldalsobeexplainedbythedifferencein

biologicalfactorsotherthangeneticfactors,suchastheimmunesystem.Forexample,BCG

vaccinationcoveragewassuggestedtoexplainthemortalitydifferencebetweencountries.Five

countrieswhichneverhadauniversalBCGvaccinationpolicy,namelyItaly,US,Lebanon,

NetherlandsandBelgium,hadstatisticallyhigherCOVID-19mortalityatthebeginningofthe

pandemic(Miller2020).EvenbeforetheCOVID-19pandemic,thetrainedimmunityinitiatedby

theBCGvaccinewasknown,andalargerandomcontroltrialwasplanned(deVrieze2020).Along

withtheonsetofCOVID-19,theBRACEtrialstartedinMarch2020(Pittet2021).Theresultsare

notyetavailable(ClinicalTrials.gov2022).Sofar,twootherstudieshavetestedtheeffectiveness

ofBCGvaccinationagainstCOVID-19,buttheresultsconflictwitheachother(Locht2022).

Moreover,theinitiallyobservedmortalitydifferencehaschangedasthepandemicprolonged.In

addition,theBCGcoveragedoesnotclearlyexplainthehighmortalityinLatinAmerica.

Theimmunesystemisdiverse,whichcouldaffectthesusceptibilitytoCOVID-19.The

cross-reactivitiesofantibodiesagainstplasmodiumfalciparum(whichcausesmalaria),orcommon

coldcoronaviruses,arealsoindicatedtoexplainthelowmortalityinAfrica(Lewisetal.2022).If

BCG,whichismadeoutofmycobacteriumbovis,thecowtuberculosisbacteria,orimmunity

inducedbymalariaareresponsiblefortheprotectiveeffectagainstCOVID-19,wehavetore-think

thestrategiesondiseaseelimination.

5.Underreporting

Underreportingcouldbeanimportantfactorwhencomparingmortality.Incountrieswithout

vitalstatisticsbasedonthedeathregistration,forexampleinSub-SaharanAfricancountries,the

lowCOVID-19mortalitycouldbeattributedtounderreporting.Basedonthe153studiesconducted

inAfrica,ameta-analysisconcludedthattheSARS-CoV-2seroprevalenceincreasedfrom3.0%in

April-June2020to65.1%inJuly-September2021.Whilethenumberofregisteredcaseswaslow,

itwasestimatedthat100timesmoreinfectionsoccurred(Lewisetal.2022).However,inadequate

reportingofinfectionsdoesnotnecessarilyindicatetheunderreportingofseverecasesordeaths.
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InLatinAmerica,evenincountrieswithoutdeathregistrationstatistics,thelargeexcessdeaths

werevisiblebyincreasingdemandandshortageofburialsites.Asimilarsituationwasnotreported

inAfricancountries.ItwouldbemoreprobablethatthereareCOVID-19infectionsinAfrica

whichtendnottodevelopintosevereconditions.

Incountrieswithvitalstatisticsbasedonuniversaldeathregistration,theunderreportingof

COVID-19deathsinsurveillancecanbelaterverifiedbythevitalstatistics.Aswehaveseeninthe

previoussection,wecansafelyassumethatthelowCOVID-19mortalityinAsiain2020wasnot

duetounderreporting,atleastforeightcountrieswithvitalstatistics,whereeventhetotalnumber

ofdeathsdeclined.

However,whencomparingthecauseofdeathstatistics,thesurveillanceandregister-based

numberdonotnecessarilymatcheachother.Table1showsthenumberofCOVID-19deathsfrom

differentsourcesinJapan.In2020,thenumbersofCOVID-19deathsinsurveillanceandvital

statistics(underlyingcause)weresimilar.However,thenumberofdeathswhichhadmentionof

COVID-19inthedeathcertificate,showninTable1as"multiplecause",is5% morethan

municipalreportsurveillancedata.During2020,municipalitieswerenotifiedtoreportanydeath

withaCOVID-19diagnosis,evenifCOVID-19didnotcausethedeath.Thus,thesurveillancedata

shouldbethesamelevelasthenumberofdeathsofmultiplecauseofCOVID-19,buttheformer

issmallerthanthelatter.Theunderreportingofsurveillanceisintensifiedfor2021and2022.In

2021,thenumberofCOVID-19deathsinvitalstatisticswas16,784,14% morethanthe

surveillance(municipalreport).Thisproportionwas15%fortheperiodfromJanuarytoApril

2022.

Table1NumberofCOVID-19deathsindifferentsources(Japan)
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Year

Surveillance Vitalstatistics

Nationaldata
Municipalreport Underlyingcause Multiplecause

MHLW WHO

2020 2,846* 3,414 3,664 3,466 3,848

2021 14,926 14,979 14,724 16,784 -

2022(untilApril) 11,268 11,155 11,793 13,511 -

Total 29,040 29,548 30,181 33,761

*From2020/5/10

Source:"Surveillance-National-MHLW"(MinistryofHealth,LabourandWelfare)by"Visualizingthedata:
informationonCOVID-19infections",MinistryofHealth,LabourandWelfare,https://covid19.mhlw.go.jp/en/.
"Surveillance-National-WHO"byCOVID-19Dashboardhttps://covid19.who.int/."Surveillance-Municipalreport"by
"DataonCOVID-19",NationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch,https://www.ipss.go.jp/projects/j/
choju/covid19/;thedataisbasedondailynumberofdeathpublishedonlinebyprefectureandmunicipality."Vital
statistics-underlyingcause"byVitalStatistics,MinistryofHealth,LabourandWelfare,finaldatafor2020and2021,
https://www.e-stat.go.jp/en/stat-search/files?page=1&toukei=00450011&tstat=000001028897,monthlyapproximate
numberfor2022,https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450011&tstat=000001028897."Vital
statistics-multiplecause"byHayashietal.(2022)basedonthedeathregistrationmicrodataprovidedthroughthe
StatisticsAct.ThenumberisthesumoftheunderlyingcauseofCOVID-19(3,466)plusdeathsofotherunderlying
causewithmentionofCOVID-19inanypartofthedeathcertificate(382).Only2020dataisavailableatthetimeof
writingthisarticle.



6.BehaviouraldifferenceandPublicHealthandSocialMeasures(PHSM)

Thebehaviouraldifference,thedailylifebehaviourandhowpeoplefollowedorignoredthe

governmentalactivityrestrictionsforinfectioncontrolcouldmakethedifference.Forexamplein

Japan,thecustomarygreetingisdonebyabow,notbyshakinghands,huggingorkissing.Also,

itiscommontoremoveshoeswhenenteringahouse.Moreover,peopleeasilyorwillingly

acceptedwearingamaskwhenthegovernmentaskedtodoso.IncountrieswithhighCOVID-19

mortality,inAmericaandEurope,thedailygreetingsareinamannerwithclosercontactand

coveringthefacewithamaskisnotpreferred.However,itisnoteasytocomparethesefactors

quantitatively.

Nevertheless,thespeedandthelevelofimplementationofgovernmentalmeasurestostopthe

spreadofthevirusdiffers.ThesemeasuresarecategorizedandcompiledbyWHO and

collaboratorsasPublicHealthandSocialMeasures(PHSM).The38measuresin5categories,

includingmask-wearing,closureofschoolsorbusinesses,restrictionofgatherings,anddomestic

orinternationaltravel,aremeasured,andacompositeindexnamed"severityindex"iscalculated

(WHO2022).Theregionalseverityindexdoesnotshowasimilargeographicaldifferencein

COVID-19mortality.However,acloserandmoredetailedexaminationofPHSM isneededto

determineiftheyimpactedtheCOVID-19outcome.

VI.Beyond2020-thechangingtrend

TheCOVID-19pandemiclastedmorethanpeoplehadimaginedatthebeginning.In2022,

aftertheOmicronvariantwave,manycountriesstartedtoliftthebanonactivityrestriction,even

thoughthenumberofcasesanddeathsarestillatasignificantlevel.

ThemortalitydeficitobservedinAsiain2020didnotlastforthefollowingyears.InJapan

in2021,themortalityincreasewasobserved,butitwasmostlyinaccordancewiththeincreasein

olderpersons.The2021lifeexpectancywasshorterthan2020butslightlylongerthan2019

(MHLW 2022).Howeverin2022,clearexcessmortalitywasobservedduringthesixthwave

causedbytheOmicronvariant(Figure6).InMarch2022,138,199totaldeathswereregistered,

16.9%morethantheMarch2019deathsof118,182.Amongthedifferenceof20,017deaths,only

23%,4,630deaths,werecausedbyCOVID-19.

TheexcessmortalityinSouthKoreaduringthesameperiodwasmuchmoresignificant.The

numberofdeathsintheweekendingon19thMarch2022was10,475,86%morethanthesame

periodin2019,whichcounted4,853deaths(StatisticsKorea2022).Thismagnitudeofexcesswas

muchmorethanwhatUS,FranceorpossiblyothercountriesinEuropeandAmericaexperienced

in2020.

Sofar,populationageing,geneticfactors,immunesystemdifferenceorunderreportingdonot

explainthemortalitydeclineinAsiain2020sufficiently.Thelastbutessentialfactor,thelevelof
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publichealthandsocialmeasures,couldbethedeterminantofincreasedmortalityin2022inJapan

andSouthKorea.Thosemeasuresweresomewhatrelaxedduringtheperiodduetothelower

case-fatalityrateandforthesakeofanormaleconomy.Infact,eventhoughthecase-fatalityrate

oftheOmicronvariantwaslow,theexplosioninthenumberofcasescausedthehighestnumber

ofdeathssincethebeginningofthepandemic.AdetailedevaluationofPHSM isdeemed

necessary.

JapanorSouthKorea'sincreaseddeathsarepartlycausedbyCOVID-19butalsobyother

causes.Whenthedatabecomesavailable,furtherinvestigationshouldbemadetoexaminethe

natureofthemortalityincrease.Iftheexcessmortalityisattributedtothelimitedaccesstohealth

carebyexcessiveresourceallocationtoCOVID-19,thereisaneedtorestructurethehealthsystem

whichcoulddeliversufficientcareforbothCOVID-19andotherdiseases.
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新型コロナ感染症流行と2020年のアジアにおける死亡減少

林玲子

新型コロナ感染症は世界中の人々に影響を与えたが，その死亡率は国によって異なる．

地域別には南北アメリカおよびヨーロッパの死亡率は高く，アジアとアフリカの死亡率は

低い傾向にある．パンデミックは当初想定されたよりも長く続いており，死亡登録に基づ

く人口動態統計を公表している国では，少なくとも2020年の統計が利用できるようになっ

たことから，本稿では2020年の総死亡者数および死因別死亡数の変化を国際比較した．東

アジア，東南アジアにおける死亡登録に基づく人口動態統計を公表している国・地域のう

ち，2019年から2020年にかけて日本，モンゴル，台湾，ブルネイ，フィリピン，マレーシ

アでは死亡数が減少し，韓国，シンガポールでは年齢調整死亡数が減少した（Figure1）．

これらすべての国で肺炎，インフルエンザ，その他の呼吸器系疾患による死亡数が減少し，

多くの国で事故による死亡が減少，および自殺の増加があった（Figure2）．

世界の地域間の死亡率の違い（Figure3）は，人口高齢化，遺伝子，免疫システム，

登録もれ，感染対策とその受容など，様々な要因による可能性があるが，その差を決定的

に説明することは難しい．人口における高齢者の割合と新型コロナウイルス感染症による

死亡率には強い相関があるものの（Figure4），高齢者割合のみが決定しているとは考え

にくく，高齢者数に対する新型コロナウイルス感染症死亡者数の割合は，全人口に対する

割合と同様，アジア・アフリカで低く，アメリカ・ヨーロッパで高い（Figure5）．遺伝

子や免疫システムの違いは，特にアフリカの低い新型コロナウイルス感染症死亡率を説明

する要素になりうる．牛の結核菌を元に作られたBCGやマラリアの交差免疫がコロナの

重症化，死亡を押さえたのであれば，今後の疾病撲滅対策にも影響を及ぼすだろう．登録

漏れについては，人口動態統計が整備されていない国においては確認は難しいが，ラテン

アメリカで生じたような埋葬地の不足などはアフリカでは起こっておらず，アフリカの新

型コロナウイルス感染症死亡率がラテンアメリカのように高かったとは考えにくい．日本

においては感染症報告による新型コロナウイルス感染症死亡者数は人口動態統計と比べ，

2020年の段階で5％程度，2021年以降は15％ほどの報告漏れが生じている（Table1）．

2020年のアジアの死亡減少傾向は時間の経過とともに弱まっている．2022年3月のオミ

クロン波の流行時には，日本と韓国で大幅な超過死亡が発生した（Figure6）．超過死亡

の多くが新型コロナウイルス感染症によるものではなく，その増加の解明のために人口動

態統計の確定値の公表が待たれるところである．もしも新型コロナ感染症への過剰なリソー

ス割り当てにより通常の医療サービスへのアクセスが制限されていることが原因であるな

らば，医療システムを早急に再構成することが必要となる．

【キーワード】新型コロナ感染症，死亡，アジア
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特集Ⅰ：新型コロナウイルス（COVID-19）に関する研究

新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内人口移動

傾向変化の人口学的分析

―東京圏を中心として―

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

新型コロナウイルスの感染拡大は，テレワークやオンライン授業の普及，外出の自粛や

移動制限，学校・保育園の休校・休園，医療受診行動の変化などを通して，人々の生活に

多大な影響を及ぼしている．人口動態への影響も大きく，新型コロナウイルスによる死亡

数が累計で4万人に迫るとともに１），2020年には女性を中心として自殺が増加したことが

報告されている（石井 2022，HoritaandMoriguchi2022）．厚生労働省の令和3（2021）

年「簡易生命表」によれば，2021年の平均寿命は東日本大震災が発生した2011年以来，10

年ぶりに男女とも前年比で縮んだことも報道された．出生に対しても2020年4月に発令さ

れた緊急事態宣言によるショックで2021年1月の出生数が大幅に落ち込んだほか，コロナ
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総務省「住民基本台帳人口移動報告」等のデータによれば，新型コロナウイルスの感染拡大が顕

在化した2020年以降，国内人口移動傾向は大きく変化している．こうした傾向の変化に着目した研

究は多く存在するものの，長期的なデータに基づき人口学的に分析した研究は現時点までにみられ

ない．本稿では主に東京圏に着目し，1990年代半ば以降における都道府県別転入数と転出数の変化

を人口構造要因とモビリティ要因に分解し，新型コロナウイルスがもたらした国内人口移動への影

響について人口学的な観点から分析を行った．その結果，主に次の知見が得られた．第一に，2020

年以降は非大都市圏では総じて転出超過数の減少が観察されたが，その要因としては転入モビリティ

の上昇より転出モビリティの低下が大きく，とくに東北地方でその傾向が顕著であった．第二に，

東京圏では転入モビリティの低下が大きかったものの2021年の転入モビリティは2015年の水準を維

持しており，人口構造要因も転入数や転入超過数の減少に少なからぬ影響を及ぼしていた．こうし

た知見は，令和2（2020）年国勢調査を基準とした地域別将来人口推計における人口移動仮定の設

定にも有効に活用されると考えられる．

キーワード：新型コロナウイルス，国内人口移動，東京圏，人口構造要因，モビリティ要因

1）厚生労働省「新型コロナウイルス感染症について」

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html：2022年8月30日現在）



禍に伴う結婚の延期や不妊治療の中断により夫婦が最終的に持つ子ども数減少の可能性が

示唆されている（岩澤 2022）．また，いわゆる水際対策の強化に伴い国際人口移動は大幅

に減少し，総務省「人口推計」によれば，2018-2019年期（2018年10月～2019年9月）は

20.9万人の大幅な入国超過であったが，2020-2021年期（2020年10月～2021年9月）は3.5

万人の出国超過に転じた．全国的な人口変化の要因となる出生・死亡・国際人口移動のい

ずれに対しても，現時点でコロナ禍はマイナスに作用しているといえる．

さらに，本稿で分析対象とする国内人口移動の傾向も大きく変化した．総務省「住民基

本台帳人口移動報告」（以下，「住基移動」）によれば，2020年以降，東京圏の転入超過数

は大幅に減少しており，コロナ禍は図らずも東京圏一極集中に歯止めをかけた格好となっ

ているようにみえる．後述のように，現時点では人口移動傾向の変化は限定的とする見方

が大勢である一方で，テレワークに代表される新しい生活様式の普及とともに，地方移住

志向がいっそう高まるのではないかという期待も大きい（前田 2021，嵩 2022）．

コロナ禍によってもたらされる人口移動傾向の変化が，今後いつまで，またどのような

形で起こるかについては感染状況次第の面もあり，詳細に予測することはきわめて困難で

ある．しかし，移動数の変化から人口構造要因を除去することによってモビリティ要因を

抽出し，コロナ禍で発生した移動性向の変化を捉えることは可能である．本稿では「住基

移動」のデータから，まず直近の人口移動傾向の変化について触れた後，主に東京圏と非

東京圏との間の人口移動を対象とし，1990年代半ば以降今日に至るやや長期的な都道府県

別転入数および転出数の変化を人口構造要因とモビリティ要因に分解する．こうした分析

により，移動数の変化の人口学的要因が明確になるとともに，2020年国勢調査を基準とし

た地域別将来人口推計における人口移動仮定設定にも有用な知見が得られると期待される．

Ⅱ．新型コロナウイルス感染拡大と人口移動傾向の変化に関する研究

新型コロナウイルス感染拡大により国内人口移動傾向が変化するなかで，その特徴を分

析した研究が既に国内外を問わず散見される．本節では，それらのなかから主なものを取

り上げ，現時点までに得られている知見等を整理する．

国内においてコロナ禍と人口移動傾向の変化について分析した論文では，主に最も変化

の大きい東京圏または東京都（特別区部）に焦点を当てたものが大多数を占める（加藤

2021，大島 2021，木下 2021，藤波 2021，岡田 2022，小坪・中谷 2022，小池 2022）．

各研究においては「住基移動」データが主に参照される形で，コロナ禍におけるテレワー

クの普及をはじめとした働き方およびライフスタイルの変化等を通じて東京圏の転入超過

数が大幅に縮小し，東京圏一極集中の傾向に変化がみられたことなどが示されている．た

だし，東京圏からの転出の地域分布等をみると，「東京圏内の移動がほとんどを占めると

いうことから、他の大都市圏や地方圏に本格的に人口移動している状況ではない」（大島

2022），「（東京圏における）足元の転出超過は、地方への移住が増えたことによるものと

は言えません」（藤波 2021），「（特別区部からの転出者が増加した）転出先として東京大
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都市圏の郊外部ならびに都市圏外の都区部から100-200kmの範囲にある環状の地域群が

検出された」（小坪・中谷 2022），「東京圏外から特別区部への転入は大きく減少したもの

の、特別区部からの転出の増加分の多くは東京圏内で吸収される形となっている」（小池

2022）などの知見が得られており，東京圏からの転出数は増加したものの，転出先は概ね

東京圏内や東京圏に隣接した地域に限定されていることも明らかとなっている．非大都市

圏の側から人口移動傾向の変化について分析を行った能野（2021）においても，同様の指

摘がなされている．藤波（2021）が指摘するように，少なくとも現段階では，都心部から

の移住者の多くは首都圏の3県もしくは新幹線で都心にアクセス可能なエリアにとどまっ

ていると考えられ，移住者が大挙して地方を目指しているという状況にはなっていないと

いえよう．この点については，コロナ前と比較すればテレワークが急速に普及したものの，

全面的にテレワークを導入している企業等はまだ少数であり，一定の頻度で出社する必要

性は低下していないことから，都心へのアクセスの良さが保たれている地域の居住需要が

高まった結果とも捉えられる（木下 2021，米山 2021）．

また人口移動傾向の変化について，都道府県別や大都市圏・非大都市圏別などの地域横

断的な分析に重点を置いた論文もみられる（FieldingandIshikawa2021，石川 2021，

峯岸 2021，福田 2022）．このなかで，FieldingandIshikawa（2021）および石川（2021）

は，都道府県別の人口密度を横軸，転入超過率を縦軸とした散布図の回帰直線の傾きが

2019年から2020年にかけて大幅に低下したことを受け，コロナ禍を避ける形で人口分散の

顕著な動きがみられたと指摘している．その一方で，諸外国における国内人口移動との比

較から，日本では長年にわたり安定的な移動システムが形成されているため，人口の再分

布は困難であるとも述べている．また峯岸（2021）は，多くの既往研究と同様，現段階で

は地方圏における転入の増加は限定的としたうえで，地方移住が進展するためには完全テ

レワークやジョブ型雇用の普及等によって，地方に住みながら現状以上の労働成果があげ

られる就業環境整備の必要性を説いている．

海外においても，コロナ禍における国内人口移動傾向の変化をテーマとした研究論文等

は多くみられ，管見の限りでは，アメリカ（Stringer2021），インド（Wankhedeetal.

2021），インドネシア（Astiarani2020），オーストラリア（Bernardetal.2021），フィ

リピン（BrionesandDelMundo2021），ドイツ（Stawarzetal.2022），イタリア

（ValsecchiandDurante2020），スペイン（Gonz�alez-Leonardoetal.2022）における

研究等が確認できた．紙幅の都合上，それぞれの研究で得られた知見を個別に紹介するこ

とは割愛するが，日本のケースと同様，コロナ禍ではほぼすべての国において国内人口移

動は均衡化に向かい，相対的に感染割合の高いurbanareaにおける転入超過率が縮小し

た一方で，ruralareaにおける転出超過率も縮小したことが報告されている．しかしな

がら，新たに発生した都市中心部からの人口移動の多くは同じ都市圏の郊外部が到着地と

なっていることなどから，変化は一時的であり国内人口移動の状況を根本的に変えるもの

ではない（Gonz�alez-Leonardoetal.2022）など，日本と同様，必ずしも地方での居住

意欲が高まっているわけではないという見解も少なくない．
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以上のように，コロナ禍における国内人口移動傾向の変化に関する研究は，海外の事例

も含めて着実に積み重ねられてきている．しかしながら現時点では，下記2つの観点から

の分析は皆無か，もしくは非常に限定的となっている．ひとつは，長期間のデータに基づ

く分析である．既往研究の多くは速報性を重視した分析が行われているため，やむを得な

い面もあるが，大多数がコロナ前の2010年代半ばから2019年までとコロナ禍の2020年以降

との比較分析となっており，より長期間の人口移動傾向の変化のなかで，コロナ禍におけ

る変化の特徴について位置づけたものは非常に少ない．管見の限りでは，東京圏からの転

出先の分布等について1976年から2021年まで4時点で時系列比較を行った福田（2022）が

みられる程度である．もうひとつは，人口学的な観点に基づく分析である．移動数の変化

の要因は，各地域における人口変化に起因する人口構造要因とその他に起因するモビリティ

要因に大別されるが（小池 2017），人口構造要因は一般にその影響力が大きいにもかかわ

らず，ほとんど考慮されていないように思われる．一連の研究のなかでも，わずかに福田

（2022）が「国全体の高齢化が進んでおり、活発に移動する世代の人口構成比が低下して

いる以上、転出入含めた人口移動の絶対数が大きく増加することも想定されない」と指摘

しており，人口構造要因が移動数に及ぼす影響を示唆しているものの，定性的な言及にと

どまっている．そこで本稿では，1994～2021年における都道府県別人口および人口移動デー

タを活用し，この間における都道府県間および東京圏・非東京圏間の移動数の変化を人口

構造要因とモビリティ要因に分解する．なお，1994年を分析の起点としているのは，標準

化移動数を算出するのに必要な「住基人口」における各年の都道府県別男女年齢別（日本

人）人口が得られるようになるのが1994年であることによる２）．また，ここでは長期的な

分析を目的とする都合上，分析対象は日本人としている．本分析により，コロナ禍におけ

る地域別移動数の変化から人口構造要因を除去したモビリティ要因による変化を抽出する

ことが可能になるとともに，過去のモビリティ要因による変化との比較や，人口構造要因

の地域差の検証なども行えるようになる．

詳細な分析に入る前に，次節ではまず「住基移動」データをもとに，コロナ前とコロナ

禍における人口移動傾向の差異等について概観する．

Ⅲ．コロナ禍における人口移動傾向の変化

1． 全域的な変化

1954～2021年の三大都市圏における転入超過数の推移は，図1のとおりである．1960～

1970年代前半の高度経済成長期においては，東京圏・大阪圏・名古屋圏の各大都市圏で大

幅な転入超過が観測されたが，1980年代以降は東京圏のみで目立った転入超過がみられる

ようになっている．1980年代後半，2000年代後半のピーク時にはそれぞれ15～16万人程度
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2）「住基人口」では年齢5歳階級別人口が得られるが，「住基移動」の「参考表」の移動数の表章に合わせて10

歳階級別人口に組み替えている．また「住基人口」では，2013年までは3月末現在人口，2014年以降は1月1

日現在人口が表章されている．



の転入超過となったが，それぞれバブル崩壊とリーマン・ショック，東日本大震災により

転入超過数は減少した．2010年代前半以降は再び転入超過が拡大し，2019年には三たび15

万人弱の転入超過が観測されたものの，今度は新型コロナウイルスの感染拡大に伴って減

少し，2021年の転入超過数は8万人強となっている．

2019年と2021年の都道府県別転入超過率を表1に示した．本表の転入超過率は，「住基

移動」による各年の都道府県別転入超過数を分子，総務省「住民基本台帳に基づく人口、

人口動態及び世帯数調査」（以下，「住基人口」）による各年1月1日現在の都道府県別総

人口を分母として算出している．2019年から2021年にかけて転入超過率が低下したのは，

東京，愛知，滋賀，京都，大阪，香川，沖縄の7都府県のみであるが，東京都の低下が際

立っている．2015年国勢調査における都道府県別DID（人口集中地区）人口比率３）と転

入超過率との関係をプロットすると（図2），その傾きは2019年の0.910から2021年には

0.487に低下した．外国人を含む総数ベースでの表章が開始された2014年以降の傾きをみ

ても（表2），2021年が最低の値となっており，全体としてDID人口比率の高い大都市圏

への人口集中傾向が弱まったことは間違いない．
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図１ 三大都市圏の転入超過数の推移（1954～2021年）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

3）DIDは，DenselyInhabitedDistrictの略で，人口集中地区といわれる．具体的には，市区町村の区域内で

人口密度が4,000人/km2以上の基本単位区が互いに隣接し，あわせて人口5,000人以上となる地区を指す．
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表１ 都道府県別，転入超過率（2019年，2021年）
（％）

都道府県 2019年 2021年 差 都道府県 2019年 2021年 差

北海道 -0.10 -0.04 0.07 滋賀 0.08 0.07 -0.00

青森 -0.47 -0.34 0.13 京都 -0.11 -0.15 -0.05

岩手 -0.36 -0.25 0.12 大阪 0.09 0.06 -0.03

宮城 -0.09 -0.03 0.05 兵庫 -0.11 -0.10 0.01

秋田 -0.39 -0.30 0.09 奈良 -0.25 -0.10 0.15

山形 -0.38 -0.27 0.10 和歌山 -0.35 -0.21 0.14

福島 -0.36 -0.33 0.03 鳥取 -0.27 -0.19 0.08

茨城 -0.26 0.07 0.33 島根 -0.29 -0.17 0.12

栃木 -0.29 -0.03 0.26 岡山 -0.21 -0.17 0.04

群馬 -0.11 0.02 0.13 広島 -0.28 -0.25 0.03

埼玉 0.36 0.38 0.01 山口 -0.26 -0.23 0.04

千葉 0.15 0.26 0.11 徳島 -0.45 -0.24 0.21

東京 0.60 0.04 -0.56 香川 -0.17 -0.19 -0.02

神奈川 0.32 0.35 0.02 愛媛 -0.31 -0.21 0.10

新潟 -0.32 -0.26 0.06 高知 -0.34 -0.22 0.12

富山 -0.22 -0.18 0.04 福岡 0.06 0.11 0.06

石川 -0.23 -0.09 0.14 佐賀 -0.21 -0.16 0.05

福井 -0.42 -0.23 0.20 長崎 -0.54 -0.44 0.09

山梨 -0.35 0.08 0.44 熊本 -0.22 -0.04 0.18

長野 -0.20 -0.01 0.20 大分 -0.26 -0.17 0.09

岐阜 -0.33 -0.25 0.08 宮崎 -0.24 -0.14 0.09

静岡 -0.16 -0.11 0.06 鹿児島 -0.25 -0.10 0.15

愛知 -0.03 -0.04 -0.01 沖縄 0.05 -0.01 -0.06

三重 -0.35 -0.17 0.18

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」，「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

図２ 都道府県別，DID人口比率と転入超過率の関係（2019年，2021年）

資料：総務省「国勢調査」，「住民基本台帳人口移動報告」，「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」



他の40道県では転入超過率が上昇しているが，上昇幅が大きいのは，山梨県（+0.44％），

茨城県（+0.33％），栃木県（+0.26％），長野県（+0.20％）などであり，東京圏に隣接す

る県での上昇が目立っている．東京圏に隣接する6県における2014年以降の転入超過数を

みると（表3），2021年には茨城・群馬・山梨で転入超過に転じるなど，6県すべてにお

いて2014年以降では2021年の転入超過数が最高となっている．これらの主因として，テレ

ワーク等の普及に伴う郊外移住の活発化が考えられるが，定量的にどの程度寄与している

かについて分析することは，今後の課題である．

ところで，表1で注目すべき点は，東京圏のなかでも埼玉，千葉，神奈川（以下，周辺

3県）では転入超過率がわずかながら上昇していることである．以下では，東京圏内にお

ける変化について詳しく観察する．

2． 東京圏内における変化

2014年以降の東京圏における転入超過数の推移を，東京都（特別区部），東京都（市町

村部），埼玉，千葉，神奈川の5地域別にみたのが図3である．2019年までは，東京都

（特別区部）と千葉県の転入超過数は概ね横ばい，東京都（市町村部），埼玉，神奈川では

微増傾向で推移していた．2020年から東京圏全体では転入超過数が大幅に減少したが，

2019年と2021年を比較すると，東京都（市町村部），埼玉，神奈川では増加傾向を保って

いるほか，千葉でも増加傾向に変化しており，東京都（特別区部）のみで東京圏全体以上

の転入超過数の減少が観測される状況となっている．
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表２ 都道府県別，DID人口比率と転入超過率の回帰直線の傾き（2014～2021年）

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

0.681 0.763 0.743 0.762 0.831 0.910 0.663 0.487

表３ 東京圏に隣接する６県の転入超過数の推移（2014～2021年）
（人）

都道府県 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

茨城県 -6,670 -7,927 -5,977 -5,154 -7,744 -7,495 -2,744 2,029

栃木県 -2,000 -3,722 -5,259 -4,642 -5,674 -5,775 -1,862 -549

群馬県 -1,018 -515 -1,014 -1,716 -562 -2,208 -323 303

山梨県 -2,720 -2,786 -2,237 -3,231 -3,405 -2,933 -1,449 686

長野県 -3,703 -3,244 -2,949 -2,530 -3,076 -4,306 -1,823 -142

静岡県 -7,114 -6,389 -5,887 -4,000 -5,583 -6,129 -4,395 -3,978

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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図３ 東京圏の地域別転入超過数の推移（2014～2021年）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

図４ 特別区部と周辺３県における転入超過数の地域分布（2019～2021年）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」



東京都（特別区部）と周辺3県の2019～2021年における転入超過数の地域分布をみると

（図4），特別区部では周辺3県への転出超過が大幅に拡大したことが影響し，2021年には

転出超過に転じている．東京圏に隣接する北関東甲信静（茨城，栃木，群馬，山梨，長野，

静岡），大阪圏，名古屋圏，その他との間の転入超過も縮小しているが，2021年の段階で

は転入超過を保っている．一方，周辺3県では北関東甲信静，大阪圏，名古屋圏，その他

との間の転入超過はいずれも縮小したものの，特別区部との間の転入超過の拡大がそれら

を上回り，転入超過数は増加している．周辺3県を全体としてみれば，2014年以降の転入

超過数の増加傾向には変化がないが，その地域分布は2019年と2021年の間で大きく異なっ

ている．

特別区部と周辺3県の2019～2021年における年齢別転入超過数は，図5のとおりである．

特別区部ではとくに30歳代での減少が目立つ反面，周辺3県では30～40歳代での増加が大

きくなっている．一方で，10～14歳以下の変化は比較的小さく，65歳以上の高齢者ではほ

とんど変化がない．以上より，特別区部から周辺3県への移住者の中心は30～40歳代の人

たちであるとともに，家族類型としては単身世帯や夫婦のみ世帯など子どもを持たない世

帯の割合が比較的高いことが推察されるが，実態の詳細な解明も今後の課題のひとつであ

る．

Ⅳ．移動数変化の要因の人口学的分析

1． 要因分解の概要

本節では，1994年以降の地域間の転入数および転出数の変化について，小池（2017）で

示した間接標準化の手法を適用することにより，人口構造要因とモビリティ要因への分解

を行う．間接標準化に用いた標準となる男女年齢別転出率は，2017年の「住基移動」の
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図５ 特別区部と周辺３県における年齢別転入超過数（2019～2021年）

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」



「参考表（年齢（10歳階級），男女，転入・転出市区町村別結果）」による男女年齢10歳階

級別の地域間（日本人）移動数を分子，「住基人口」から得られる2017年1月1日現在の

都道府県別男女10歳階級別（日本人）人口を分母として算出した４）．

標準化転出数の算出方法は小池（2017）と同様であるが，本稿では標準化転入数の算出

方法に改良を加えた．小池（2017）では，標準化転入数を算出する地域（当該地域）を除

く地域をひとつの地域として，その地域から当該地域への（男女年齢別）転出率に基づい

て当該地域の標準化転入数を算出していたが，本稿では各地域から当該地域への個別の

（男女年齢別）転出率に基づいて算出することとした．たとえば，東京都を当該地域の例

とすると，北海道→東京都の転出率，青森県→東京都の転出率，・・・，鹿児島県→東京

都の転出率，沖縄県→東京都の転出率の計46地域間の転出率を個別に求めることによって，

東京都における標準化転入数を算出した．当然ながら，東京都への転出率は地域によって

異なるため，東京都以外をひとつの地域としてまとめて転出率を求めるよりも精緻な標準

化転入数が算出されることになる．これを数式で表すと，下記のとおりである．

SI・t・i・・
h・i

・
j,・

・P・t・h,j,・・e・2017・h・i,j,・・

ここで，SI・t・i：都道府県iにおけるt年の標準化転入数，P・t・h,j,・：都道府県hにおけ

る性j，年齢・～・+9歳人口，e・2017・h・i,j,・：2017年における性j，年齢・～・+9歳の都道府

県hから都道府県iへの転出率，である．

1994～2021年について，仮に2017年の都道府県間転出率と同じであったとした場合の転

入数と転出数（標準化転入数と標準化転出数）を算出し，それを実際の転入数と転出数と

比較することによって，2017年を基準（＝1）とした各年の人口構造比およびモビリティ

比が算出される．最終的には，人口構造比とモビリティ比について，分析の期首時点であ

る1994年を基準とした値に変換した．

2． 人口構造比・モビリティ比の変化（青森県を例として）

図6は，一例として青森県について1994年を基準とした人口構造比とモビリティ比の推

移を移動数（転入数および転出数）の比の推移と重ねて示したものである．ここで，「移

動数の比＝人口構造比×モビリティ比」となっていることに留意されたい．
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4）「住基移動」の「参考表（年齢（10歳階級），男女，転入・転出市区町村別結果）」は，2012年から得られる

ようになったが，2018年以降は日本人について男女年齢10歳階級別の都道府県間移動数が表章されていない．

また，2018年からは男女5歳階級別，移動後の住所地（都道府県）別の移動数が得られるようになったが，日

本人については転入超過数しか得られない．以上のことから，2017年の都道府県間転出率を標準率とした．



青森県の転出数は，1994年で33,403人，2021年で20,396人であるから，2021年の1994年

に対する転出数の比は，20,396／33,403＝0.611である．2021年の転出人口構造比は0.602，

転出モビリティ比は1.015であり，0.602×1.015＝0.611となる．この結果から，青森県で

は1994年から2021年にかけて転出数が40％ほど減少しているが，それはもっぱら人口構造

の変化によるもの（青森県における高齢化や人口減少によって引き起こされた転出数の減

少）であり，転出モビリティ（青森県から青森県外への転出意欲の強さ）にはほとんど変

化がみられない，と解釈することが可能である．一方転入数は，1994年で32,364人，2021

年で16,169人であるから，2021年の1994年に対する転入数の比は，16,169／32,364＝0.500

である．2021年の転入人口構造比は0.767，転入モビリティ比は0.651であり，0.767×0.651

＝0.500となる．つまり，青森県では1994年から2021年にかけて転出数が約半減している

が，人口構造の変化（青森県外における高齢化や人口減少）と転入モビリティ（青森県外

から青森県への転入意欲の強さ）の低下の双方が影響しており，やや後者の影響の方が強

かったと解釈できる．指標算出の基準としている1994年頃は東京圏の転入超過数が一時的

にマイナスに転じており，非大都市圏では総じて転入モビリティが高かった時期に相当す

ることに留意する必要があるが，本手法によって，青森県では2000年代に入ってからも転

出モビリティ比と転入モビリティ比の差が拡大傾向にあることなども把握できるようにな

る．

直近に着目すると，転出モビリティ比は2019年の1.083から2021年には1.015と大きく低

下したのに対して，転入モビリティ比は2019年の0.652から2021年には0.651と横ばいとなっ

ている．青森県の転出超過数は，2019年の6,044人から2021年には4,309人に縮小している

が，それはもっぱら転出モビリティの低下によってもたらされており，コロナ禍において

も転入モビリティは全く変化していないことを示している．
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図６ 青森県における人口構造比，モビリティ比，移動数比の推移（1994～2021年：1994年＝1）

※転入数比・転出数比は総務省「住民基本台帳人口移動報告」による．



3． コロナ前後におけるモビリティ比の比較

表4は，1994年を基準として，コロナ前の2019年において転入，転出の人口構造比およ

びモビリティ比の上位と下位の5都道府県を記したものである．転出人口構造比について

は，当然ながら人口減少率が高い地域ほど低い値となっている．上位に位置する東京都や

沖縄県では，1994年から2019年にかけて総人口は増加しているものの，移動率の高い若年

人口は減少しているため，転出人口構造比は1を下回っている．転入人口構造比について

は，当該都道府県との間で人口移動が活発な都道府県の人口構造の影響を強く受ける．1

位の山梨県は，人口が一貫して増加傾向にある東京圏との間の人口移動が高い割合を占め

ているためであり，47位の宮城県は人口減少傾向が顕著な東北各県との間の人口移動が卓

越していることによる．転入モビリティ比は，東京都，愛知県，大阪府と三大都市圏の中

心都市が含まれる都府県が軒並み上位を占める反面，大阪圏の郊外地域（和歌山県，奈良

県）や宮城県を除く東北各県で下位となっている．転出モビリティ比は，概ね非大都市圏

に属する県が上位を占める反面，大都市圏に属する都府県の多くが下位に位置している．

分析の起点となっている1994年はバブル崩壊後に相当し，上述のように東京圏の転入超過

数が一時的にマイナスとなった時期であることにも起因しているが，モビリティ比の地域

間較差は転入，転出とも非常に大きく，転入超過数の地域間較差にも大きく寄与している．

一方で，一般的には軽視されがちな人口構造比についても，とくに転出では相当な地域間

較差がみられることは注目すべきと思われる．

新型コロナウイルス感染拡大に伴う人口移動への影響をみるために，転入モビリティ比

と転出モビリティ比それぞれについて2019年と2021年との間の都道府県別変化を算出する

と（図7），まず転入モビリティ比の低下幅が最も大きいのは東京都（-0.100）であり，

以下，愛知県（-0.052），沖縄県（-0.049），大阪府（-0.023）と続く．三大都市圏の中心都

市が含まれる都府県において，軒並み転入モビリティは低下している．一方，非大都市圏

に属する道県では総じて転入モビリティ比の上昇傾向がみられ，上昇幅が最も大きいのは

―520―

表４ 2019年の人口構造比とモビリティ比（1994年＝1）が上位と下位の５都道府県

順位
人口構造比 モビリティ比

転入 転出 転入 転出

1 山梨 0.842 東京 0.950 沖縄 1.324 群馬 1.239

2 岐阜 0.838 沖縄 0.941 東京 1.319 沖縄 1.210

3 長野 0.838 滋賀 0.903 愛知 1.168 秋田 1.193

4 埼玉 0.836 愛知 0.874 大阪 1.068 三重 1.184

5 千葉 0.832 福岡 0.852 福岡 1.040 山梨 1.174

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

43 山形 0.780 岩手 0.681 秋田 0.686 広島 0.906

44 岩手 0.778 長崎 0.679 新潟 0.680 神奈川 0.871

45 愛知 0.778 高知 0.675 青森 0.652 千葉 0.849

46 東京 0.771 青森 0.632 奈良 0.633 大阪 0.834

47 宮城 0.759 秋田 0.606 和歌山 0.578 東京 0.746



山梨県（0.111）であり，以下，長野県（0.068），茨城県（0.062），福井県（0.056）と続

く．非大都市圏のなかでも東京圏に隣接する県での上昇が目立つ反面，東北の各県などで

は変化が小さくなっている．一方，転出モビリティ比が上昇しているのは東京都（0.077），

福井県（0.008），京都府（0.006）の3都県のみであり，東京都における上昇が際立って

いる．転出モビリティ比は非大都市圏に属する道県において総じて低下しており，低下幅

が最も大きいのは，鹿児島県（-0.097）であり，以下，三重県（-0.082），熊本県（-0.072），

岩手県（-0.072）と続く．とくに福島県を除く東北の各県では低下が大きく，先述の青森

県で示したように，もっぱら転出モビリティの低下が転出超過数の縮小に寄与していると

いう状況である．一方で，周辺3県をはじめとして，大都市圏に属する府県の大半におい

ても転出モビリティ比が低下していることは注目すべきといえよう．

4． 東京圏における分析

それでは，東京圏全体としてみた場合に人口構造比とモビリティ比はどのように推移し

てきたのであろうか．図8は，東京圏について1994年を基準とした転入数と転出数の人口

構造比とモビリティ比の推移を転入数と転出数の比の推移と重ねて示したものである．

1994年を基準としたコロナ前の2019年の転入数比は0.954であったが，これは転入人口構

造比（0.750）と転入モビリティ比（1.271）の積として表される．すなわち，非東京圏に

おける高齢化，人口減少は一貫して転入数を減少させる方向に作用したが，転入モビリティ

が大幅に上昇したため，2019年における東京圏の転入数は5％ほどの減少にとどまってい

ると解釈できる．一方，1994年を基準とした2019年の転出数比は0.654であったが，これ

は転出人口構造比（0.891）と転出モビリティ比（0.734）の積として表される．すなわち，

東京圏における高齢化と転出モビリティの低下の双方が転出数の減少に寄与しているが，

後者の影響の方がより強かったと解釈できる．
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図７ 都道府県別，モビリティ比の変化量（2019→2021年：1994年＝1）



2019年から2021年にかけてのモビリティ比の変化をみると，転入モビリティ比は1.271

から1.171へと大きく低下した一方で，転出モビリティ比は0.734から0.765と，上昇幅は比

較的小さくなっている．

図9は，対象期間を2012～2021年に限定し，人口構造比とモビリティ比について2012年

を基準とした値に変換して示したものである．転入に着目すると，2012年の転入数に対す

る2021年の転入数の比は0.978であり，2013年以降ではじめて2012年の転入数を下回った．

一方，2021年の転入モビリティ比（1.116）は，2015年の転入モビリティ比（1.114）とほ

ぼ同じ水準である．つまり，2021年の転入数は2012年を下回る水準まで減少したものの，

それは人口構造要因（非東京圏における高齢化，人口減少）によるところが大きく（2012

年の転入人口構造比を1とした場合，2021年の転入人口構造比は0.877まで低下），転入モ

ビリティは2012年よりも未だ10％以上高い水準を維持しているということになる．また，

2012年を基準とした2021年の転出モビリティ比は0.978であり，2019年からやや上昇した

ものの，2012年の水準には及ばない．図8からも明らかなとおり，東京圏と非東京圏との

間の人口構造の差に起因する形で転出人口構造比と転入人口構造比の差が長期的に拡大し

ており，この点は一貫して東京圏の転入超過数を縮小させる方向に作用してきている．換

言すれば，人口構造要因を除去すると，コロナ禍によってもたらされた東京圏における転

入超過数の縮小幅は，実数でみるよりは小さかったことになる．
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図８ 東京圏における人口構造比，モビリティ比，移動数比の推移（1994～2021年：1994年＝1）

※転入数比・転出数比は総務省「住民基本台帳人口移動報告」による．



Ⅴ．おわりに

本稿では主に「住基移動」データを活用し，新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内人

口移動傾向の変化を概観するとともに，1994年以降の都道府県別転入数および転出数の変

化を人口構造要因とモビリティ要因に分解し，東京圏における分析結果を中心にみてきた．

今回得られた知見は概ね次のようにまとめられる．

全域的にみれば，移動数の変化にはモビリティ要因による影響が大きいものの，人口構

造要因にも相当な地域差がみられ，とくに長期的な観点から移動数の変化を分析するには

人口構造要因は必要不可欠な視点であるといえる．コロナ禍においては，非大都市圏では

総じて転出超過数の縮小（転入超過数の拡大）が観察されたが，転入数と転出数について

モビリティの変化をみると，全域的に転出モビリティの低下が大きい一方で，転入モビリ

ティの上昇が大きいのは東京圏に隣接した北関東や甲信地域などに概ね限定され，大半の

地域では小幅な上昇にとどまっていた．とりわけ東北地方では転入モビリティはほとんど

変化しておらず，もっぱら転出モビリティの低下が転出超過数の縮小に寄与している状況

であった．東京圏では2019年以降，転入モビリティの低下と転出モビリティの上昇が観察

されたが，とくに転入モビリティの低下が大きかった．一方で，2021年の転入数は2012年

の水準を下回ったものの，転入モビリティは2015年と同程度であり，2012年と比較しても

10％以上高い水準を維持していた．この点は，比較的短期間でみても，人口構造要因が転

入数や転入超過数の減少に少なからぬ影響を及ぼしていたことを示すものでもある．以上

のような知見は，令和2（2020）年国勢調査を基準とした地域別将来人口推計における人

口移動仮定の設定にも有効に活用されると考えられる．
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図９ 東京圏における人口構造比，モビリティ比，移動数比の推移（2012～2021年：2012年＝1）

※転入数比・転出数比は総務省「住民基本台帳人口移動報告」による．



冒頭にも述べたように，今後の国内人口移動傾向について正確な見通しを立てることは

困難である．ただし，本稿での分析から明らかとなったように，東京圏では転出モビリティ

の上昇より転入モビリティの低下が転入超過数の減少に大きく寄与していること，東京圏

のなかでも周辺3県では転出モビリティが低下傾向となっていること，転入モビリティが

大幅に上昇しているのは概ね東京圏に隣接する県に限定されていることなどを踏まえれば，

現時点では，コロナ禍によってもたらされる東京圏のさらなる転入超過数の縮小の余地は

小さいと考えられる．人口構造要因が今後も長期的に東京圏の転入超過数を縮小させる方

向に作用することは確実である一方で，東京圏においては両親も含めて東京圏で出生した

人の割合が増加していることも考慮すれば（小池・清水 2020），東京圏からの転出モビリ

ティは将来的にも低下を続ける可能性が濃厚といえよう．

今後の課題としては，主に3点挙げられる．第一に，今回行った分析の精査である．紙

幅の都合もあり，本稿では東京圏を中心とした人口移動傾向の変化の分析を中心として記

述するにとどめ，都道府県別の長期的な分析結果とその解釈については触れられなかった

ため，これらについては別稿を期したいと考えている．第二に，市区町村単位での分析で

ある．たとえば，東京圏や東京圏に隣接する県において新幹線による都心へのアクセスの

良いエリアでの居住地選択が高まっている傾向がある（藤波 2021）とすれば，同一県内

でも都心からの時間距離等によって転入モビリティが大きく異なる可能性があり，この点

を的確に評価するには市区町村単位での分析が必要である．本稿における分析手法は基本

的に市区町村単位でも適用可能であり，とくに転入超過数の減少が著しい東京都特別区部

における区別の分析により転入・転出モビリティ変化の空間的なパターンが明らかになる

と期待される．第三に，モビリティ要因による移動数変化の詳細な分析である．社人研が

行う地域別将来人口推計においては，これまで原則として直近に観察された人口移動傾向

を一定として仮定値を設定してきたが，その妥当性には検討の余地がある．本稿での手法

を適用することによって得られるモビリティ要因による地域別の移動数の変化から，短期

的・突発的な変化を除去することによって，長期的なトレンドが抽出され，人口移動に関

してより蓋然性の高い将来投影が可能になるものと考えられる．これらのほか，現時点で

は利用可能な統計の問題で困難であるが，影響力が増してきた外国人の人口移動について

同様の分析を行うことも重要な課題である．

新型コロナウイルスの収束を見通すことが困難な現状では，国内人口移動に関しても不

透明な要素が非常に多い．現段階では短期的な傾向と考えられる場合でも，コロナ禍にお

ける生活スタイルや価値観の変化等に伴い長期的な傾向へと変貌していく可能性もある．

こうした変化を的確に捉えるためには，「住基移動」等の人口移動統計で表れるマクロ的

な傾向の分析に加え，各機関で行われている調査データも併せて精査し，背景となる変化

のミクロ的なメカニズムを解明することが不可欠といえよう．

（2022年9月29日査読終了）
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DemographicAnalysisofChangesinInternalMigrationTrendsAssociated
withtheCOVID-19Pandemic

KOIKEShiro

Accordingtodatafromthe"AnnualreportoninternalmigrationinJapanderivedfromtheba-

sicresidentregistration"bytheMinistryofInternalAffairsandCommunications,internalmigra-

tiontrendshavechangedsignificantlysince2020,followingtheCOVID-19outbreak.Whilemany

studieshavefocusedonthesechangingtrends,therehavebeennodemographicstudiesbasedon

long-termdata.Therefore,focusingontheTokyometropolitanarea,inthepresentstudy,the

changesinthenumberofprefecturalin-migrationandout-migrationsincethemid-1990swerede-

composedintopopulationstructurefactorandmobilityfactorandtheimpactoftheCOVID-19

pandemiconinternalmigrationwasanalyzedfromademographicperspective.Themainfindings

wereasfollows.First,whileageneraldecreaseinnetout-migrationwasobservedinnon-

metropolitanareasafter2020,thiswasduemoretoadeclineinout-migrationmobilitythananin-

creaseinin-migrationmobility,whichwasparticularlypronouncedintheTohokuregion.Second,

althoughtherewasasignificantdeclineinin-migrationmobilityintheTokyometropolitanareain

2021,itwasatthe2015level,suggestingthatpopulationstructurefactoralsohadaconsiderable

effectonthedeclineinthenumberofin-migrantsandonnetmigration.Thesefindingsareex-

pectedtobeusefulforsettingmigrationassumptionsforregionalpopulationprojectionsbasedon

the2020census.

Keywords:COVID-19,internalmigration,Tokyometropolitanarea,populationstructurefactor,

mobilityfactor
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特 集 Ⅱ

長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究（その２）

主観的健康感と傷病の関係からみた健康期間の分析：

2007，2013，2019年

別 府 志 海＊

Ⅰ．はじめに

日本の死亡率は戦後になって大きく低下し，1970年代後半から長寿国の一つとなってい

る．それに加えて，特に女性の平均寿命は世界の中で最長にもかかわらず，寿命改善のテ

ンポには鈍化の傾向がみられない．また国連の推計によれば，2020年の人口が100万人を

超える国の中で，日本の平均寿命は2015～20年の男性が81.28年であり長寿順位でみて第

3位，女性は87.47年で第2位である．さらに，2095～100年の男性は90.45年で第7位，

女性は96.63年で第2位（UnitedNations2019；国立社会保障・人口問題研究所 2022）

と推計されており，世界的にみても日本の死亡率水準は極めて低い水準が持続していくも

のとみられている．

こうした背景から現代の日本社会では，単に死亡率の低下によって長寿化を実現するだ

けでなく健康的に生活すること，換言すれば健康という「生存の質」（小泉 1985）が国民

の重大な関心事となってきている．健康水準に関する分野の日本における先行研究として，
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本稿は2007年，2013年および2019年を対象に，主観的健康感と傷病の観点から死亡率低下の背景

を探ることを目的として，厚生労働省『国民生活基礎調査』から健康寿命を求めて分析を行った．

施設等の割合を推定した結果，病院への入院および社会施設への入所のいずれも，高年齢になる

ほど高くなっていた．また年齢別通院割合は70歳代後半をピークとする単峰曲線を描いた．また平

均通院期間が平均余命に占める割合はやや大きくなっていた．

健康感別の期間は「あまりよくない」の割合が縮小傾向，「よい」「まあよい」の割合が拡大傾向

にあり，健康状態は改善されてきているといえるだろう．

傷病別の平均通院期間をみると，日常生活に対する特段の制限を伴わない傷病は健康感に与える

影響が限定的のようである．ただし日常生活への影響が大きな疾患を併発する可能性があり，これ

らの疾患を予防することができれば平均健康期間を延ばすことにもなるだろう．

キーワード：健康寿命，余命，健康感，傷病

*国立社会保障・人口問題研究所



小泉（1985）は厚生労働省の『患者調査』から受療率，同省『国民生活基礎調査』から有

病率を用いた「健康・生存数曲線」により分析を試みている．また齋藤（2001）は厚生労

働省『国民生活基礎調査』，『社会福祉施設等調査報告』等をもとに1990年代の健康生命表

を作成し，健康期間，施設等への入所期間，要介護期間等の分析を行っている．一方，山

口・梯（2001）は高齢者の生活と健康に関連した都道府県別データをもとに平均自立期間

等に影響を与える要因分析を行い，要介護ではない期間としての平均自立期間は要介護期

間との関連は弱く，むしろ平均余命と共通した性質が強いこと等を示している．また林

（2015）は，『国民生活基礎調査』から寝たきり率を推定した上で非寝たきり寿命および介

護不要寿命について分析し，平均寿命が延びても寝たきり期間はほぼ一定であること，年

齢別の寝たきり率は85歳未満では低下傾向にあることを示した．『国民生活基礎調査』に

おける施設の扱いについて林（2018）は調査区の後置番号から『国勢調査』をもとに検討

を行い，従来公表されている健康寿命の動向に対して施設人口の健康感が与える影響は限

定的であるとしている．

こうした研究ベースとは別に，健康政策の施行にあたっては政府も国民の健康状況の指

標化を試みており（例えば国民生活審議会調査部会編 1974），現行の健康政策である「二

十一世紀における第二次国民健康づくり運動（健康日本２１（第二次））」において「健康

寿命」が政策目標として扱われることとなった（厚生労働省 2012，2014，尾島 2015）．

また2019年には2040年までに健康寿命を男女ともに2016年水準から3年以上延伸させるこ

とを目指した「健康寿命延伸プラン」が策定されている（厚生労働省 2020）．

そこで本稿は，こうした傷病による相違を踏まえながら，傷病の種類と健康感を同時に

扱うことにより，近年の健康構造ならびに健康状態別の生存期間における傾向の把握し，

死亡率低下の背景を探ることを目的とする．高齢者がどのような健康状態で生存する期間

が延びるのかは，個人の生活の質（QOL）だけでなく介護・医療等の面からも国民的関

心事である．また，世界的に高齢化が進む中で，特に高齢化と長寿化が進んでいるわが国

について，高齢期における健康政策を考えて行く上で，エビデンスをもとにした研究を行

うことには大きな意義があると考える．分析手法には，健康状態別の人口割合から健康生

命表を作成することが可能なSullivan法を用い，健康状態別の平均生存期間を推定する．

この方法は健康生命表の作成方法として，国際的にも広く用いられている（Jaggeretal.

2007，WHO 2014など）．

なお，本研究では特に中高年における健康感と傷病の関係を明らかにするため，対象を

40歳以上に限定して分析を行うこととする．

Ⅱ．通院者の割合等の年齢パターン

データ分析に入る前に，健康についての定義とデータの検討を行いたい．ところで，何

をもって「健康」と定義するかは，実は難しい問題ある．WHOはその憲章の前文におい

て，健康とは「単に病気でなく，または弱っていないという状態ではなく，肉体的，精神
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的，そして社会的に，すべてが良好な状態」（WHO1948）と記している．憲章を制定し

た当時から現代の疾病構造などは大きく変化していることから，この定義を見直す議論は

幾度かあったものの変更には至っていない（臼田ら 2004，Huberら 2011など）．しかし

ながら，この定義を用いて国民全体の健康度を客観的に測定することは難しい．今日，計

測可能な健康の尺度として用いられるものとして，日常生活動作に基づくもの，主観的健

康感に基づくもの，疾病状態に基づくものなどが用いられている．

わが国についての健康余命の研究１）では，厚生労働省『国民生活基礎調査』２）の中の日

常生活動作（activitiesofdailyliving:ADL）に関するもの，あるいは自身の健康状態

についてどの様に思っているかといった健康状態に関する質問項目を用いて分析されてい

る（小泉 1985；齋藤 2001；橋本 2012）．厚生労働省が公表している健康寿命は，主指標

が同調査の「日常生活への制限」に基づいて，副指標が「主観的健康感」に基づいて，そ

れぞれ算出されている（橋本 2012）．

さらに同調査では，一部の傷病についてはその有無も調べている．『国民生活基礎調査』

は調査票へ世帯員が自ら記入して回答するため，これら健康感を示す諸指標ならびに傷病

名等には回答者の錯誤等も含まれうる．しかしながらこうした健康感やADLと傷病が同

時に調査されていること，複数の疾病の罹患状況が変わること，したがって指標間あるい

は傷病間の関係を分析可能なことといった利点も存在する．本研究では傷病の種類と主観

的健康感の関係を探る目的から，この両者について調査が行われている『国民生活基礎調

査』を基に分析を行うこととし，分析の年次は現在得られる最新年次である2019年，これ

とほぼ同一の傷病分類である中で最も古い2007年およびその中間年の2013年とする３）．

ところで，『国民生活基礎調査』は全国の世帯および世帯員を対象としているが，社会

福祉施設４）の入所者，長期入院者（住民登録を病院に移している者）等は調査対象から除

外されている．したがって，こうした施設へ入所・入院している人口はその全数が把握さ

れてはおらず，かつ，その人たちの健康状態等は不明である．また，調査票の設計上，医

療機関への入院と社会福祉施設への入所とを分離することが出来ない．

しかしながら，2000年から施行されている介護保険を契機として，施設へ入所する高齢

者の割合は増加傾向にあると考えられる．施設に在所か否かは健康構造が異なるだろう．

そこで本研究では，病院や社会施設の入所者数が得られる国勢調査のデータを用い，これ
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1）「健康状態別余命」の諸研究および計算方法に関しては齋藤（1999），別府（2021）が詳しい．

2）『国民生活基礎調査』は，全国の世帯及び世帯員を対象とし，層化無作為抽出した地区内のすべての世帯及

び世帯員を調査客体とした調査である．ただし，社会福祉施設の入所者，長期入院者（住民登録を病院に移し

ている者）等は調査対象から除外される．同調査にはいくつかの調査票があるが，そのうち傷病の有無や日常

生活への影響，主観的健康感などを調査する健康票は3年毎に実施される大調査時にのみ調査されている．

3）本稿で示す健康生命表の分析では，統計法第32条の規定に基づき厚生労働省『国民生活基礎調査』個票デー

タの二次利用により再集計を行っている（提供通知文書番号：令和3年5月24日付政統発0524第2号）．また

本研究では，被調査世帯から施設等へ入所・入院している人を集計から除外するとともに，別途『国勢調査』

から施設等の人口を推定することによって人口全体の推定し，施設等にいる人を含めた全人口を対象に

Sullivan法により同一の健康生命表上で分析が可能となるようにしている．ただし，施設等へ入所・入院し

ている人については健康観や傷病についての情報が得られないため，施設等にいる人口について健康観や傷病

等に関する分析は行わない．

4）社会福祉施設は，大別して老人福祉施設，障害者支援施設，保護施設，婦人保護施設，児童福祉施設，その

他の施設がある（厚生労働省 2017）．



を年次間で補間することによって病院への入院者，社会施設への入所者といった施設等に

入っている人を含めた健康生命表を作成し分析する５）．

はじめに，年齢別人口に占める施設・病院への入所・入院割合，および病院への通院割

合を図1および図2に示す６）．入院者の割合をみると，男女とも70歳付近までは1％程度

と低い水準に留まっているものの，70歳代後半から急激に水準が高くなっている．男女で

比較すると，70歳代前半までは男性の方が女性より高いものの，70歳代後半からは逆転し

て女性の方が高くなっている．社会施設入所者の割合も高年齢ほど高くなる傾向があり，

また入院割合と同様にこちらも70歳代後半からは女性の方が高くなっている．また，入院

者の割合および施設入所者の割合とも2007～2013年の間は変化があるものの，その後はあ

まり変化していない．

他方，通院者の割合は40歳から年齢が上がるにつれて上昇するが，70歳代後半から80歳

代前半にピークを迎えると，そこから高年齢ではむしろ通院割合は高年齢ほど低下してお

り，入院割合や社会施設入所者割合の年齢パターンとは異なる傾向を示している．その他

の施設の割合はいずれの年次も極めて低く，男性は40歳付近で0.3％前後，女性は0.1％未

満に留まっている．

次に，各割合を2007年，2013年，2019年で比較したい．はじめに入院割合を比べると，

70歳代前半までは年次による相違は小さいが，75歳頃から男女とも2007年より2013年，

2019年が低くなる．この傾向は女性の高年齢でより顕著である．

社会施設入所者の割合は，70歳代半ばでは全年次で低水準に留まっているが，70歳代後

半からは水準が上昇するとともに2007年と2013年，2019年の差も大きくなっている．近年

ほど高年齢が施設に入る傾向は強まったといえそうである．

通院割合は，年次間の差が70歳半ばまでは男性10ポイント以下，女性は5ポイント以下

と小さいが，80歳代前半以上になると差が開く．ただし男性は高年齢ほど年次間の差が大

きくなるのに対し，女性は90歳代に入ると年次間の差が拡大傾向から縮小傾向に転じてい

る．また，通院割合が最も高くなる年齢をみると，2007年は男性が78歳，女性が75歳であっ

たのが，2013年は男性が79歳，女性が76歳，2019年は男性が80歳，女性が78歳となり，男

女とも2007年から2019年の間に2～3歳上昇している．男女で比べると，2007年および

2013年では80歳付近まで女性の通院割合が男性のものを上回るが，それより高年齢では男

性の水準が上回る．これが2019年では，54歳以上で男性の水準が女性を上回っているが，

80歳付近までは男女の割合がほぼ同様の水準となっている．

以上の分析結果から，次のようにまとめられるだろう．第一に，施設等の割合を推定し

た結果，病院への入院および社会施設への入所のいずれも，全年次で高年齢になるほど高
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5）総務省『国勢調査』では，施設にいる人口が年齢各歳別で，また施設の種類別人口が年齢5歳階級別で公表

されている．そこで総人口に占める施設の種類別人口の割合を年齢別に求め，これを各歳に分解した上で，施

設全体および施設の種類別人口について年齢各歳別に国勢調査間を直線補間した．なお，５歳階級別割合を各

歳に分解する際に用いたH.S.Beersの補間係数についてはSiegelandSwanson（2004）を参照されたい．

6）ここで示した割合は，個票データの再集計を行った上で男女・年齢各歳データの偶然変動を平滑化したモデ

ルデータのものである．男女・年齢別の数値モデルは，年齢各歳の構成割合に対し多項式を用いたカーブ・フィッ

ティングによって近似化している．なお，『国民生活基礎調査』による観察値とモデル値との比較については

参考図に掲げている．



くなることが示された．第2に，年齢別通院割合について2007年，2013年，2019年の比較

から，70歳半ばまでは変化が小さいものの70歳代後半以上において通院割合が大きく上昇

していた．また通院者の割合は男女とも70歳代半ばまでは年齢とともに上昇するものの，

70歳代後半からは低下に転じていた．こうした通院割合の変化に関する結果は，患者調査

を用いた分析結果とも符合する（別府・髙橋 2015）．
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図１ モデル化された施設入所者および通院者の割合：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』，総務省統計局『国勢調査』をもとにモデル化した割合．



Ⅲ．平均通院期間の動向

1． 通院期間・通院なしの期間の動向

前章では通院者の割合の年齢パターンについて概観した．本稿では，こうした通院パター

ンから導き出される通院期間あるいは通院なしの期間について分析したい．これらの期間

を算出するためには健康生命表を作成する必要がある．健康生命表の作成方法にはいくつ
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（1）入院割合

（2）社会施設入所者割合

（3）通院者割合

図２ モデル化された入院，社会施設入所者，通院の各割合：2007，2013，2019年

いずれも図1による．



かの手法が存在するが，この研究では既存の生命表と健康状態に関する統計から比較的簡

便に作成が可能なSullivan法を用いて作成することとしたい．この方法は，別途作成さ

れた生命表と健康状態別人口割合から健康状態別の定常人口および余命を算出するもので

ある（Sullivan1971，齋藤 2001，別府 2021）．

前章で示した施設・病院への入所・入院割合，通院割合と各年の生命表を用い，前述の

Sullivan法により入院および通院別の平均受療期間を求めた結果を表1に示す．表1を

みると，男女とも，平均余命を始めとした諸指標は，通院なしの期間を除くいずれの年齢

においても伸長している．他方，通院なしの期間は男女とも40歳時点で2～3年ほど短く

なるなど短縮傾向にある．

さて，平均健康期間・平均受療期間は，これら期間の長さ自体も重要な意味を持つが，

他方で死亡率低下にともない疾病期間は伸長する（Krammer1980）とも短縮する

（Fries1980）とも言われ議論となっており，平均余命に占めるそれぞれの割合という視

点も重要である（齋藤 2001，JaggerandRobine2011）．そこで次に，ある年齢の平均

余命に対し，入院・通院の有無別に各期間がどの程度の割合なのかを観察したい（図3）．
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（年）

男女／

年齢

平均余命 施設・病院等に入所・入院中

うち病院等 うち社会施設等

2007年 2013年 2019年 2007年 2013年 2019年 2007年 2013年 2019年 2007年 2013年 2019年

【男性】

40 40.30 41.24 42.29 1.01 1.06 1.12 0.38 0.30 0.26 0.54 0.68 0.79

50 31.05 31.88 32.83 0.94 0.99 1.06 0.36 0.29 0.25 0.52 0.65 0.76

65 18.43 19.02 19.77 0.84 0.90 0.97 0.31 0.24 0.22 0.51 0.64 0.73

75 11.25 11.66 12.34 0.80 0.86 0.93 0.26 0.20 0.18 0.53 0.65 0.73

85 5.97 6.02 6.39 0.81 0.86 0.93 0.22 0.16 0.15 0.59 0.70 0.78

【女性】

40 46.69 47.24 48.08 2.23 2.32 2.43 0.63 0.43 0.39 1.59 1.89 2.04

50 37.14 37.66 38.46 2.22 2.31 2.42 0.62 0.42 0.38 1.59 1.88 2.03

65 23.45 23.88 24.59 2.22 2.31 2.42 0.59 0.39 0.36 1.62 1.92 2.06

75 15.00 15.31 15.93 2.24 2.34 2.45 0.56 0.36 0.33 1.68 1.98 2.11

85 8.00 8.09 8.48 2.13 2.25 2.38 0.48 0.29 0.28 1.65 1.96 2.10

男女／

年齢

入所・入院なし

通院なし 通院中

2007年 2013年 2019年 2007年 2013年 2019年 2007年 2013年 2019年

【男性】

40 39.29 40.18 41.17 20.12 19.59 18.30 19.18 20.59 22.87

50 30.11 30.89 31.77 13.03 12.53 11.47 17.08 18.36 20.30

65 17.59 18.13 18.80 5.21 5.17 4.49 12.38 12.95 14.31

75 10.45 10.80 11.41 2.54 2.47 2.17 7.90 8.34 9.24

85 5.16 5.16 5.46 1.35 1.03 0.93 3.82 4.13 4.53

【女性】

40 44.46 44.92 45.64 20.23 19.14 19.57 24.23 25.78 26.07

50 34.92 35.35 36.04 13.29 12.35 12.92 21.63 23.00 23.12

65 21.23 21.57 22.17 5.56 5.18 5.55 15.67 16.40 16.62

75 12.76 12.97 13.49 2.86 2.47 2.71 9.90 10.50 10.78

85 5.87 5.84 6.10 1.40 0.96 1.04 4.47 4.88 5.06

表１ 平均余命，施設・病院等への入所・入院，通院の有無別平均期間：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．

入院・入所者は，病院，診療所又は介護保険施設等に入院又は入所している者．

通院者は，世帯員（施設等にいる者を除く）のうち，病気やけがで病院や診療所等に通っている者．



入所・入院中の期間割合をみると，40歳代では男性が2～3％，女性が5％ほどに過ぎ

ないが，65歳以上になると大きくなり，85歳では男性が13～15％，女性が26～28％に及ん

でいる．また時系列で比較すると，近年になるほど平均余命に占める入所・入院中の平均

期間割合は大きくなる傾向にある．ただし，病院等へ入院している期間の割合は時系列で

小さくなっている．

次に通院の場合も，加齢とともに平均余命に占める平均通院期間の割合が大きくなる傾

向は共通して見られる．また時系列変化をみると，いずれの年齢も平均余命に対して平均

通院期間の占める割合が大きくなっており，特に男性の高年齢で顕著である．これとは逆

に，同期間に入院・通院ともになしの期間が占める割合はわずかに小さくなる．

以上から，男女とも，平均余命および平均通院期間はいずれの年齢においても延びてい

る一方で病院に入院している期間は若干短縮しており，通院しない期間は男女とも大きく

短縮していた．また平均余命に対する割合をみると，高年齢ほど通院期間の割合が大きく

なっているが，この傾向は特に男性で強いことが示された．

2． 傷病状態と主観的健康感からみた平均通院期間の動向

本分析で用いた「国民生活基礎調査」では，主観的健康観のほか通院者に対して傷病名

を尋ねている．そこで本節では主観的健康感別に観察を行いたい．健康生命表における通

院者の定常人口（L・）を「国民生活基礎調査」の傷病別割合を用いて分解することによ

り，健康生命表の中で分析することが可能である．なお，全体の傾向を概観するため，本

稿では『国民生活基礎調査』で調査されている5段階の健康感のうち「よい」と「まあよ

い」の計を「比較的よい」，「あまりよくない」と「よくない」の計を「比較的わるい」と

し，これに「ふつう」を加えた3段階で扱うこととする．

はじめに，作成された健康生命表から得られる定常人口（L・）を図4に，年次間の変

化を表2に示す７）．健康感は「ふつう」が最も多いものの，「比較的よい」もそれに準じ
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図３ 平均余命に占める入所・入院，通院の有無別期間の割合：2007，2013，2019年

表1による．

7）通院の有無と主観的健康観の組み合わせについては，『国民生活基礎調査』の再集計を行って入院等の有無・

健康観別割合を求め，その割合を基に健康生命表における入院等の有無別人口であるL・を振り分けている．



る大きさであり，「比較的わるい」はさほど多くない．これは，健康が悪化してくると施

設や病院へ入ったり，死亡したりしてしまうためと考えられる．2007年から2019年のL・

を比較すると，「比較的よい」は男女とも増加傾向である．また，「ふつう」は40～50歳代

において男女とも減少傾向がみられるが，60歳以上では増加している．特に85歳以上では

「比較的よい」よりも「ふつう」の増加幅が大きくなっている．一方で「比較的わるい」

は85歳未満で減少傾向となっている．85歳以上では女性の2007～13年以外で増加に転じて

いるものの，その増加幅は「比較的よい」の増加幅を下回っている．

以上から，生命表人口（L・）は2007年から2019年の間に死亡率が低下することで全体

としては増加している中で，特に健康状態が「比較的良い」とする人が増加していた．特

に80歳代前半までにおいては健康感が「比較的わるい」が減り「ふつう」および「比較的

よい」が増加することで健康感は改善していたといえる．他方で80歳代以上では特に女性
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図４ 健康生命表における主観的健康感別Lx（生命表人口）：2007，2013，2019年

比較的よいは「よい」と「まあよい」，比較的わるいは「あまりよくない」と「よくない」の合計．



で施設人口が増えるが，それ以外では健康感が「比較的わるい」ばかりが増加するという

ことはなかった．したがって，85歳未満では健康感が「比較的わるい」が減り「比較的よ

い」が増えて健康感が改善しており，85歳以上においては「比較的わるい」も増える中で

相対的に健康感のよい人たちが増え，全体の健康感が改善されてきているといえるだろう．

次に健康感別の平均期間を比較すると（図5），最も期間が長いのは全年次で40歳時，

85歳時とも健康感が「ふつう」の場合である．「まあよい」と「あまりよくない」は40歳

時では期間があまり変わらない．しかし85歳時になると「まあよい」はいずれも1年未満

であるが，「あまりよくない」は2年弱となる．健康感が「よい」は，40歳時では5～6

年あり「まあよい」より若干短い程度だが，85歳時では0.3年程度であり，健康感別では

最も短くなる．次に時系列で比較すると，2007年から2019年にかけて健康感が「よい」

「まあよい」「ふつう」の期間は女性の85歳時を除いて伸長しているのに対し，「あまりよ

くない」「よくない」の期間は短縮している．この間に健康状態は改善されてきていると

いえよう．この間に最も変動が大きかったのは40歳時では健康感「まあよい」で，男性が
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表２ 健康生命表における主観的健康観別Lxの増加数：2007-13年，2013-19年

厚生労働省『国民生活基礎調査』，総務省『国勢調査』を元に筆者が作成した健康生命表による．比較的よいは「よい」

と「まあよい」，比較的わるいは「あまりよくない」と「よくない」の合計．

年齢

男

2007－13年 2013－19年

施設・

病院等

比較的

わるい
ふつう

比較的

よい

施設・

病院等

比較的

わるい
ふつう

比較的

よい

40-59 -1,613 -9,604 -3,964 28,018 -894 -20,642 -23,832 57,937

60-84 950 -43,360 48,094 59,146 517 -25,110 51,040 31,227

85+ 5,272 1,243 12,204 6,235 7,170 8,045 20,632 9,355

年齢

女

2007－13年 2013－19年

施設・

病院等

比較的

わるい
ふつう

比較的

よい

施設・

病院等

比較的

わるい
ふつう

比較的

よい

40-59 -559 -13,677 -16,854 36,647 -167 -27,865 -40,181 72,723

60-84 -3,407 -80,044 47,505 66,980 -4,976 -65,037 44,710 55,001

85+ 13,751 -4,103 16,647 194 16,163 3,975 18,481 14,291

図５ 主観的健康感別にみた平均期間：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．平均

余命には施設等に入所・入院している期間を含む．



1.1年，女性が1.6年延びている．逆に変動が小さかったのは「よくない」で，40歳時で男

女とも0.5年未満の変化であった．

なお，図5では施設・病院等にいる人を除いているが，特に高年齢では施設・病院等へ

入っている人の健康感は良くないことが想定される（林 2018）．そこで仮の状態として

「施設・病院等に入っている人全員の健康感が最も悪かった場合」を試算すると，健康感

「よくない」の期間は施設等に入所・入院している人の分だけ増えることになる．施設等

の期間を「よくない」に含めた期間は，含めなかった場合と比較して40歳時・85歳時とも

男性は1年ほど，女性は2年強の延びとなる．健康感別にみると，40歳時点での施設等を

含めた「よくない」期間は男性が2年程度，女性が3年半程度であり，やはり男女とも健

康感「よくない」は5つの健康感の中で最も短い．ただし，施設等に入所・入院している

人が増える高年齢ではやや異なり，85歳では男女とも「よい」と「まあよい」を合わせた

期間が1年未満であるのに対し，施設等を含めた場合の「よくない」の期間は男性が3年

弱，女性が4.6年ほどとなり，特に高齢の女性ほど健康感が悪化する傾向となる．このこ

とから，全年齢について分析する際には施設等の健康状態が与える影響は限定的であると

いえよう．ただし，特に高年齢を分析する際は，「健康」に関して調査されていない施設・

病院等に入っている人の健康状態の扱いによって健康の評価や健康寿命の水準が多少影響

されることは注意したい．

さらに，健康状態の調査されていない施設等以外の人を対象に，平均通院期間および平

均通院なし期間のそれぞれについて通院の有無別主観的健康感別の割合をみよう（図6）．

まず通院期間の割合について，時系列で平均余命に占める割合を健康感別に比べると，健

康感が「よい」「まあよい」「ふつう」の割合は男女・いずれの年齢とも大きくなっている．

他方で「あまりよくない」「よくない」は男女とも低下している．特に「あまりよくない」

の割合が男女とも40歳時点で5～6ポイントと大きく低下しており，85歳でも4ポイント

程度小さくなっている．

通院なし期間の割合についてみると，「まあよい」は男女ともどちらの年齢でも割合が

大きくなっているのは通院期間の割合と同様であるが，「あまりよくない」」および「よく

ない」は男女とも全年齢で割合を減じているほか，「ふつう」も2013年以降は減少傾向が

みられる．

通院期間の割合と通院なし期間の割合を40歳時で比較すると，通院期間の割合は「あま

りよくない」の割合が20～30％ほど，「よくない」は5％前後あるのに対し，通院なし期

間の割合は「あまりよくない」の割合は10％以下，「よくない」は1％未満である．逆に

40歳時における通院なし期間の割合における「よい」の割合は20％をやや超えるが，通院

期間の割合の「よい」は10％に満たない．総じて通院なし期間の割合では健康感「よい」

の割合が高め，通院期間の割合では健康感「あまりよくない」が高く，「よくない」もや

や高い．年齢別では通院期間の割合と通院なし期間の割合のいずれも高年齢になるほど特

に「よい」の割合が低下する一方で，逆に「あまりよくない」と「よくない」の割合は上

昇し，「ふつう」の割合は通院期間の割合で低下傾向となっている．
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ところで，ここで算出した通院期間を疾病期間の近似値と考えた場合，死亡率の低下に

ともなって疾病期間がどう変化したのかをみることができる．分析期間において，平均通

院期間は健康感が「ふつう」以上において延びている（前掲図6）．このことから，2007

～2019年の期間では「疾病の圧縮」（Fries1980）が進んでいかなったと言えるだろう．

さて，健康感は単に通院の有無だけでなく，その傷病の種類によっても異なると考えら

れる（別府・髙橋 2015，2018）．そこで傷病別健康感の分析に入る前に，傷病別の平均通

院期間について概観したい．以下では国民生活基礎調査から得られる「最も気になる傷病」

を用いて分析を行う．

なお，前述のように国民生活基礎調査から得られる傷病の種類は年次によって若干異な

るが，2007年以降では2013年調査から慢性閉塞性肺疾患が追加された以外は同一の傷病と

なっている．そこで本稿では傷病のうち平均期間に占める割合の比較的大きな11の傷病を

取り上げ，これらについて分析を行おう．

傷病別平均通院期間をみると（表3），通院期間について最も長い期間を占めるのは高

血圧症であり，2007年から2019年までの間，男女とも通院期間の13～22％と大きな部分を

占めている．次に大きいのは男性が糖尿病であり，女性は腰痛症である．年齢別にみると，

糖尿病は高年齢ほど割合を減じるのに対し，高血圧症は年齢による変化が小さく，また腰

痛症は高年齢にかけて増加する傾向が見られる．
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図６ 平均通院期間・平均通院なし期間における主観的健康感別の割合：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．施設

等に入所・入院している期間を除く．



平均通院期間に占める割合が大きな傷病を男女で比べると，男性では糖尿病のほか，高

血圧症，脳卒中，狭心症・心筋梗塞といった循環器系の疾患であり，女性では糖尿病，脂

質異常症（高脂血症）のほか，特に認知症，腰痛症が特徴的である．こうした男女差は，

男性は血管の老化，女性は筋骨格系の老化から進むという老年医学で得られた知見と一致

する（鈴木 2012）．

さらに，傷病の種類による健康感を観察するため，健康感が「比較的わるい」場合（表

4）と「比較的よい」場合（表5）について比較したい．

先に主観的健康感が「比較的わるい」の平均通院期間に占める割合が大きい傷病は，高

血圧症，腰痛症，糖尿病，狭心症・心筋梗塞であり，この4つの傷病で男女とも2007年は
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表３ 平均通院期間および主な傷病別割合：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．

施設等に入所・入院している人を除く．

男女／

年齢

平均通院

期間

（年）

平均通院期間に占める割合（％）

最も気になる傷病

糖尿病

高脂血症

（高コレ

ステロー

ル血症等）

うつ病や

その他こ

ころの病

気

認知症 高血圧症

脳 卒 中

（脳出血，

脳梗塞等）

狭心症・

心筋梗塞

その他の

循環器系

の病気

腰痛症
腎臓の病

気

悪性新生

物（がん）
その他

（2007年）

【男性】

40 19.18 8.58 2.76 1.66 0.70 16.31 3.50 4.40 3.02 5.70 1.63 1.30 50.43
50 17.08 8.84 2.60 1.02 0.80 16.94 3.88 4.84 3.26 5.33 1.64 1.43 49.42
65 12.38 7.96 1.90 0.54 1.18 15.69 4.56 5.75 3.74 5.25 1.72 1.55 50.15
75 7.90 6.07 1.33 0.48 1.87 14.03 4.77 6.30 4.31 5.67 1.97 1.56 51.64
85 3.82 4.70 1.08 0.47 3.16 13.33 4.80 6.72 5.39 5.83 1.68 1.26 51.58
【女性】
40 24.23 4.79 3.90 1.83 1.20 15.36 1.73 2.30 1.98 6.84 0.96 1.38 57.72
50 21.63 5.16 4.22 1.35 1.36 16.55 1.92 2.56 2.15 6.79 0.97 1.26 55.72
65 15.67 5.15 3.55 1.01 1.92 16.73 2.35 3.23 2.57 7.32 1.01 0.95 54.21
75 9.90 4.54 2.40 0.86 3.01 16.91 2.84 3.87 3.08 7.77 1.02 0.80 52.89
85 4.47 3.50 1.36 0.67 5.25 16.84 3.45 4.58 3.75 6.18 1.13 0.75 52.54

（2013年）

【男性】
40 20.59 11.54 3.11 2.26 1.16 21.06 3.52 4.93 3.37 6.63 2.28 1.85 38.31
50 18.36 12.04 2.93 1.42 1.32 22.01 3.85 5.48 3.59 6.47 2.32 2.04 36.53
65 12.95 11.34 2.03 0.61 1.99 20.59 4.74 6.57 4.24 6.86 2.54 2.37 36.15
75 8.34 9.13 1.15 0.46 3.23 18.91 5.25 7.01 4.92 7.89 2.96 2.29 36.80
85 4.13 6.34 0.45 0.50 5.61 18.11 5.06 6.77 5.60 8.38 3.45 2.33 37.40
【女性】
40 25.78 6.26 5.18 2.62 1.95 18.78 1.83 2.54 2.44 8.29 1.19 2.01 46.92
50 23.00 6.74 5.66 1.93 2.21 20.37 2.00 2.83 2.64 8.51 1.22 1.91 43.99
65 16.40 6.98 4.75 1.22 3.18 21.43 2.48 3.72 3.10 9.61 1.27 1.48 40.79
75 10.50 6.27 2.57 0.97 5.05 21.46 2.86 4.52 3.60 10.56 1.28 1.10 39.77
85 4.88 5.36 1.13 0.74 8.94 20.94 3.50 5.93 4.66 8.73 1.47 0.79 37.81

（2019年）

【男性】
40 22.87 11.31 3.52 2.27 0.98 19.25 2.63 4.25 3.28 5.51 2.09 1.99 42.93
50 20.30 11.79 3.27 1.45 1.11 20.17 2.88 4.71 3.56 5.35 2.20 2.20 41.30
65 14.31 11.47 2.29 0.48 1.64 18.84 3.45 5.62 4.22 5.73 2.66 2.68 40.93
75 9.24 9.13 1.44 0.44 2.75 16.76 3.73 6.37 4.64 6.54 2.86 2.79 42.56
85 4.53 6.97 0.69 0.34 4.56 15.24 3.15 6.07 5.85 6.43 3.06 2.49 45.15
【女性】
40 26.07 5.86 5.25 2.78 1.72 16.25 1.29 1.86 2.28 6.99 1.13 2.23 52.37
50 23.12 6.31 5.72 1.92 1.95 17.73 1.42 2.08 2.46 7.20 1.19 2.19 49.84
65 16.62 6.74 4.91 1.16 2.79 19.07 1.70 2.68 2.96 7.97 1.23 1.76 47.03
75 10.78 5.86 3.04 0.93 4.35 18.77 1.95 3.35 3.50 9.27 1.29 1.34 46.36
85 5.06 4.58 1.78 0.80 7.32 19.12 2.10 4.03 4.48 8.78 1.60 0.99 44.43



26～30％，2013年は31～37％，2019年は27～33％を占めている．この割合は，40歳時では

男性が女性よりやや高いものの，85歳時では男女ほぼ同じか女性がやや高くなっている．

傷病別にみると，糖尿病が高年齢ほど割合を低下させるのに対し，高血圧症など循環器系

の疾患や悪性新生物は年齢による変化はあまりなく，認知症は高年齢になるほど割合が急

激に高まる．この傾向は女性で顕著にみられる．年次で比較すると，2007～2013年では認

知症，高血圧症，腰痛症のほか，男性では特に糖尿病，腎臓の病気，女性では狭心症・心

筋梗塞の割合が大きくなっている．2013～2019年では高血圧症や脳卒中をはじめとして全

体的に表で掲げた傷病の割合はいずれも縮小傾向である．
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表４ 健康感「比較的わるい」の主な傷病別平均通院期間：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．

※健康観：比較的悪いは，主観的健康観が「あまりよくない」と「よくない」の計．

施設等に入所・入院している人を除く．

男女／

年齢

平均通

院期間

（年）

平均通院期間に占める割合（％）

最も気になる傷病

健康観：

比較的わ

るい※

糖尿病

脂質異常

症（高コ

レステロー

ル血症等）

うつ病や

その他こ

ころの病

気

認知症 高血圧症

脳 卒 中

（脳出血，

脳梗塞等）

狭心症・

心筋梗塞

その他の

循環器系

の病気

腰痛症
腎臓の

病気

悪性新生

物（がん）
その他

（2007年）

【男性】
40 19.18 5.94 7.92 1.18 2.96 1.33 7.86 5.22 5.74 3.47 7.61 2.96 2.23 51.52
50 17.08 5.44 8.05 1.04 1.80 1.47 7.92 5.64 6.23 3.68 7.28 2.96 2.44 51.49
65 12.38 4.43 7.20 0.74 0.92 1.96 7.54 6.17 7.06 4.11 7.13 2.87 2.54 51.76
75 7.90 3.33 5.42 0.62 0.81 2.68 7.28 5.98 7.24 4.46 7.44 2.89 2.26 52.91
85 3.82 1.87 4.50 0.60 0.63 4.33 7.54 6.01 7.26 5.27 6.41 1.93 1.61 53.91

【女性】
40 24.23 8.25 5.01 1.63 3.14 2.03 8.73 2.79 2.98 2.52 9.23 1.53 1.82 58.60
50 21.63 7.52 5.36 1.71 2.27 2.25 9.30 3.04 3.26 2.70 9.23 1.58 1.76 57.54
65 15.67 6.00 5.34 1.45 1.61 2.90 9.66 3.46 3.80 3.14 9.80 1.53 1.36 55.95
75 9.90 4.36 4.69 1.22 1.31 4.06 9.89 3.84 4.18 3.46 9.99 1.43 1.03 54.91
85 4.47 2.17 3.22 0.51 0.95 6.66 10.82 4.81 4.53 4.42 7.35 1.69 0.96 54.08

（2013年）

【男性】
40 20.59 5.56 10.38 1.12 4.18 2.19 9.78 5.20 5.81 4.00 9.69 4.04 3.33 40.29
50 18.36 5.07 10.68 1.07 2.46 2.44 10.10 5.60 6.31 4.13 9.77 4.09 3.63 39.71
65 12.95 4.02 9.97 0.69 1.02 3.24 9.45 6.35 7.31 4.71 9.99 4.18 3.82 39.26
75 8.34 3.12 8.93 0.47 0.81 4.54 9.03 6.29 7.63 5.38 10.69 4.22 3.42 38.60
85 4.13 1.84 6.39 0.18 0.59 6.63 9.48 5.47 6.61 6.51 10.40 4.49 2.95 40.29

【女性】

40 25.78 7.59 6.01 1.69 4.94 3.09 9.82 2.69 3.62 3.24 12.02 1.86 2.84 48.19
50 23.00 6.85 6.36 1.83 3.62 3.46 10.54 2.94 3.98 3.47 12.49 1.91 2.75 46.65
65 16.40 5.44 6.35 1.54 2.15 4.48 11.28 3.30 4.81 3.87 13.50 1.87 2.21 44.64
75 10.50 4.08 5.68 1.08 1.55 6.05 12.19 3.54 5.41 4.21 13.76 1.79 1.53 43.22
85 4.88 2.15 4.92 0.58 1.11 9.51 13.26 3.87 7.12 5.49 10.66 1.73 0.96 40.78

（2019年）

【男性】
40 22.87 5.39 9.34 1.23 4.64 1.86 8.60 4.17 5.27 4.20 8.94 3.75 3.63 44.35
50 20.30 4.93 9.52 1.10 2.87 2.06 8.79 4.53 5.75 4.43 9.15 3.91 3.92 43.99
65 14.31 3.91 8.75 0.77 0.83 2.72 8.36 4.96 6.45 5.21 9.52 4.32 4.40 43.72
75 9.24 3.05 6.99 0.57 0.82 3.89 8.25 4.99 7.12 5.72 9.88 4.20 4.02 43.56
85 4.53 1.83 5.78 0.33 0.58 5.35 9.20 3.52 6.90 6.84 8.61 3.96 3.04 45.91

【女性】
40 26.07 6.80 5.34 1.67 5.43 2.65 8.25 1.88 2.65 2.98 10.79 1.83 3.21 53.33
50 23.12 6.09 5.65 1.76 3.62 2.99 8.96 2.05 2.90 3.24 11.42 1.96 3.20 52.24
65 16.62 4.80 5.81 1.46 2.22 3.90 9.68 2.32 3.50 3.69 12.52 2.05 2.66 50.18
75 10.78 3.73 5.32 0.91 1.56 5.05 9.92 2.19 3.94 4.09 13.15 2.05 2.10 49.71
85 5.06 2.07 3.86 0.54 1.22 7.27 11.82 1.99 5.13 4.94 11.32 2.28 1.38 48.27



次に主観的健康感が「比較的よい」についてみると，平均通院期間に占める割合が大き

い傷病は，高血圧症，糖尿病であり，この2つの傷病で2007～2019年の男女とも40歳時に

おいて男性は29～38％，女性は24～30％を占めている．特に高血圧症は，いずれの年次も

ほぼすべての年齢において20％を超える大きな割合を占めているのが特徴的である．傷病

別にみると，糖尿病や脂質異常症が高年齢ほど割合を低下させるのは「比較的わるい」と

同様であるが，脳卒中や狭心症・心筋梗塞は高年齢になるほど割合が急激に高まる傾向が

ある．年次で比較すると，2007～2013年では糖尿病，高血圧症のほか，特に女性では脂質

異常症，認知症の割合が拡大している．2013～2019年では高血圧症，腰痛症を中心に多く
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表５ 健康感「比較的よい」の主な傷病別平均通院期間：2007，2013，2019年

厚生労働省『国民生活基礎調査』より筆者作成．平均余命は国立社会保障・人口問題研究所『死亡データベース』による．

※健康観：比較的よいは，主観的健康観が「よい」と「まあよい」の計．

施設等に入所・入院している人を除く．

男女／

年齢

平均通

院期間

（年）

平 均 通 院 期 間 に 占 め る 割 合 （％ ）

最 も 気 に な る 傷 病

健康観：

比較的よ

い※

糖尿病

脂質異常

症（高コ

レステロー

ル血症等）

うつ病や

その他こ

ころの病

気

認知症 高血圧症

脳 卒 中

（脳出血，

脳梗塞等）

狭心症・

心筋梗塞

その他の

循環器系

の病気

腰痛症
腎臓の病

気

悪性新生

物（がん）
その他

（2007年）

【男性】
40 19.18 3.78 7.55 4.07 0.85 0.33 21.78 2.25 3.53 2.32 4.32 0.88 0.71 51.40
50 17.08 3.25 8.10 3.91 0.55 0.39 23.22 2.61 3.96 2.56 3.99 0.83 0.81 49.08
65 12.38 2.22 7.45 3.02 0.29 0.58 22.95 3.25 5.05 3.08 3.78 0.81 0.89 48.87
75 7.90 1.22 5.81 2.57 0.30 1.08 20.88 3.56 6.00 3.69 4.07 0.91 0.51 50.63
85 3.82 0.48 2.86 2.38 0.67 3.53 19.14 4.04 5.40 6.49 5.93 1.24 0.76 47.54

【女性】
40 24.23 4.10 3.74 5.95 0.80 0.81 20.14 1.03 1.73 1.19 4.81 0.52 1.09 58.18
50 21.63 3.54 4.11 6.70 0.56 0.95 22.32 1.20 2.02 1.31 4.74 0.44 0.87 54.78
65 15.67 2.38 4.54 6.11 0.42 1.41 22.80 1.60 2.70 1.57 5.34 0.43 0.53 52.56
75 9.90 1.34 4.16 4.81 0.39 2.23 24.91 2.24 3.23 1.93 5.65 0.36 0.36 49.74
85 4.47 0.51 3.47 5.25 0.09 4.43 25.30 2.53 3.29 1.08 4.97 0.32 0.19 49.08

（2013年）

【男性】
40 20.59 4.71 10.40 4.56 1.26 0.61 27.70 2.48 4.40 2.72 4.58 1.37 1.13 38.79
50 18.36 4.10 11.17 4.44 0.75 0.71 29.51 2.75 5.01 2.97 4.15 1.36 1.26 35.92
65 12.95 2.75 10.97 3.67 0.39 1.09 28.58 3.44 6.37 3.47 4.15 1.56 1.50 34.82
75 8.34 1.52 8.53 2.42 0.30 1.94 27.17 4.41 7.21 3.77 5.20 2.23 1.38 35.41
85 4.13 0.59 6.92 1.56 0.79 2.88 27.14 5.43 6.17 4.27 6.28 3.48 1.76 33.30

【女性】

40 25.78 5.18 5.43 8.07 1.39 0.95 24.42 1.21 1.64 1.75 5.62 0.66 1.48 47.37
50 23.00 4.49 6.04 9.12 1.02 1.11 27.17 1.35 1.88 1.89 5.75 0.64 1.29 42.75
65 16.40 3.00 6.49 8.61 0.48 1.70 29.81 1.77 2.60 2.29 6.34 0.69 0.98 38.23
75 10.50 1.60 6.38 4.56 0.33 3.32 30.35 1.93 3.41 2.98 8.29 0.61 0.68 37.16
85 4.88 0.60 6.29 2.02 0.08 6.79 29.55 1.70 4.63 3.90 8.10 1.10 1.05 34.78

（2019年）

【男性】
40 22.87 5.77 10.95 5.08 1.24 0.65 24.64 1.75 3.48 2.66 3.64 1.07 1.36 43.47
50 20.30 4.97 11.83 4.86 0.86 0.75 26.47 1.90 3.91 2.94 3.13 1.12 1.55 40.69
65 14.31 3.22 12.14 3.68 0.30 1.23 25.59 2.32 5.00 3.30 3.28 1.46 1.88 39.83
75 9.24 1.87 9.59 2.31 0.27 2.21 23.16 2.78 5.69 3.97 3.89 1.46 1.98 42.71
85 4.53 0.72 6.75 0.58 0.15 4.32 21.35 2.77 4.26 4.78 4.40 1.47 1.65 47.51

【女性】
40 26.07 5.90 5.17 7.93 1.48 1.10 20.78 1.07 1.24 1.73 4.64 0.63 1.77 52.46
50 23.12 5.08 5.72 8.83 1.05 1.29 23.33 1.17 1.45 1.90 4.49 0.63 1.69 48.44
65 16.62 3.35 6.71 8.11 0.62 2.01 26.24 1.43 2.00 2.33 4.66 0.66 1.21 44.02
75 10.78 1.90 6.11 5.13 0.40 3.64 27.24 1.92 2.63 2.78 6.01 0.65 0.86 42.63
85 5.06 0.71 4.59 3.45 0.20 7.19 28.19 1.97 3.06 3.66 6.26 1.47 0.42 39.54



の傷病で割合が縮小しており，また男性では脳卒中，狭心症・心筋梗塞もかなり減じてい

る．

さらに健康感について「比較的わるい」を「比較的よい」と比べると，糖尿病，脂質異

常症，高血圧症は「比較的よい」の割合が上回る傾向が強い．特に高血圧症は「比較的よ

い」が男女・いずれの年齢とも健康感別平均通院期間に占める割合が11～19ポイント大き

い．逆にうつ病等，脳卒中，狭心症・心筋梗塞，腰痛症では，健康感「比較的わるい」で

の割合が大きくなっている．

ここまで行った平均通院期間に関する分析をまとめると，以下のようになる．第1に，

時系列で見ると平均余命が伸びている中で通院しない期間は短縮化，逆に通院期間は伸長

していた．このことから「疾病の圧縮」は進んでいかなった可能性が示唆される．第2に，

健康感別の期間を求めると，「よい」から「ふつう」の期間は伸長傾向であった．仮の状

態として「施設・病院等に入っている人全員の健康感が最も悪かった場合」を試算したと

ころ，40歳時点では男女とも健康感「よくない」は5つの健康感の中で最も短く，人口全

体の健康に対する施設等入所者の影響は限定的であった．第3に，40歳時点における平均

通院期間の長い傷病を男女で比べると，男性では高血圧症，糖尿病，腰痛症，狭心症・心

筋梗塞であり，女性では高血圧症，腰痛症，糖尿病で，期間が長くなる傷病自体は男女と

もほぼ同じであった．ただし傷病別期間の割合は，男性では高血圧症，脳卒中，狭心症・

心筋梗塞といった循環器系の疾患が大きいのに対し，女性では認知症，腰痛症が大きいと

いう特徴があった．健康感が「比較的よい」と「比較的わるい」を比べると，特に高血圧

症は健康感の差は大きかった．高血圧症それ自体は日常生活にほとんど影響を与えないた

めに，高血圧症よりも重篤な傷病を有していない場合は健康感にほとんど影響を与えない

ためと考えられる．この一方で日常生活への制限をともないやすい脳卒中，うつ病等，狭

心症・心筋梗塞，腎臓の病気，腰痛症，悪性新生物などといった傷病は，健康感が悪いと

通院期間が長くなっていた．

以上から，特に高年齢での通院は主に循環器系の疾患，糖尿病，認知症，および筋骨格

系の傷病が多いと言える．循環器系の疾患や腎臓の病気は概して受療状態に留まる期間が

長期に及ぶものが多いことから，これらの疾患を予防・回避できるようになるか否かは，

平均受療期間を短縮させ，健康的に生活できる時間を増していく上で重要な鍵となるだろ

う（別府・髙橋 2014，2015，2018）．

Ⅳ．まとめと今後の課題

本稿は2007年，2013年および2019年を対象に，健康構造の視点から死亡率低下の背景を

探ることを目的として，傷病の種類と主観的健康感の両者について調査が行われている

『国民生活基礎調査』から健康寿命を求めて分析を行った．同調査の対象外である「施設

等の人口」については別途推定を行い，分析から分離することで日本全体の健康状態につ

いて扱えるよう試みた．その上で年齢別通院割合，傷病別の平均通院期間ならびに主観的
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健康感を考慮した傷病別平均通院期間を算出し，以下の点を明らかにした．

第1に施設・病院等に入所・入院している人の割合を推定した結果，病院への入院およ

び社会施設への入所のいずれも，高年齢になるほど高くなることが年次・男女に共通して

示された．今回作成した健康生命表から得られた施設・病院等に入所・入院している期間

は1～2年ほどと長くはないが，男性に比べ女性は2倍ほどと男女差がみられた．

第2に，年齢別通院割合は全年次とも70歳代後半をピークとする単峰曲線を描いた．ま

た平均通院期間は伸長傾向にあり，同期間が平均余命に占める割合は40歳時で男女とも50

％ほどからやや拡大傾向にある．他方で入院割合は男女とも2007年と2013年の間に主に80

歳以上で低下しているが，女性で低下傾向が強い．

第3に，男女とも，平均余命および平均通院期間はいずれの年齢においても伸長してい

るのに対して通院しない期間は男女とも逆に短縮していた．健康感別にみると「あまりよ

くない」が低下傾向にあるのに対し「よい」「まあよい」の割合は上昇傾向にあり，この

間に健康状態は改善されてきているといえるだろう．また，仮に主観的健康観が悪い人の

死亡率は高いとすれば，特に近年の高年齢における健康観が改善してきていることが日本

の死亡率低下・長寿化をもたらしている要因の一つとして考えられるだろう．

第4に，平均通院期間に占める割合を傷病別に分析した結果，通院では主に高血圧症，

糖尿病，狭心症・心筋梗塞，腰痛症が多かった．健康感「比較的よい」と「比較的わるい」

について比較すると，特に高血圧症は「比較的よい」において男女・いずれの年齢とも平

均余命に占める割合が高く，逆に脳卒中，うつ病等，狭心症・心筋梗塞，腎臓の病気，腰

痛症，悪性新生物などの傷病は，健康感が「比較的わるい」において割合が高かった．高

血圧症など日常生活に対する特段の制限を伴わない傷病は，健康感に与える影響が限定的

になっているものとみられる．しかしながら，高血圧症はこれを直接の死因とする死亡率

はあまり高くないものの，脳血管疾患や虚血性心疾患，腎臓の疾患等を日常生活への影響

が大きな疾患を併発する可能性があり，本稿からもこれら循環器系の疾患を持つと健康感

も大きく低下する傾向が示されている．したがって，これらの疾患を予防することができ

れば，単に生存期間を延ばすのみならず，平均健康期間を延ばすことにもなるだろう．近

年，特定健診・保健指導や重症化予防対策により，自覚されていない異常を早期に発見し，

生活習慣病の発症や重症化を予防しようと試みられてきた．平均通院期間に占める生活習

慣病関連が平均通院期間に占める割合にも停滞がみられた．本稿の分析ではこうした変化

が政策の効果か否か判断を出来ないが，その可能性は否定できない．

最後に，本研究に残されているいくつかの課題について言及したい．課題の第1は，社

会福祉施設の入所者，長期入院者についての推定方法である．本稿では試行的な分析とし

て，国勢調査から得られる施設等の人口を補間することにより推定しているが，この手法

には改善の余地があるだろう．課題の第2として，長期に観察した場合の健康感と傷病，

各平均期間の関係のより詳細な把握である．また，本稿では『国民生活基礎調査』におけ

る「主な傷病」を元に分析を行ったが，傷病と健康感の関係を深く探るためには「傷病の

有無」を用いた分析が必要とあろう．死亡率の低下によって傷病期間がどう変化している
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か，傷病期間と健康感がどのような関係なのかについてより詳細な分析を行うことが課題

として残されている．

（2022年10月4日査読終了）
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Analysisofhealthylifeexpectancyontherelationshipbetweensubjective
healthanddiseasesinJapan:2007,2013,and2019

BEPPU,Motomi

Thisstudyaimedtoanalyzethehealthylifeexpectancyin2007,2013,and2019,usingthe

"ComprehensiveSurveyofLivingConditions"bytheMinistryofHealth,LabourandWelfareto

explorethebackgroundofthemortalityratedecreasebasedonsubjectivehealthanddiseases.The

conclusionsarefollows.

First,theperiodofstayinafacility/hospitalfromthehealthylifetableisaslongas1・2years.

Theseperiodsofwomenareapproximatelytwiceofthoseinmen.

Second,thepercentageofoutpatientsbyageshowsasingle-peakcurvewithapeakinthelate

70sinall3years.Additionally,theaverageperiodofoutpatientisrising,andtheshareof

outpatientperiodtolifeexpectancyaged40yearsisincreasingslightlyfromapproximately50%

forbothmenandwomen.

Third,whilelifeexpectancyandaverageperiodofoutpatientincreasedatallagesforboth

menandwomen,theperiodwithoutgoingtothehospitalconverselyshortenedforbothmenand

women.Onhealth,"poor"insubjectivehealthisdeclining,and"verygood"and"good"arerising;

therefore,thehealthconditionhasimprovedduringthisperiod.

Fourth,basedontheratioanalysisoftheaverageoutpatientperiodbyinjuryandillness,

hypertension,diabetes,angina/myocardialinfarction,andlowerbackpainwerethemostcommon.

Theseinjuriesandillnessesthatdonothaveparticularrestrictionsondailylifeseemtolimitedly

affectsubjectivehealth.However,thesediseasesmaycauseotherdiseasesthatnegativelyaffect

dailylife.Lifeandhealthylifeexpectanciescanbeextendedifthesediseasesprevented.

keywords:healthylifeexpectancy,lifeexpectancy,subjectivehealth,diseases
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平均余命の差異の各種要因の探索

―順位区分尺度によるデータ変換と縮約に基づく方法の利用―

井 川 孝 之＊

Ⅰ．はじめに

1. 背景・目的

少子化・長寿高齢化が進行し，国立社会保障・人口問題研究所が作成している日本の将

来推計人口（平成29年推計）によれば，団塊の世代（1947～1949年生れ）が75歳以降の後

期高齢者となる2024年には，65歳以上人口が占める割合を表す高齢化率が29.8％となる見

通しである．高齢化率は，その後も上昇し，2040年には35.3％となり，65歳以上の老齢人

口は3,900万人程度で推移するが，高齢化率はさらに上昇し，38％を上回る水準になると

見込まれている．一方で，足元の出生数は2019年865,239人，2020年840,835人と100万人

を下回り，生産年齢人口は2021年1月1日時点で7,437万人（総務省統計局人口推計）と

なっているが，2040年には5,978万人まで減少することが見込まれている．このような状

況の下，社会経済が人口動態に及ぼす影響や人口構造について分析し，社会保障制度の設

計・運営やその他の各種政策立案，地域施策・経営等に応用して行くことが望まれる．

社会保障制度における給付やリスク負担については，全年層が社会経済に関しどのよう
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本稿では，都道府県別の男女別・年層別平均余命と各種政府統計・調査データを用い，カーネル

密度推定による累積確率密度に応じた順位区分尺度によるデータ変換を施した上で，主成分分析・

カーネル主成分分析，並びに，相関分析・重回帰分析を行うことにより，平均余命の差異の各種要

因を探索する．主成分・カーネル主成分の第1主成分は，各カテゴリーとも概ね同様となり，デー

タ変換が外れ値への対処となることに加え，線形の成分が抽出されることが確認できる．第2主成

分以降については，主成分とカーネル主成分に差違がみられる場合がある．重回帰分析では，第2

主成分以降を含むカーネル主成分を説明変数とした場合の適合度が良好となる場合が確認された．

これらの主成分・カーネル主成分，及び，重回帰分析を通じ，平均余命の差異の要因として，結婚・

離婚や世帯の状況，医療の充実等の関連がわかった．

キーワード：平均余命，社会経済要因，データ変換，カーネル主成分分析，地域相関分析

*明治大学大学院先端数理科学研究科兼任講師



な影響を受けているかを明らかにし，これを考慮すべきである．人口に関わる指標のうち

平均余命は，全年層に関わる指標の1つであり，長寿化・高齢化に関わる指標でもあるこ

とから，本稿では，平均余命を分析の対象として取り上げる．平均余命には地域差がみら

れることから，都道府県別の社会経済・自然環境に関する各種データを基に，データ変換

と主成分・カーネル主成分を利用し，平均余命の差異を生じさせる社会経済や自然環境等

の各種要因を探索する．なお，2020年に始まった新型コロナウイルス感染拡大による死亡

率への影響が考えられるため，十分データが蓄積されていない状況にも鑑み，2020年1月

より前のデータに基づき分析する．

2. 先行研究

日本の死亡率の差異の社会経済要因は，都道府県別の生命表や年齢調整死亡率を用いた

地域間差異の分析や小規模な疫学的調査等を通じて行われてきた．堀内（2010）は，日本

人の死亡リスクの社会経済的差異の研究は，大きな標本サイズと長期にわたる全国的に抽

出された個人レベルのパネル調査データが望ましいとしつつ，米国や西欧諸国と比較し，

このようなデータがかなり不足している状況を述べている．実際，日本の死亡率の地域差

と個人差の双方を対象とした研究は多くない．

都道府県別の平均余命や健康寿命といくつかの指標については，相関分析や重回帰分析，

主成分分析により要因を探索する実証研究が行われている（坂井 1986，鈴木 2003，北島・

太田 2004，高・梯 2006，豊田 2011）．これらの研究では，社会経済要因のみならず，栄

養や生活習慣，気候等が取り上げられているが，いずれも，焦点をあてた要因について分

析したものとなっている．また，年齢別・死因別の寄与により，都道府県の地域差を分析

した研究がある（仲都留・大西 2008，竹内・關 2013）．山本他（2009）は，都道府県別

の新国民生活指標により，男女別の平均寿命の地域格差を生じさせる要因を，単相関分析

と重回帰分析を用いて探索している．石井（2015）は，日本版死亡データベース（Japan

MortalityDatabase，以下，JMD）の人口分析への応用を示した中で，都道府県別の死

因別死亡確率の推移を調べ，階層的クラスター分析を実施している．井川（2017）は，構

造方程式モデリングやlasso回帰の手法を用いて，都道府県別の平均余命の差異の要因を

探索しモデリングしている．

田辺・鈴木（2015）は，先行研究が取り扱っている社会経済等の要因の説明変数が少数

で限定的であり，決定係数が低く，統計的に有意な結果が得られていないこと，及び，平

均寿命と各要因の非線形の関係性にも留意し，サポートベクターマシーン（SVM）を用

いた非線形回帰の手法を用いて，都道府県別の平均寿命及び健康寿命の差異の要因につい

て分析している．田辺・鈴木（2020）では，SVMによる回帰の感度分析による変数選択

の有効性の検証手法を提案し，都道府県別全死因死亡率の影響要因について分析している．

都道府県の数より多い説明変数を基に分析しており，モデルパラメータの推定は交差検証

法（クロスバリデーション）を用いたグリッドサーチにより実施している．SVMは，機

械学習の手法の1つであり，非線形関係も取り扱える長所があるが，過剰適合の課題もあ
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ることが指摘されている．

海外の平均余命の差異に関する社会経済要因については，1990年代に入り，Wilkinson

（1992）が各国における国内所得分布と平均寿命との相関関係を示している．Kennedyet

al.（1996）は，米国の州別所得分布と年齢調整死亡率との相関関係を示した．これらは，

所得再分配等の政策立案やその後の研究に影響を及ぼし，我が国についても様々な長寿・

健康の要因分析が行われている．

平均余命に関連し，健康状態の社会経済要因について研究したものがある．近藤

（2005）は，社会経済状態から健康状態（健康・疾患・死亡）に至るまでに介在する因子

を掲げ，それぞれの因果関係（プロセス）が実証されつつあるとしている．年齢・性別・

遺伝子等の個人固有の因子の他，生活習慣（ライフスタイル）については，喫煙・飲酒・

運動・食生活・体重等に関わるもの，人間関係については，婚姻状態・社会参加・社会ネッ

トワーク・社会サポート等を個人の社会経済的因子として挙げている．これに地球環境や

職場・コミュニティ等を環境としての社会の因子として加え，3つの階層が健康に影響を

及ぼす因子としている．この他，健康の地域差に関し，社会経済，自然環境，文化等の要

因を取り上げている研究として，山口・梯（2001），Shibuyaetal.（2002），Fukudaet

al.（2005），川上他（2006），京都大学（2007），福田・今井（2007），Kagamimorietal.

（2009），七田（2010），杉澤（2012），橋本（2012），長野県健康長寿プロジェクト・研究

事業 研究チーム（2015）等がある．

上述の先行研究のうち都道府県別の地域差を調べたものについては，地域差と個人差の

双方を取り扱ったパネルデータ等を利用した研究を除き，機械学習の手法を用いた田辺・

鈴木（2015），田辺・鈴木（2020）以外は，関心のある比較的少数の項目（少なくとも都

道府県の数よりは少ない）を対象としており，他の可能性のある項目までは考慮されてい

ない．また，都道府県別の各種データには，外れ値の可能性があるものが含まれるが，こ

れについての議論は特になされていないか，あるいは，十分に議論されていない．機械学

習の手法については，前述の通り，非線形関係も取り扱える長所があるが，過剰適合の課

題もあることが指摘されている．

本稿では，このような先行研究の課題を踏まえ，都道府県の数より多いより広範な都道

府県別の各種データを用い，外れ値や過剰適合に対処しながら線形関係と非線形関係の特

徴をデータ変換と主成分・カーネル主成分，並びに，これらの主成分による重回帰分析に

より把握し，その結果を通じて平均余命の差異の各種要因を探索する．

Ⅱ．使用するデータ

地域別の平均余命の差異の要因を探索するため，以下の通り，平均余命のデータと各種

要因に関わる政府統計等のデータを使用する．
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1. 平均余命のデータ

都道府県別の平均余命の差異の社会経済要因を探索するため，国立社会保障・人口問題

研究所が策定している前述の JMDを用いる．JMDは，国際的な死亡データベース

HumanMortalityDatabase（HMD）の方法論を基礎としているが，都道府県別の死亡

データも提供しており，地域別死亡状況の分析も可能となっている特色がある．

厚生労働省は，5年毎に実施される国勢調査に基づき，都道府県別生命表及び市区町村

別生命表を作成している．2022年8月28日時点で公表されている最新の都道府県別生命表

は，2015年の国勢調査に基づき作成されたものであるが，上述のJMDより時点がやや旧

くなっている．また，都道府県別生命表は，1965年より継続して作成されているが，5年

毎となっている．このようなことを踏まえ，JMDの都道府県別データを使用している．

分析に用いたJMDの平均余命は，都道府県別の生命表のうち，5歳×5年（センサス

中心）の区分名2018-2019年の男女別の5歳階級別の年齢の平均余命である．区分名2018-

2019年は当該データが提供された時点の名称で，2015年国勢調査による人口と2015年以降

の死亡数・出生数に基づき，JMDの方法により算出されたものである．

2. 各種要因に関わる統計データ

平均余命の差異の各種要因を探索するため，各都道府県について継続してデータを提供

している政府統計・調査を使用する．具体的には，先行研究で用いられている政府統計・

データも踏まえながら，より多くのデータを取り扱えるよう，表1に掲げる統計・調査を

利用する．なお，データの基準日は，平均余命より前の直近の基準日時点としている．
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表１ 分析に使用する政府統計・調査名

番号 統計・調査名 年 概要

1 社会経済統計指標 2020

2021

公表

地域別統計データベース*に含まれる以下の各政府統

計・調査

・国勢調査（総務省統計局）

・人口推計（総務省統計局）

・人口動態調査（厚生労働省）

・県民経済計算（内閣府）

・市町村税課税状況等の調（総務省）

・小売物価統計調査（総務省統計局）

・就業構造基本調査（総務省統計局）

・賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

・家計調査（総務省統計局）

・貸出・預金動向（日本銀行）

・全国消費実態調査（総務省統計局）

・学校基本調査（文部科学省）

・地方教育費調査（文部科学省）

・社会福祉施設等調査（厚生労働省）

・内閣府子ども・子育て本部（内閣府）



Ⅲ．方法

前述の通り，既存の統計手法を用いた先行研究では，関心のある比較的少数のデータを

用いた重回帰分析が行われてきたが，必ずしも決定係数は高くない．また，外れ値につい

ては特に議論されていないか，あるいは，十分に議論されていない．田辺・鈴木（2015），

田辺・鈴木（2020）は，都道府県の数を上回る変数を用い，機械学習の手法であるSVM

による非線形回帰により要因を探索しているが，都道府県の数は多くなく，抽出された変

数は平均余命に過剰適合してしまう可能性がある．

本稿では，都道府県の数を上回る多数種類のデータを前提とし，外れ値や過剰適合に対

処するため，以下で述べる通り，データ変換を施した上で主成分を算出して相関分析と重

回帰分析を実施し，平均余命の差異の要因を探索する方法を利用する．

1. データの性格とアプローチ

要因探索のため用いている政府統計・調査は，毎年又は数年に1度の頻度で実施されて
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番号 統計・調査名 年 概要

・全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省国土地

理院）

・住宅・土地統計調査（総務省統計局）

・下水道施設等実態調査（公益社団法人日本水道協会）

・火災年報（総務省消防庁）

・消防白書（総務省消防庁）

・交通統計（警察庁）

・犯罪統計（警察庁）

・公害苦情調査（公害等調整委員会）

・病院報告（厚生労働省）

・医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

・衛生行政報告例（厚生労働省）

・被保護者調査（厚生労働省）

・国民医療費（厚生労働省）

・後期高齢者医療事業年報（厚生労働省）

・過去の気象データ（気象庁）

2 国民生活基礎調査 2016 通院率，有訴率，健診受診，心の悩み，飲酒，喫煙，

睡眠

3 国民健康栄養調査 2016 野菜摂取量，食塩摂取量，歩数

4 特定健診調査 2015 メタボリックシンドローム該当者割合，メタボリック

シンドローム予備群者割合

5 社会生活基本調査 2016 ボランティア参加率，趣味娯楽行動割合

6 社会福祉振興試験センター 2015 社会福祉士，介護福祉士

7 全国家計構造調査 2014 ジニ係数（地域別年間収入・総世帯）

*https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview/



おり，データの項目数等も，所謂ビッグデータと呼ばれるものよりははるかに少ない．都

道府県の数は多くないことから，外れ値として取り扱うことが適当なデータが含まれる可

能性があり，また，上述の非線形回帰における過剰適合が生ずる可能性もある．

このような性格を持つデータから，都道府県間の平均余命の差異の要因を探索するため，

本稿では，平均余命の差異に関わる社会経済等の特徴を表すシグナルを抽出するアプロー

チを考える．具体的には，使用するデータを各カテゴリー分野に分類し，外れ値や過剰適

合に対処するため，後述の順位区分尺度によるデータ変換を施し，その上で，主成分及び

カーネル主成分を算出し，これらの主成分と平均余命との相関分析と重回帰分析を実施す

ることにより，都道府県間の平均余命の差異の要因を探索する方法である．当該方法の有

効性については，後述の重回帰分析の適合度等の結果により確認する．

2. データ選定とカテゴリー分類

利用可能な政府統計・調査のうち，先行研究で取り上げられているものを始め，関係性

の可能性のあるデータを表1に掲載されるものから選択する１）．選択したデータは，表2

に掲載した本稿で用いるカテゴリー分野に分類する（表3参照）．当該カテゴリー分野は，

多くのデータを参照している社会経済統計指標の分類や先行研究等の分類を踏まえ，関連

性の可能性が考えられる8分野を設定している．カテゴリー分野の数は，重回帰分析を実

施することにも鑑み，都道府県の数を踏まえながら8としている．
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表２ カテゴリー分野

番号 統計・指標又は文献 分野数 カテゴリー分野

1 社会経済統計指標 13 人口世帯，自然環境，経済基盤，行政基盤，教育，労働，文

化スポーツ，居住，健康医療，福祉社会保障，安全，家計，

生活時間

2 田辺・鈴木（2020） 3 生活習慣，医療・福祉，社会・経済

3 Fukudaetal.（2004） 8 経済，教育，生活環境，植生・都市空間，交通，予防活動，

医療，人口統計

4 新国民生活指標

（PLI,1992-99）

8 住む，費やす，働く，育てる，癒す，遊ぶ，学ぶ，交わる

5 本稿 8 経済，雇用・労働，家計，教育・世帯，都市・人口，医療・

福祉，健康・生活，自然環境

1）健康・生活に関わるデータとして，健康寿命に関わる各種期間があるが，健康の捉え方や算出方法に複数の

定義があり，また，平均余命の基礎となっている生命表自体と関連性が深いため，本稿では，対象外と整理し

ている．実際には，健康状態と平均余命は，何らかの関連性があるものと考えられる．
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表３ 各カテゴリー分野とデータ項目

番号 カテゴリー分野 年 データ項目

1 平均余命 2018-

2019

日本版死亡データベース 都道府県別

5歳×5年（センサス中心）2018-2019・男女別

0歳・20-24歳・40-44歳・60-64歳・80-84歳

2 経済 2015

2015

2015

2015

2015

1人当たり県民所得

消費者物価指数対前年変化率（総合）

課税対象所得（納税義務者1人当たり）

財政力指数（都道府県財政）

実質収支比率（都道府県財政）

3 雇用・労働 2015

2015

2015

2015

2015

2015

完全失業率

高齢者就業割合（65歳以上）

労働力人口比率（男）

労働力人口比率（女）

超過労働時間数（男）

超過労働時間数（女）

4 家計 2015

2015

2015

2015

2014

2014

2014

国内銀行預金残高（人口1人当たり）

1世帯当たり実収入（2人以上の世帯のうち勤労者世帯）

1世帯当たり世帯主収入（2人以上の世帯のうち勤労者世帯）

教育費割合（2人以上の世帯）

貯蓄現在高（2人以上の世帯・1世帯当たり）

負債現在高（2人以上の世帯・1世帯当たり）

地域別年間収入のジニ係数

5 教育・世帯 2010

2015

2016

2015

2015

2015

2015

2015

2015

2015

最終学歴が大学・大学院卒の者の割合

高等学校卒業者の進学率

高等学校教育費（全日制・生徒1人当たり）

婚姻率

離婚率

一般世帯の平均人員数

共働き世帯割合

単独世帯割合

高齢夫婦のみの世帯割合

高齢単身世帯の割合

6 都市・人口 2015

2015

2015

2015

2015

2015

2015

2015

2015

2015

2016

2015

2015

2015

2017

2015

人口集中地区（DID）人口比率

総面積1km2当たり人口密度

65歳以上人口割合

年少人口比率

生産年齢人口比率

合計特殊出生率

保育所等数（0-5歳人口10万人当たり）

認定こども園数（0-5歳人口10万人当たり）

空き家比率

最低居住面積水準以上世帯割合

下水道普及率

火災出火件数（人口10万人当たり）

交通事故発生件数（人口10万人当たり）

刑法犯認知件数（人口千人当たり）

災害被害額（人口1人当たり）

公害苦情件数（人口10万人当たり）



3. データ変換

各項目について，都道府県別のデータ・iの最大値と最小値をそれぞれ・ma・,・minとし，

・iの度数分布を基にカーネル密度推定し得られた累積密度関数F・・i・を前提として，区分

数Kに応じ，以下の通りデータ変換する．カーネル密度推定は，正規分布２）を用い，バ

ンド幅は漸近的な確率密度関数の平均2乗誤差の合計を最小化するように設定する．なお，

以下の区分数Kは，最適なものを探索し設定することが可能であるが，ここでは，都道

―556―

番号 カテゴリー分野 年 データ項目

7 医療・福祉 2016

2016

2015

2016

2016

2016

2015

2015

2015

2015

2015

2015

有訴者率（人口千人当たり）*

通院率（人口千人当たり）*

一般病院の1日平均外来患者数（人口10万人当たり）

医療施設に従事する医師数（人口10万人当たり）

医療施設に従事する看護師及び准看護師数（人口10万人当た

り）

保健師数（人口10万人当たり）

一般病院平均在院日数

生活保護被保護実世帯数（月平均一般世帯千世帯当たり）

1人当たり国民医療費

後期高齢者医療費（被保険者1人当たり）

社会福祉士登録者数（人口千人当たり）

介護福祉士登録者数（人口千人当たり）

8 健康・生活 2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2016

2015

2015

野菜類摂取量の平均値（男20歳以上）*

野菜類摂取量の平均値（女20歳以上）*

食塩摂取量の平均値（男20歳以上）*

食塩摂取量の平均値（女20歳以上）*

歩数の平均値（男20-64歳）*

歩数の平均値（女20-64歳）*

飲酒（男女20歳以上）（割合）*

喫煙（男女20歳以上）（割合）*

健診受診（男女20歳以上）（割合）*

睡眠時間（男女12歳以上）*

心の悩み（男女12歳以上）（割合）*

ボランティア活動の行動者率

趣味・娯楽の行動者率

メタボリックシンドローム該当者割合

メタボリックシンドローム予備群者割合

9 自然環境 2015

2015

2015

2016

2015

年平均気温

最高気温（日最高気温の月平均の最高値）

最低気温（日最低気温の月平均の最低値）

日照時間（年間）

年間降水量（年間）

*2016年の熊本県の観察値はないため，2013年の都道府県平均からの偏差に基づき補整

2）他の確率分布に基づく累積確率密度関数とすることも可能である．



府県の数も踏まえK・6の場合について示す．

1・n・Kについて，以下を満たすとき，・i・ n３）

F・・min・・・F・・ma・・・F・・min・・・・n・1・・K・F・・i・・F・・min・・・F・・ma・・・F・・min・・・n・K

（Ⅲ－1）

4. 主成分分析・カーネル主成分分析

各カテゴリー分類のデータを縮約するため，主成分とカーネル主成分を算出する．ここ

で，主成分は，相関係数行列に基づく主成分分析で算出される主成分得点である．カーネ

ル主成分は，都道府県i,jのデータベクトルをXi,Xjとして，広く用いられている以下の

Gaussカーネルを前提とし算出されるカーネル主成分分析における主成分得点とする．

式（Ⅲ－2）における・Xi・Xj・は，データベクトル間の距離を表している．カーネル主

成分の数式を用いた定義やパラメータ・の設定については，末尾の付録を参照されたい．

k・Xi,Xj・・exp・・・・Xi・Xj・
2・ （Ⅲ－2）

5. 相関分析と重回帰分析

都道府県別の男女別の各年層の平均余命と各カテゴリーの主成分・カーネル主成分との

相関分析を実施する．また，男女別の各年層の平均余命を目的変数とし，各カテゴリー分

野の第1から第3主成分の主成分とカーネル主成分を説明変数の候補として赤池情報量規

準（AIC）に基づきステップワイズにより説明変数を選択する重回帰分析を実施する．

Ⅳ．結果

前章で述べた方法により，データ変換の上，各カテゴリーの主成分・カーネル主成分を

算出し，その結果に基づき，相関分析及び重回帰分析を実施した．結果は以下の通りであ

る．

1. 各カテゴリー分野の主成分とカーネル主成分

(1)カテゴリー分野：経済

表3に掲げる経済分野の各データについて標準化し，横軸をデータ項目，縦軸を都道府

県とし，最大値・最小値の範囲で描画すると図1の左図のようになる．これに対し，式

（Ⅲ－1）に基づき変換したデータについて，同様に描画すると，図1の右図の通りとなる．

変換前は，最大値近辺のデータは色濃く表示されているが，その他の水準のデータについ
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3）・ma・については，・ma・・Kとする．



ては，中間色のグレーの多少濃淡があるような状態になっている．一方，変換後では，濃

淡が変換前より明確に表示された状態となっている４）．

次に，変換後のデータについて，主成分・カーネル主成分５）を算出した．主成分の累積

寄与率は，第3主成分までで90％以上となっている．主成分負荷量をみると，主成分・カー

ネル主成分の双方について，第1主成分は1人当たり県民所得，課税対象所得，財政力指

数，第2主成分は消費者物価指数，第3主成分は実質収支比率の相関が高く６）なっている．
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図１ 経済分野（データ変換前・後）

（注1）横軸のデータ項目①～⑤は，表3に掲げる経済分野の以下の各項目を表す．データ変換前後とも，
標準化した数値をヒートマップ形式にて表示している．
① 1人当たり県民所得
② 消費者物価指数対前年変化率（総合）
③ 課税対象所得（納税義務者1人当たり）
④ 財政力指数（都道府県財政）
⑤ 実質収支比率（都道府県財政）

（注2）縦軸の都道府県は，下から都道府県コード（全国地方公共団体コードの上2桁の数値）の順に掲
載している．すなわち下から，北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県，茨城県，栃
木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，長野県，
岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県，鳥取県，島根
県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，高知県，福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大
分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県と並んでいる．

4）後述の各カテゴリー分野のデータ変換についても，同様の状態が確認される．

5）Gaussカーネルのパラメータβは，オーダー別（1,0.1,0.01）について調べ，0.1の場合を示している．い

くつかのカテゴリー分野では，0.01の場合についても補足する．

6）ここでは，相関係数が概ね0.6以上の場合を相関が高いという．



図2の経済分野において，主成分・カーネル主成分の第1から第3主成分までを比較７）

している．第1主成分はほぼ同形，第3主成分は類似の形となっており８），これらのカー

ネル主成分に線形と同様の成分が含まれることがわかる．

(2)カテゴリー分野：雇用・労働

表3に掲げる雇用・労働分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主

成分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで85％以上となる．主成分負

荷量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は完全失業率，高齢者就業

割合，労働力人口比率，第2主成分は超過労働時間の相関が高くなっている．第3主成分

は完全失業率と弱い相関がある．

図2の雇用・労働分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分

と第2主成分はほぼ同形，第3主成分は異なる形となっている．

(3)カテゴリー分野：家計

表3に掲げる家計分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主成分を

算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで70％以上となる．主成分負荷量を

みると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は国内銀行預金残高，1世帯当た

り実収入，世帯主収入，貯蓄現在高，第2主成分は教育費割合，負債現在高の相関が高く

なっている．第3主成分については，国内銀行預金残高の相関が高い．

図2の家計分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分と第2

主成分はほぼ同形，第3主成分も若干異なる部分があるものの概ね同じ形となっている．

(4)カテゴリー分野：教育・世帯

表3に掲げる教育・世帯分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主

成分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで80％以上となる．主成分負

荷量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は婚姻率，離婚率，一般世

帯の平均人員数，共働き世帯割合，単独世帯割合，第2主成分は最終学歴が大学・大学院

卒の者の割合，高等学校卒業者の進学率，高等学校教育費，婚姻率，高齢単身世帯の割合，

第3主成分は高齢夫婦のみの世帯割合の相関が高くなっている．

図2の教育・世帯分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分

と第2主成分はほぼ同形，第3主成分は異なる部分もあるが類似の形となっている．

(5)カテゴリー分野：都市・人口

表3に掲げる都市・人口分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主
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7）これ以降示す各カテゴリー分野の主成分･カーネル主成分の比較においては，形状の比較のため，正負の符

号やスケールを適宜調整している．

8）変換前のデータで主成分を算出すると，カーネル主成分は主成分と異なる形になる．



成分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで65％以上となる．主成分負

荷量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分はDID人口比率，人口密

度，65歳以上人口割合，生産年齢人口比率，保育所等数，認定こども園数，最低居住面積

水準以上世帯割合，下水道普及率，刑法犯認知件数，第2主成分は年少人口比率，交通事

故発生件数，第3主成分は火災出火件数の相関が高くなっている．カーネル主成分の第3

主成分は，年少人口比率の相関も高い．

図2の都市・人口分野において，主成分とカーネル主成分の比較をしている．第1主成

分はほぼ同形，第2主成分と第3主成分は異なる部分もあるが類似の形となっている９）．

(6)カテゴリー分野：医療・福祉

表3に掲げる医療・福祉分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主

成分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで70％以上となる．主成分負

荷量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は一般病院平均外来患者数，

医療施設従事医師数，医療施設従事看護師・准看護師数，一般病院平均在院日数，1人当

たり国民医療費，後期高齢者医療費，介護福祉士登録者数，第2主成分は有訴率，保健師

数，生活保護世帯数の相関が高くなっている．第3主成分は，主成分について通院率の相

関が高い．

図2の医療・福祉分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分

と第2主成分はほぼ同形，第3主成分は異なる形となっている．

(7)カテゴリー分野：健康・生活

表3に掲げる健康・生活分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主

成分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで60％以上となる．主成分負

荷量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は野菜摂取量，食塩摂取量，

歩数，健診受診，睡眠時間，第2主成分は趣味娯楽行動割合，第3主成分はメタボリック

シンドローム予備群者割合の相関が高くなっている．主成分の第3主成分は，ボランティ

ア参加率の相関も高い．

図2の健康・生活分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分

は一部異なる部分もあるが概ね同形，第2主成分と第3主成分は異なる部分があるが類似

の形となっている10）．

(8)カテゴリー分野：自然環境

表3に掲げる自然環境分野のデータについて，変換後のデータで主成分・カーネル主成

分を算出すると，主成分の累積寄与率は，第3主成分までで85％以上となる．主成分負荷

量をみると，主成分・カーネル主成分について，第1主成分は年平均気温，最高気温，最
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9）Gaussカーネルのパラメータβが0.01の場合は，第1から第3主成分まで全てほぼ同形となる．

10）Gaussカーネルのパラメータβが0.01の場合は，第1から第3主成分まで全てほぼ同形となる．



低気温，年間降水量，第2主成分は日照時間の相関が高くなっている．第3主成分につい

ては，最高気温の相関が比較的高い．

図2の自然環境分野において，主成分とカーネル主成分を比較している．第1主成分と

第2主成分はほぼ同形，第3主成分は異なる部分があるが類似の形となっている．
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図２ 各分野の主成分とカーネル主成分の比較（データ変換後）
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図２ 主成分とカーネル主成分の比較（各分野・データ変換後）（続き）



2. 相関分析

前節で述べた各カテゴリー分野の第1から第3主成分（主成分・カーネル主成分）と，

JMDの5つの年層（0歳，20-24歳，40-44歳，60-64歳，80-84歳）の平均余命との相関

分析を実施した結果は，表4～7の通りである11）．平均余命は，式（Ⅲ-1）によるデータ

変換を施している．
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図２ 主成分とカーネル主成分の比較（各分野・データ変換後）（続き）

（注1）各図の凡例のPCは主成分，kernelPCはカーネル主成分を表す．
（注2）各図の横軸の都道府県は，左から都道府県コード（全国地方公共団体コードの上2桁の数値）の
順に掲載している．すなわち左から，北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県，茨城
県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，
長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県，鳥取
県，島根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，高知県，福岡県，佐賀県，長崎県，熊
本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県と並んでいる．

11）脚注7で述べた通り，前掲の主成分・カーネル主成分の比較においては，比較のため，主成分の正負の符号

を適宜調整しているが，表4～7においては，正負の符号はそのままで表示している．
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表４ 平均余命（男）と各カテゴリー分野の主成分との相関

年齢区分 主成分 経済 雇用･労働 家計 教育･世帯 都市･人口 医療･福祉 健康･生活 自然環境

0

第1 0.40 0.28 0.48 0.08 -0.31 -0.12 -0.45 0.21

第2 0.09 -0.16 -0.01 -0.48 -0.14 -0.34 -0.34 0.08

第3 0.11 0.30 0.04 0.38 -0.43 -0.66 -0.32 -0.31

20-24

第1 0.42 0.28 0.48 0.08 -0.30 -0.11 -0.45 0.22

第2 0.13 -0.18 0.00 -0.46 -0.12 -0.37 -0.35 0.03

第3 0.09 0.26 0.05 0.39 -0.47 -0.64 -0.33 -0.32

40-44

第1 0.37 0.27 0.45 0.03 -0.27 -0.11 -0.36 0.14

第2 0.10 -0.14 -0.07 -0.43 -0.11 -0.28 -0.36 0.01

第3 0.12 0.28 0.01 0.31 -0.43 -0.62 -0.34 -0.30

60-64

第1 0.25 0.16 0.31 0.08 -0.20 -0.01 -0.30 0.23

第2 0.21 -0.11 -0.07 -0.32 -0.14 -0.25 -0.21 0.02

第3 0.09 0.21 0.10 0.30 -0.38 -0.54 -0.28 -0.19

80-84

第1 -0.06 -0.23 -0.01 0.40 -0.14 0.27 -0.23 0.36

第2 0.18 0.07 0.05 0.06 -0.18 -0.29 -0.01 0.01

第3 0.07 0.33 0.02 0.08 -0.06 -0.28 -0.02 0.09

（注）上表において，太斜字は1％水準で有意であることを示す．

表５ 平均余命（男）と各カテゴリー分野のカーネル主成分との相関

年齢区分 主成分 経済 雇用･労働 家計 教育･世帯 都市･人口 医療･福祉 健康･生活 自然環境

0

第1 -0.38 -0.27 0.47 -0.05 -0.25 -0.08 -0.44 -0.26

第2 0.14 -0.13 -0.01 -0.44 -0.21 -0.26 0.17 0.00

第3 0.03 0.39 -0.05 -0.17 -0.43 -0.69 -0.20 0.45

20-24

第1 -0.40 -0.27 0.47 -0.06 -0.25 -0.07 -0.45 -0.26

第2 0.15 -0.15 0.00 -0.43 -0.18 -0.30 0.18 0.04

第3 -0.02 0.38 -0.04 -0.15 -0.47 -0.65 -0.20 0.43

40-44

第1 -0.34 -0.27 0.43 -0.03 -0.23 -0.07 -0.38 -0.18

第2 0.14 -0.12 -0.08 -0.39 -0.18 -0.20 0.18 0.06

第3 0.04 0.35 -0.07 -0.14 -0.44 -0.66 -0.23 0.45

60-64

第1 -0.23 -0.16 0.32 -0.08 -0.19 0.01 -0.33 -0.26

第2 0.21 -0.10 -0.08 -0.29 -0.17 -0.18 0.10 0.05

第3 -0.07 0.32 0.00 -0.22 -0.43 -0.58 -0.13 0.32

80-84

第1 0.08 0.23 -0.05 -0.40 -0.15 0.29 -0.24 -0.38

第2 0.20 0.04 0.02 0.02 -0.14 -0.27 0.07 0.08

第3 -0.14 0.25 -0.01 -0.11 -0.32 -0.30 0.14 0.10

（注）上表において，太斜字は1％水準で有意であることを示す．
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表６ 平均余命（女）と各カテゴリー分野の主成分との相関

年齢区分 主成分 経済 雇用･労働 家計 教育･世帯 都市･人口 医療･福祉 健康･生活 自然環境

0

第1 0.03 0.13 0.13 0.03 -0.04 0.26 -0.27 0.27

第2 0.23 0.02 -0.13 -0.15 -0.08 -0.22 -0.07 -0.20

第3 -0.02 0.25 -0.03 0.20 -0.53 -0.54 -0.37 -0.20

20-24

第1 -0.01 0.11 0.09 0.04 -0.02 0.29 -0.23 0.28

第2 0.27 0.06 -0.10 -0.11 -0.09 -0.19 -0.06 -0.24

第3 -0.03 0.19 0.02 0.18 -0.55 -0.50 -0.34 -0.20

40-44

第1 -0.04 0.10 0.08 0.06 -0.01 0.31 -0.24 0.30

第2 0.27 0.08 -0.12 -0.09 -0.13 -0.20 -0.05 -0.22

第3 0.01 0.21 -0.01 0.16 -0.53 -0.52 -0.36 -0.19

60-64

第1 -0.12 0.04 -0.03 0.05 0.01 0.35 -0.15 0.23

第2 0.28 0.14 -0.11 -0.03 -0.05 -0.15 -0.02 -0.32

第3 -0.05 0.27 0.02 0.06 -0.53 -0.43 -0.28 -0.20

80-84

第1 -0.25 -0.10 -0.18 0.21 0.07 0.52 -0.14 0.25

第2 0.23 0.23 -0.04 0.19 -0.07 -0.16 0.11 -0.28

第3 -0.11 0.25 -0.04 -0.01 -0.39 -0.34 -0.16 -0.08

（注）上表において，太斜字は1％水準で有意であることを示す．

表７ 平均余命（女）と各カテゴリー分野のカーネル主成分との相関

年齢区分 主成分 経済 雇用･労働 家計 教育･世帯 都市･人口 医療･福祉 健康･生活 自然環境

0

第1 -0.02 -0.13 0.13 -0.03 -0.04 0.28 -0.28 -0.29

第2 0.15 0.02 -0.18 -0.11 -0.01 -0.15 -0.02 0.27

第3 -0.20 0.41 -0.10 -0.08 -0.53 -0.62 -0.14 0.32

20-24

第1 0.03 -0.11 0.09 -0.04 -0.03 0.31 -0.23 -0.30

第2 0.16 0.05 -0.16 -0.08 0.02 -0.14 -0.01 0.30

第3 -0.25 0.38 -0.05 -0.06 -0.56 -0.57 -0.10 0.29

40-44

第1 0.05 -0.09 0.07 -0.07 -0.02 0.33 -0.25 -0.32

第2 0.20 0.07 -0.17 -0.06 0.00 -0.14 -0.02 0.29

第3 -0.23 0.38 -0.07 -0.06 -0.57 -0.58 -0.11 0.31

60-64

第1 0.12 -0.04 -0.03 -0.05 -0.02 0.36 -0.14 -0.24

第2 0.16 0.11 -0.15 -0.01 0.08 -0.10 -0.02 0.38

第3 -0.29 0.40 -0.03 0.03 -0.55 -0.50 -0.05 0.30

80-84

第1 0.26 0.10 -0.20 -0.21 0.06 0.54 -0.13 -0.26

第2 0.10 0.20 -0.11 0.19 0.07 -0.13 -0.09 0.34

第3 -0.32 0.39 -0.05 0.02 -0.52 -0.36 0.05 0.18

（注）上表において，太斜字は1％水準で有意であることを示す．



主成分・カーネル主成分の相関を比較すると，第1主成分については，概ね同程度の水

準であるが，第2主成分と第3主成分については，主成分とカーネル主成分の異なる部分

の影響で相違している場合がある．

男について，0歳の平均余命（平均寿命）との相関係数が1.0％水準で有意となるのは，

主成分・カーネル主成分の双方において，第1主成分は，経済，家計，健康・生活の3分

野である．第2主成分は，教育・世帯，第3主成分は，都市・人口，医療・福祉となって

いる．雇用・労働については，0歳，20-24歳において，カーネル主成分の第3主成分が

有意となっている．自然環境については，0歳，20-24歳，40-44歳において，カーネル主

成分の第3主成分が有意となっており，80-84歳において，カーネル主成分の第1主成分

が有意となっている．

女について，0歳の平均余命（平均寿命）との相関係数が1.0％水準で有意となるのは，

主成分・カーネル主成分の双方において，都市・人口の第3主成分，医療・福祉の0歳，

20-24歳，40-44歳，60-64歳の第3主成分と80-84歳の第1主成分である．カーネル主成分

のみ，雇用・労働の第3主成分と自然環境の60-64歳の第2主成分の相関係数が有意であ

る．

3. 重回帰分析

重回帰分析の説明変数の候補として，第1主成分が挙げられるが，多重共線性が生じる

可能性がある．表8は，各カテゴリー分野の主成分の第1主成分間の相関である．経済と

家計，経済と都市・人口は大きさが0.7以上の相関となっており，その他のカテゴリー分

野間についても相関が高い場合があることがわかる．

このため，第1から第3までの主成分の中からAICを基にステップワイズにより説明

変数を選択する重回帰分析を実施した．表9は，男女別・各年層別の自由度調整済み決定

係数（以下，決定係数）とAICの結果を表示している．第1主成分のみを説明変数の候

補として選択した場合は，第1から第3までの主成分を候補として選択した場合と比較し，

適合度が低い．第1から第3までの主成分を候補とした場合に適合度が良好となるのは，
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表８ 各カテゴリー分野の主成分の第１主成分の相関

経済 雇用･労働 家計 教育･世帯 都市・人口 医療･福祉 健康･生活 自然環境

経済 1.00

雇用･労働 0.09 1.00

家計 0.71 0.32 1.00

教育･世帯 0.41 -0.66 0.12 1.00

都市・人口 -0.80 0.17 -0.54 -0.56 1.00

医療･福祉 -0.61 -0.36 -0.51 0.14 0.55 1.00

健康･生活 -0.58 0.14 -0.49 -0.50 0.55 0.03 1.00

自然環境 0.10 -0.25 0.06 0.51 -0.14 0.37 -0.60 1.00



男の場合，0歳，20-24歳については主成分，60-64歳，80-84歳についてはカーネル主成

分である．40-44歳については，決定係数でみるとカーネル主成分，AICでみると主成分

の方が良好である．女の場合，全年層でカーネル主成分の方が良好となっている．これら

の結果より，適合度は，主成分が良好な場合とカーネル主成分が良好な場合の双方がある

ことが確認できる．

表10は，男女・各年層別の1％水準で有意な説明変数を示している．選択された変数は，

平均余命の差異の要因を探索するための手掛かりとなる情報を提供する12）が，上述の通り，

多重共線性がみられるため，選択されなかった主成分・カーネル主成分にも留意する必要

がある．
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表９ 重回帰分析の結果（決定係数・AIC）

性別 年齢区分

決定係数 AIC

第1主成分のみ
を候補とした
ステップワイズ

第1から第3主成分
を候補とした
ステップワイズ

第1主成分のみ
を候補とした
ステップワイズ

第1から第3主成分
を候補とした
ステップワイズ

主成分
カーネル
主成分

主成分
カーネル
主成分

主成分
カーネル
主成分

主成分
カーネル
主成分

男

0 0.288 0.331 0.718 0.665 -13.1 -14.2 -49.3 -43.3

20-24 0.296 0.347 0.735 0.680 -13.6 -15.3 -52.3 -42.8

40-44 0.241 0.272 0.602 0.628 -8.3 -10.2 -36.9 -36.3

60-64 0.098 0.147 0.419 0.570 -1.1 -2.8 -14.7 -31.6

80-84 0.197 0.240 0.542 0.609 -6.5 -7.3 -26.5 -33.3

女

0 0.228 0.271 0.534 0.633 -8.4 -11.1 -27.9 -37.0

20-24 0.227 0.288 0.542 0.635 -8.3 -12.1 -25.9 -36.6

40-44 0.237 0.312 0.593 0.694 -8.9 -12.9 -32.1 -46.3

60-64 0.231 0.299 0.562 0.625 -8.5 -12.9 -30.1 -35.3

80-84 0.401 0.437 0.617 0.719 -19.4 -22.3 -35.7 -46.3

12）岩崎（2021）では，重回帰分析の目的が記述の場合，ある説明変数の偏回帰係数は，それ以外の説明変数が

説明した残りの中で当該説明変数が説明できる度合いである旨，述べられている．
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表10 重回帰分析の結果（１％水準で有意な説明変数）

性別
年齢
区分

主成分/
カーネル
主成分

有意な説明変数 有意性 性別
年齢
区分

主成分/
カーネル
主成分

有意な説明変数 有意性

男

0

主成分

第1 教育・世帯 ***

女

0

主成分
第1 医療・福祉 **

第3 教育・世帯 *** 第2 教育・世帯 **

第3 都市・人口 **
カーネル
主成分

第1 都市・人口 **

第3 医療・福祉 ** 第3 教育・世帯 **

カーネル
主成分

第2 健康・生活 ** 第3 医療・福祉 ***

第3 教育・世帯 **

20-24

主成分

第1 医療・福祉 ***

第3 都市・人口 *** 第2 教育・世帯 **

第3 医療・福祉 *** 第3 健康・生活 **

20-24

主成分

第1 教育・世帯 *** カーネル
主成分

第3 教育・世帯 **

第3 経済 ** 第3 医療・福祉 ***

第3 教育・世帯 **

40-44

主成分

第1 教育・世帯 **

第3 都市・人口 ** 第1 医療・福祉 **

カーネル
主成分

第3 教育・世帯 ** 第2 教育・世帯 **

第3 都市・人口 ** 第3 健康・生活 **

第3 医療・福祉 ***

カーネル
主成分

第1 経済 ***

40-44

主成分

第2 健康・生活 *** 第1 都市・人口 **

第3 都市・人口 *** 第3 教育・世帯 **

第3 医療・福祉 *** 第3 医療・福祉 ***

カーネル
主成分

第3 教育・世帯 **

60-64

主成分

第1 医療・福祉 ***

第3 医療・福祉 *** 第1 健康・生活 **

60-64

主成分
第2 教育・世帯 ** 第2 教育・世帯 ***

第3 健康・生活 ** 第3 雇用・労働 **

カーネル
主成分

第3 教育・世帯 *** 第3 家計 **

第3 都市・人口 ** 第3 健康・生活 ***

第3 医療・福祉 ***

カーネル
主成分

第1 経済 **

80-84

主成分
第1 教育・世帯 *** 第1 健康・生活 **

第3 家計 ** 第2 自然環境 **

カーネル
主成分

第1 経済 ** 第3 医療・福祉 ***

第1 教育・世帯 **

80-84

主成分

第1 教育・世帯 ***

第3 家計 ** 第1 医療・福祉 ***

第3 教育・世帯 ** 第2 教育・世帯 **

第3 医療・福祉 ***

カーネル
主成分

第1 教育・世帯 **

第3 雇用・労働 **

第3 家計 **

第3 教育・世帯 **

第3 医療・福祉 **

（注）***,**は，それぞれ0.1％，1％水準で有意であることを示す．



Ⅴ．考察

1. 相関分析

データを各カテゴリー分野に分類し，順位区分尺度によるデータ変換を施した上で，各

分野の主成分とカーネル主成分13）を算出した．データ変換を施した場合，施さない場合と

異なり，カーネル主成分は，各分野において第1主成分について概ね同様となり，また，

分野によっては第2主成分，第3主成分も概ね同様となる場合があった．このことから，

データ変換は外れ値への対処となることに加え，データ変換を施した上で算出したカーネ

ル主成分は変換前のデータに過剰適合することなく一部は主成分と同様に算出され線形成

分が抽出されているものと考えられる．

平均余命と各分野の主成分・カーネル主成分との相関分析を実施することにより，これ

らの基本的な関係を捉えることができる．前章で示した結果では，男については，若年・

中年層において相関が有意となる分野が多くみられたが，女については，全年層において

相関が有意となる分野は限られている．なお，相関係数は，直接的な因果関係を表してい

るとは限らないことには，留意が必要である．

多くのデータ項目が平均余命と関連している可能性があるが，主成分・カーネル主成分

に縮約することにより，各種要因の探索が可能となる．後述の重回帰分析では，主成分・

カーネル主成分を説明変数の候補として，ステップワイズにより変数選択を行い，選択さ

れた説明変数である主成分又はカーネル主成分を通じて平均余命の差異の各種要因を探索

する．

2. 重回帰分析

男女・各年層の平均余命について，主成分又はカーネル主成分を説明変数の候補として，

AICを基準としたステップワイズにより変数選択する重回帰分析を行った．説明変数の

候補は，第1主成分のみとした場合，適合度は良好でないが，第1から第3主成分を候補

とした場合，いずれのケースも適合度が良好な結果が得られる．このことは，選択された

第2・第3主成分に平均余命の差異の要因に関する情報が含まれていることを示唆してい

る．

男の場合，0歳，20-24歳については主成分を説明変数，40-44歳，60-64歳，80-84歳に

ついてはカーネル主成分を説明変数とする方が決定係数でみた適合度の結果が良好である．

女の場合，全年層において，カーネル主成分を説明変数とする方が適合度の結果が良好で

ある．このように，主成分が良好な場合とカーネル主成分が良好な場合の双方がみられる．

表10は，男女・各年層について，第1から第3主成分を候補とした場合の1％水準で有

意となる説明変数を抽出した結果であり，男女・各年層の結果には同じ主成分又はカーネ
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13）Gaussカーネル以外のカーネルを用いる方法も考えられる．



ル主成分が説明変数として選択されている場合があることがわかる．多重共線性があり，

選択されなかった主成分又はカーネル主成分も平均余命の差異に影響している可能性があ

ることに留意が必要であるが，ここでは選択された主成分又はカーネル主成分と関連のあ

るデータ項目を詳しく調べる．

表11と表12は，それぞれ，上述の重回帰分析において選択された0.1％水準で有意な主

成分，カーネル主成分について，関連データ項目とその意味，及び，関連データ項目の平

均余命への影響について記載したものである．主成分又はカーネル主成分と各項目のデー

タとの関連は，それらの相関を表す主成分負荷量を通じ把握することが可能であり，表11

と表12には，主成分負荷量の大きさが0.6以上の項目（全て0.6を下回る場合は，最大とな

る項目，又は，カーネル主成分分析の基になっている各項目のデータの2乗との相関が

0.6以上の項目）を関連データ項目として記載している．複数の性別・年層について0.1％

水準で有意となるのは，教育・世帯分野の主成分の第1主成分，医療・福祉分野の主成分

の第1主成分とカーネル主成分の第3主成分である．教育・世帯分野の主成分の第1主成

分は，結婚や離婚の多さ，世帯人員数の少なさ，共働きの少なさ等を表しており，平均余

命の長短との因果関係の解釈には困難を伴うが，対象となる性別・年層がどの程度社会的

な支援を得ることができストレスの少ない生活を送ることができる世帯環境かを意味して

いるものとの捉え方もあり得るかも知れない．教育・世帯分野の主成分の第1主成分は，

男80-84歳についてマイナス，男0歳・20-24歳，女80-84歳についてプラスの平均余命に

対する影響が考えられる．医療・福祉分野の主成分の第1主成分は，医療機関等における

医療関係者の多さ，医療機関の利用度合，医療費の大きさ等を表しており，医療の充実や

利用の度合を表しているものと想定される．医療・福祉分野の主成分の第1主成分は，女

20-24歳・60-64歳・80-84歳についてプラスの平均余命に対する影響が考えられる．医療・

福祉分野のカーネル主成分の第3主成分は，病気の自覚症状の無さ等を表しており，女の

80-84歳を除く男女の全年層において，マイナスの平均余命に対する影響が考えられる．

但し，医療・福祉分野のカーネル主成分の第3主成分については，主成分負荷量の大きさ

が最大のものでも0.3を少し超える程度となっており，非線形成分が少なからず内包され

ていることが考えられる．このため，カーネル主成分分析の基になっている各項目のデー

タの累乗との相関を調べたところ，データの2乗について，医療施設に従事する看護師・

准看護師数，及び，1人当たり国民医療費について0.6以上となった．このことから，こ

れらの項目については，平均からの偏差が大きいと平均余命にプラスの関連があるものと

考えられる．すなわち，単位人口当たりの看護師・准看護師数や1人当たり国民医療費が

大きく平均からの偏差が大きい場合は，医療の充実により平均余命が長くなるものと想定

される．逆に，単位人口当たりの看護師・准看護師数や1人当たり国民医療費が小さく平

均からの偏差が大きい場合は，解釈が難しいが，高齢化があまり進んでおらず医療をそれ

程必要としない若年層が多く，高齢者が受ける医療は充実しており平均余命にプラスの影

響を及ぼしている状況等の可能性が考えられる．
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表11 0.1％水準で有意な主成分と関連データ項目・考えられる意味

分野

／

主成分

関連データ項目

（主成分負荷量の符号）

主成分の意味

／

関連データ項目の

平均余命への影響

有意となる

性別・年層

（偏回帰係数の符号）

教育・世帯

主成分の

第1主成分

婚姻率（＋），離婚率（＋），一般世

帯の平均人員数（－），共働き世帯

割合（－），単独世帯割合（＋）

結婚や離婚の多さ，世帯人員

数の少なさ，共働きの少なさ

男・80-84歳においてマイナ

ス，それ以外はプラスの影響

男：

0歳（＋）

20-24歳（＋）

80-84歳（－）

女：

80-84歳（＋）

教育・世帯

主成分の

第2主成分

最終学歴が大学・大学院卒の者の割

合（－），高等学校卒業者の進学率

（－），高等学校教育費（＋），婚姻

率（－），高齢単身世帯の割合（＋）

学歴の低さや進学のし難さ

女・60-64歳において，マイ

ナスの影響

女：

60-64歳（－）

教育・世帯

主成分の

第3主成分

高齢夫婦のみの世帯割合（＋） 高齢夫婦のみ世帯の多さの状

況

男・0歳において，プラスの

影響

男：

0歳（＋）

都市・人口

主成分の

第3主成分

火災出火件数（＋） 居住地の火災出火の状況

男・0歳において，マイナス

の影響

男：

40-44歳（－）

医療・福祉

主成分の

第1主成分

一般病院平均外来患者数（＋），医

療施設従事医師数（＋），医療施設

従事看護師・准看護師数（＋），一

般病院平均在院日数（＋）， 1人当

たり国民医療費（＋），後期高齢者

医療費（＋），介護福祉士登録者数

（＋）

医療機関等における医療関係

者の多さ，医療機関の利用度，

医療費の大きさ

女・20-24歳，60-64歳，80-84

歳において，プラスの影響

女：

20-24歳（＋）

60-64歳（＋）

80-84歳（＋）

医療・福祉

主成分の

第3主成分

通院率（－） 通院の少なさの状況

男・40-44歳において，マイ

ナスの影響

男：

40-44歳（－）

健康・生活

主成分の

第2主成分

趣味娯楽行動割合（－） 趣味娯楽行動の少なさの状況

男・40-44歳において，マイ

ナスの影響

男：

40-44歳（－）

健康・生活

主成分の

第3主成分

ボランティア参加率（－），メタボ

リックシンドローム予備群者割合

（＋）

ボランティア活動の少なさや

不健康リスクの多さ

女・60-64歳において，マイ

ナスの影響

女：

60-64歳（－）



3. 実務における利用

利用した方法による各分野の主成分・カーネル主成分や関連データ項目を，都道府県別

の平均余命（男女別・年層別）との相関関係や重回帰分析の結果と併せて関連指標として

提示し，各地域の人口に関わる運営や諸政策の立案の参考とする対応が考えられる．また，

これらの主成分・カーネル主成分を通じて，各分野の主成分又はカーネル主成分の関連デー

タ項目が変動した場合の各年層の平均余命への影響を調べることも可能となる．直近の平

均余命の差異の要因分析に留まらず，社会経済等の要因を踏まえた中長期的な将来死亡率

の変動を評価するには，より多くの種類・数のデータを用いて分析し，モデリングするこ
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表12 0.1％水準で有意なカーネル主成分と関連データ項目・考えられる意味

分野

／

主成分

関連データ項目

（主成分負荷量の符号，大きさが

0.6より小さい場合は

最大値，又は，0.6以上の

2次系列との相関）

カーネル主成分の意味

／

関連データ項目の

平均余命への影響

有意となる

性別・年層

（偏回帰係数の符号）

経済

カーネル主

成分の

第1主成分

1人当たり県民所得（－），課税対

象所得（－），財政力指数（－）

経済状況の低調度

女・40-44歳において，プラ

スの影響

女：

40-44歳（＋）

教育・世帯

カーネル主

成分の

第3主成分

高齢夫婦のみの世帯割合（－） 高齢夫婦のみ世帯の少なさの

状況

男・60-64歳において，マイ

ナスの影響

男：

60-64歳（－）

都市・人口

カーネル主

成分の

第3主成分

年少人口比率（-0.58） 年少人口が占める割合の少な

さ

男・0歳において，マイナス

の影響

男：

0歳（－）

医療・福祉

カーネル主

成分の

第3主成分

有訴率（-0.32）

<各項目のデータの2乗との相関>

医療施設に従事する看護師・准看護

師数（＋）， 1人当たり国民医療費

（＋）

病気の自覚症状の無さ

女の80-84歳を除く男女・全

年層において，マイナスの影

響

<各項目のデータの2乗との

相関から考えられるカーネル

主成分の意味>

看護師・准看護師数や1人当

たり国民医療費の偏差の関連

性

男：

0歳（－）

20-24歳（－）

40-44歳（－）

60-64歳（－）

80-84歳（－）

女：

0歳（－）

20-24歳（－）

40-44歳（－）

60-64歳（－）



とが必要となろう．このような様々な要因を踏まえた将来死亡率の推計や不確実性の評価

は，地域や国の人口構造の分析，社会保障・健康等の政策立案，公的年金・私的年金の財

政や保険・共済の財務の運営に活用することが可能である14，15）．

Ⅵ．結び

都道府県間の平均余命の差異の要因を，関連の可能性のある政府統計・調査データを複

数のカテゴリー分野に分類し，順位区分尺度によりデータ変換した上で主成分とカーネル

主成分を算出し，それを基に，相関分析と重回帰分析を実施する方法を利用し，要因を探

索した．カテゴリー分野の分類や各分野のデータ項目は，モニタリングしながら，その時々

に最適な分類とし項目を抽出する対応が望ましい．また，新型コロナウイルスの感染拡大

は，経済や雇用，医療・福祉機関や国民生活の様々な面に影響を及ぼしており，こうした

社会経済の変化の中で，どのように人口が変動し将来的に推移して行くか，不確実性も考

慮しながら関連する内容も含めて分析を実施して行くことが必要であろう．
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付録 カーネル主成分分析

主成分分析では，分散共分散行列又は相関係数行列の固有値問題を解くことにより，主

成分を算出するが，カーネル主成分分析では，各データより算出したカーネルによる以下

のグラム行列（都道府県別データであれば，nは都道府県の数）の固有値問題を解くこと

により，カーネル主成分を算出する．

K・

・・・・・・・

k・X1,X1・ ・ k・X1,Xn・

・ ・ ・

k・Xn,X1・ ・ k・Xn,Xn・

・・・・・・・

式（Ⅲ-2）のGaussカーネルのパラメータ・の設定は，データの誤差の分散がある程度

把握できる場合はそれを基に設定する方法や，1つの標本を抜いた場合の推定値との誤差

を表すone-leave-outクロスバリデーション誤差を最小にする値とする方法等があるが，

どの方法を用いるかは必ずしも明確でない．・が大きいほど，標本誤差は小さくなるが，

one-leave-outクロスバリデーション誤差は大きくなる．本稿では，・をオーダー別（1,

0.1,0.01）に調べ，0.1と0.01の場合について記載している．
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ExploringFactorsontheDifferenceofLifeExpectancybetweenthe
JapanesePrefectures:theApplicationoftheMethodUsingtheData

TransformationbyOrdinalScaleandContraction

IGAWATakayuki

Inthispaper,weexplorethefactorsonthedifferenceoflifeexpectancybyageandgender

betweentheJapaneseprefecturesusingthedatatransformationmethodbyordinalscaleandkernel

cumulativeprobabilitydistribution,theprincipalcomponentandthekernelprincipalcomponent

basedonthedatafromtheJapaneseMortalityDatabase,thegovernmentstatisticsandanother

statisticalsurveys.Weconductcorrelationanalysisandregressionanalysiswiththeseprincipal

componentsbycategories.Wealsoconsiderthefactorsinrelationtolifeexpectanciesbasedonthe

analysis.

Intheprincipalcomponentanalysis,weconfirmthatthefirstprincipalcomponentandthefirst

kernelprincipalcomponentaresimilar.Asforthesecondandmoreorder,someprincipal

componentsaredifferentfrom correspondingkernelprincipalcomponents.Intheregression

analysisusingtheselectionofexplanationvariablesbystepwise,wecanconfirmthattherearetwo

cases,oneofwhichisthattheregressionbytheprincipalcomponentsasexplanationvariableshas

betterfit,andtheotherofwhichisthattheregressionbykernelprincipalcomponentsas

explanationvariableshasbetterfit.Throughtheprincipalcomponents,thekernelprincipal

componentsandtheregressionanalysis,wefindthatsomeofthefactorsonthedifferenceoflife

expectancyarerelatedtomarriage,divorce,householdstatusandmedicalcare.

Keywords:lifeexpectancy,socio-economicfactors,datatransformation,kernelprincipal

componentanalysis,localareacorrelationanalysis
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資 料

地域ブロック内および三大都市圏との人口移動

―都道府県別，年齢別5歳階級別転入率，転出率，

転入超過率（2019年～2021年）―

栗林梓・貴志匡博・清水昌人

2020年から日本でもコロナ禍が継続し一定の時間が経過した．この間，人の移動に対す

る規制と緩和が繰り返されるなど，社会的に人口移動への関心が高まった．

このような関心の高まりを受け，コロナ禍と人口移動に関する貴重な成果が得られ始め

ている（例えば，石川 2021，FieldingandIshikawa2021,小坪・中谷 2022）．ただし，

それらの成果には地域別，年齢別といった観点から，更なる検討の余地があると思われる．

そこで本資料では，コロナ禍とそれ以前の人口移動の動向について基礎的な資料を提示す

ることを目的とする．

本資料では，転入率，転出率，転入超過率について都道府県別・年齢別の動向を示した．

具体的には，以下のような資料，手順のもと分析した．まず，移動率において分子となる

移動数を把握するための資料として，総務省統計局の「住民基本台帳人口移動報告」（以

下，「住基移動」）を用いた．「住基移動」は日本の人口移動を把握するための代表的な資

料である．また，分母にあたる人口を把握するために，「住民基本台帳に基づく人口、人

口動態及び世帯数調査」（以下，「住基人口」）の1月1日時点の人口を用いた．移動数，

総人口には外国人人口を含めている．前回の資料でも述べたように，「住基移動」と「住

基人口」とでは集計方法が異なることや，一部に秘匿の人口が含まれていることから，移

動率の解釈には数値が試算的であるという一定の留意が必要である．ただし，秘匿の数値

が限定的であることや，「COVID-19」の流行前後の人口移動を把握するための代替とな

るデータが存在しないことからも，試算値を読み取ることに一定の意義は認められよう．

各率の計算式は以下の通りである．なお，紙幅の制約上，掲載しきれなかった計算結果は

国立社会保障・人口問題研究所のホームページに掲載予定であるので，合わせてご覧いた

だきたい．

転入率（％）＝転入者数（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100

転出率（％）＝転出者数（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100

転入超過率＊（％）＝ 転入超過数（「住基移動」）÷人口（「住基人口」）×100
＊転出超過の場合は負の値となる．
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1. 転入率と転出率

まず転入率（年齢計）についてみる．2019年から2021年にかけて，全国の都道府県外か

らの転入率（移動率）は2.02％から1.96％に低下している．一方で，東京圏からの転入率

は0.43％から0.45％に上昇している．都道府県外からの転入率が上昇した県が19道県であ

るのに対し，東京圏からの転入率が上昇したのは38道府県となっている．両時点において

特に東京圏から全国の道府県への転入が活発化したといえる．なお2019年と2021年の転入

率を年齢別にみると15～19歳，20～24歳においても都道府県外からの転入率は低下してい

る．また，東京圏からの転入率は，20～24歳，25～29歳では上昇したが，15～19歳では低

下となっている．

次に転出率（年齢計）についてみる．2019年と2021年における東京圏への転出率は0.59

％から0.54％に低下している．両時点で都道府県外への転出率が上昇したのは2都府，東

京圏への転出率が上昇したのも2都県である．以上より，全国における対東京圏の転入超

過率の低下は東京圏からの転入率の上昇と東京圏への転出率の低下の両方が寄与している

ことがわかる．なお2019年と2021年の転出率を年齢別にみると，東京圏への転出率は15～

19歳，20～24歳，25～29歳のいずれにおいても低下となっている．

2. 転入超過率（対都道府県外，年齢計）

2019年，2020年，2021年のデータをもとに転入超過率の変化をみる．2019年と2021年の

2時点において転入超過率が上昇したのは40道県であり，その多くが地方圏に位置してい

る．石川（2021）は2019年と2020年のデータを比較して，茨城県，栃木県，群馬県，山梨

県，長野県など，東京圏に相対的に近い地域で転入超過率の回復の程度が比較的大きかっ

たことを指摘した．2019年と2021年のデータを比較しても類似した傾向があるといえる．

対照的に，転入超過率が低下したのは東京都，愛知県，滋賀県，京都府，大阪府，香川県，

沖縄県の7都府県のみである．次に，2020年（表は省略．昨年度の資料参照）と2021年の

データを比較する．転入超過率が上昇したのは34府県であり，2019年と2020年に引き続き，

多くの県で転入超過率が回復したことがわかる．その上昇ポイントは山梨県が最も大きく，

茨城県，熊本県，和歌山県，奈良県がそれに続いている．札幌市，仙台市，広島市，福岡

市といった広域中心都市を有する道県では，2020年から2021年にかけていずれも転入超過

率が低下に転じている．

3. 転入超過率（対東京圏，年齢計）

FieldingandIshikawa（2021）が確認しているように，今世紀になってから，三大都

市圏における転入超過は，そのほとんどが東京圏への転入超過である．そこで，都道府県

別に対東京圏の転入超過率についても確認しておきたい．2019年と2021年を比較すると，

対東京圏で見た場合も45道府県で転入超過率が上昇している．特に，東京都以外の東京圏

や東京圏近郊の県では，転入超過率が相対的に大きく上昇している．転入超過率の上昇ポ

イントは，山梨県が最も大きく，茨城県，千葉県，栃木県，埼玉県，長野県，群馬県，神
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奈川県と続く．他方で，転入超過率が低下したのは東京都と滋賀県のわずか2都県のみで

ある．次に2020年と2021年を比較すると，転入超過率が上昇したのは35府県となっている．

東京都以外の東京圏やその近郊では，転入超過率の上昇ポイントが相対的に大きいが，そ

れ以外の都道県では転入超過率が低下している地域もある．これらの道県では再度東京圏

への転出超過の傾向が強まり始めている可能性がある．

4. 転入超過率（対都道府県外）（年齢別）

続いて年齢別に転入超過率（対都道府県外）をみる．ここでは移動が盛んな若年層に当

たる15～19歳，20～24歳，25～29歳についてその傾向を確認する．2019年と2021年を比較

して，転入超過率が上昇したのは15～19歳で23都道府県，20～24歳で27道府県，25～29歳

で37道府県である．年齢層が高くなるほど，転入超過率が上昇した都道府県も多くなって

いることがわかる．また，20～24歳，25～29歳では東京都の転入超過率が低下しているが，

15～19歳ではむしろ上昇している．このほか京都府，石川県，神奈川県などで相対的に高

い転入超過率を維持している．15～19歳は大学をはじめとする高等教育機関への進学者を

含む年齢層である．高等教育機関の学生は「住基移動」で把握できない者も多いため，一

定の留保が必要だが，これらの傾向から，東京都をはじめとする高等教育機関への進学移

動がコロナ禍においても頑強であったことを推察できる１）．

5. 転入超過率（対東京圏）（年齢別）

総数と同様に，年齢別においても対東京圏の転入超過率について確認しておきたい．

2019年と2021年を比較すると，転入超過率が上昇したのは，20～24歳においては41道府県，

25～29歳においては44道府県である．しかし，15～19歳では転入超過率が上昇したのは23

道府県となっている．20～24歳と25～29歳と比較して15～19歳では対東京圏の転入超過率

が上昇した道府県が少なかったといえる（図1（1）対東京圏参照）．

※本資料の移動率の計算と表の作成には中條健実氏の協力を得た．記して感謝申し上げる．

参照文献

石川義孝（2021）「コロナ禍は東京一極集中を変えるか？」『学術の動向』第26巻第11号，pp.68-71.

小坪将輝・中谷友樹（2022）「コロナ禍における東京都区部からの転出者分布パターンの変化」E-journalGEO,

17巻1号,pp.112-122.

Fielding,A.J.andIshikawa,Y.(2021）"COVID-19andmigration:Aresearchnoteontheeffectsof

COVID-19oninternalmigrationratesandpatternsinJapan,"Population,SpaceandPlace,vol.27,

no.6e2499.

―579―

1）例えば，『学校基本調査』によれば，東京都外に所在する高校（出身高校の所在地が「その他」は除く）か

ら東京都に所在する大学に入学した者は，2019年が93,209人，2020年が94,296人，2021年が94,585人であった．
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表１ 都道府県別の転入率（男女総数）：2019，2021年
（％）

都道府
県

年齢計 15-19歳

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 1） 2.02 1.96 - - 0.43 0.45 0.13 0.12 0.21 0.20 2.60 2.56 - - 0.35 0.34 0.16 0.15 0.20 0.21

北海道 0.99 1.00 - - 0.46 0.48 0.06 0.06 0.09 0.10 1.72 1.92 - - 0.66 0.72 0.13 0.12 0.13 0.17

青 森 1.35 1.34 0.44 0.41 0.48 0.49 0.04 0.04 0.06 0.05 2.53 2.75 0.89 0.97 0.73 0.78 0.08 0.03 0.23 0.22

岩 手 1.41 1.39 0.59 0.61 0.42 0.41 0.10 0.05 0.04 0.04 1.91 2.18 0.99 1.33 0.45 0.39 0.06 0.05 0.03 0.04

宮 城 2.06 2.02 0.83 0.82 0.64 0.63 0.07 0.07 0.09 0.08 3.43 4.05 2.19 2.77 0.56 0.55 0.05 0.05 0.09 0.09

秋 田 1.12 1.12 0.45 0.44 0.39 0.39 0.03 0.03 0.04 0.04 1.64 2.11 0.67 0.93 0.44 0.40 0.06 0.12 0.07 0.10

山 形 1.20 1.20 0.49 0.48 0.38 0.37 0.04 0.03 0.04 0.04 2.51 2.69 1.22 1.38 0.55 0.45 0.07 0.09 0.04 0.04

福 島 1.36 1.32 0.38 0.37 0.51 0.50 0.04 0.04 0.05 0.06 1.53 1.56 0.51 0.64 0.50 0.41 0.04 0.03 0.04 0.04

茨 城 1.80 1.95 1.22 1.33 1.00 1.11 0.07 0.08 0.09 0.09 2.14 2.04 1.18 1.06 0.90 0.81 0.11 0.07 0.12 0.12

栃 木 1.84 1.86 1.23 1.25 0.83 0.86 0.09 0.09 0.07 0.07 2.04 2.12 1.11 1.13 0.66 0.61 0.08 0.08 0.06 0.06

群 馬 1.71 1.76 1.21 1.23 0.85 0.92 0.08 0.08 0.07 0.07 2.15 2.08 1.25 1.17 0.70 0.71 0.09 0.09 0.11 0.07

埼 玉 2.62 2.57 1.81 1.83 1.44 1.50 0.10 0.09 0.14 0.13 2.93 2.56 1.57 1.24 1.08 0.79 0.12 0.10 0.10 0.09

千 葉 2.62 2.53 1.66 1.69 1.37 1.44 0.12 0.11 0.19 0.17 3.02 2.50 1.39 1.12 0.95 0.75 0.15 0.10 0.14 0.12

東 京 3.40 3.04 1.83 1.65 1.53 1.39 0.20 0.18 0.37 0.33 4.53 4.38 1.74 1.51 1.21 0.93 0.25 0.26 0.33 0.34

神奈川 2.59 2.56 1.52 1.58 1.31 1.40 0.14 0.13 0.21 0.20 3.03 2.88 1.23 1.14 0.86 0.79 0.15 0.14 0.17 0.17

新 潟 1.00 1.01 0.06 0.06 0.44 0.46 0.04 0.04 0.06 0.06 1.46 1.87 0.10 0.12 0.44 0.44 0.06 0.07 0.07 0.08

富 山 1.28 1.24 0.33 0.30 0.32 0.33 0.19 0.17 0.15 0.14 1.45 1.49 0.37 0.42 0.21 0.18 0.35 0.34 0.15 0.15

石 川 1.68 1.69 0.41 0.38 0.37 0.41 0.25 0.23 0.24 0.24 3.43 3.84 0.83 0.93 0.46 0.50 0.56 0.56 0.39 0.42

福 井 1.24 1.44 0.25 0.26 0.21 0.25 0.18 0.24 0.30 0.31 1.11 1.21 0.26 0.20 0.12 0.12 0.21 0.29 0.20 0.26

山 梨 1.69 1.94 1.12 1.28 0.90 1.07 0.09 0.11 0.08 0.10 3.18 3.32 1.53 1.58 1.00 1.07 0.25 0.22 0.19 0.14

長 野 1.36 1.51 0.77 0.86 0.62 0.70 0.17 0.17 0.09 0.11 1.30 1.31 0.59 0.58 0.42 0.41 0.20 0.20 0.08 0.10

岐 阜 1.55 1.48 0.86 0.79 0.21 0.22 0.80 0.74 0.13 0.13 1.57 1.35 0.80 0.65 0.16 0.12 0.73 0.57 0.12 0.10

静 岡 1.57 1.53 0.36 0.32 0.63 0.64 0.36 0.32 0.13 0.13 1.86 1.59 0.43 0.30 0.65 0.59 0.43 0.30 0.12 0.11

愛 知 1.71 1.59 0.53 0.48 0.40 0.39 0.39 0.34 0.23 0.22 2.17 1.83 0.75 0.60 0.18 0.15 0.56 0.41 0.16 0.16

三 重 1.73 1.69 0.69 0.64 0.26 0.27 0.63 0.58 0.32 0.31 2.09 1.62 0.87 0.64 0.16 0.16 0.81 0.58 0.35 0.27

滋 賀 2.14 2.08 1.03 1.04 0.29 0.27 0.30 0.26 1.01 1.02 2.68 2.42 1.08 0.86 0.32 0.25 0.40 0.34 1.03 0.83

京 都 2.30 2.25 1.07 1.04 0.40 0.41 0.17 0.17 0.84 0.82 4.03 4.49 1.23 1.24 0.47 0.55 0.37 0.40 0.93 0.94

大 阪 1.99 1.90 0.79 0.76 0.41 0.41 0.17 0.16 0.66 0.64 2.10 2.20 0.68 0.66 0.17 0.17 0.16 0.17 0.52 0.50

兵 庫 1.70 1.66 0.74 0.72 0.30 0.31 0.11 0.11 0.68 0.66 1.81 1.86 0.62 0.55 0.16 0.17 0.11 0.11 0.52 0.45

奈 良 1.77 1.83 1.05 1.10 0.24 0.25 0.15 0.14 0.97 1.03 2.50 2.31 1.11 1.00 0.21 0.19 0.29 0.23 0.95 0.87

和歌山 1.20 1.25 0.69 0.72 0.16 0.17 0.10 0.11 0.67 0.70 1.26 1.37 0.71 0.76 0.11 0.11 0.14 0.12 0.67 0.74

鳥 取 1.54 1.60 0.57 0.58 0.22 0.25 0.07 0.07 0.36 0.39 2.36 2.70 0.87 0.98 0.19 0.21 0.10 0.14 0.55 0.67

島 根 1.60 1.60 0.69 0.64 0.22 0.23 0.07 0.09 0.29 0.28 3.07 3.20 1.28 1.15 0.28 0.32 0.14 0.16 0.61 0.68

岡 山 1.58 1.54 0.43 0.38 0.25 0.25 0.09 0.09 0.35 0.35 2.22 2.24 0.72 0.62 0.17 0.14 0.10 0.12 0.37 0.41

広 島 1.69 1.61 0.46 0.42 0.32 0.33 0.09 0.08 0.27 0.27 2.48 2.56 0.82 0.80 0.19 0.19 0.09 0.09 0.26 0.32

山 口 1.68 1.64 0.45 0.42 0.26 0.28 0.07 0.07 0.20 0.20 3.78 3.85 0.80 0.67 0.29 0.31 0.16 0.16 0.44 0.37

徳 島 1.25 1.30 0.32 0.30 0.20 0.22 0.05 0.06 0.34 0.36 1.61 1.91 0.44 0.50 0.15 0.15 0.06 0.11 0.45 0.58

香 川 1.80 1.72 0.50 0.44 0.30 0.30 0.08 0.08 0.35 0.35 1.98 1.73 0.74 0.60 0.17 0.12 0.12 0.08 0.34 0.36

愛 媛 1.31 1.37 0.30 0.27 0.25 0.26 0.06 0.06 0.22 0.25 1.86 2.19 0.43 0.51 0.20 0.18 0.05 0.09 0.27 0.34

高 知 1.27 1.33 0.33 0.33 0.23 0.26 0.06 0.07 0.28 0.30 2.22 2.73 0.51 0.57 0.21 0.27 0.16 0.23 0.55 0.68

福 岡 2.06 2.00 0.86 0.79 0.44 0.45 0.10 0.09 0.20 0.20 3.45 3.52 2.17 2.21 0.25 0.21 0.07 0.07 0.16 0.16

佐 賀 1.99 1.96 1.33 1.29 0.24 0.24 0.07 0.07 0.11 0.12 2.69 2.35 2.02 1.86 0.19 0.13 0.09 0.06 0.10 0.11

長 崎 1.61 1.62 0.79 0.81 0.29 0.30 0.08 0.07 0.14 0.14 2.70 2.80 1.70 1.73 0.27 0.23 0.11 0.08 0.18 0.21

熊 本 1.62 1.66 0.89 0.88 0.26 0.29 0.07 0.08 0.13 0.13 2.24 2.20 1.57 1.58 0.20 0.18 0.08 0.08 0.12 0.11

大 分 1.65 1.65 0.91 0.85 0.25 0.29 0.06 0.07 0.13 0.14 2.67 2.64 1.70 1.68 0.24 0.28 0.08 0.07 0.16 0.16

宮 崎 1.67 1.66 0.82 0.79 0.31 0.33 0.09 0.09 0.15 0.15 2.84 2.87 1.58 1.59 0.42 0.36 0.13 0.12 0.17 0.24

鹿児島 1.64 1.64 0.75 0.70 0.34 0.37 0.09 0.08 0.19 0.20 2.52 2.63 1.44 1.49 0.32 0.28 0.11 0.12 0.23 0.22

沖 縄 1.96 1.81 - - 0.70 0.71 0.17 0.15 0.25 0.25 1.73 1.76 - - 0.40 0.35 0.14 0.14 0.19 0.19

資料：総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』,総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』

率は外国人を含む総人口について.分母となる人口の総数には年齢不詳を案分した人数を含む.1）全国の「都道府県外」は都道府県間の移動率.各大都市圏の値は各
大都市圏からの転入率.分母は当該大都市圏以外の人口.2）「地域ブロック内から」の値は各都道府県が所在する地域ブロック内からの転入率（都道府県内移動はの
ぞく）.例えば鳥取県の転入率は鳥取県を除く中国地方各県からの転入数を鳥取県の人口で割ったもの.

地域ブロック 北海道：北海道 東北：青森県,岩手県,宮城県,秋田県,山形県,福島県 関東：茨城県,栃木県,群馬県,埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県,山梨
県,長野県 北陸：新潟県,富山県,石川県,福井県 東海：岐阜県,静岡県,愛知県,三重県 近畿：滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県 中国：鳥取
県,島根県,岡山県,広島県,山口県 四国：徳島県,香川県,愛媛県,高知県 九州：福岡県,佐賀県,長崎県,熊本県,大分県,宮崎県,鹿児島県 沖縄：沖縄県

大都市圏 東京圏：埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県 名古屋圏：岐阜県,愛知県,三重県 大阪圏：京都府,大阪府,兵庫県,奈良県
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表１ 都道府県別の転入率（男女総数）：2019，2021年（つづき）
（％）

都道府
県

20-24歳 25-29歳

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

都道府県外
から

地域ブロッ
ク内から2）

東京圏
から

名古屋圏
から

大阪圏
から

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 1） 8.99 8.89 - - 1.70 1.74 0.57 0.56 0.97 0.99 7.69 7.73 - - 1.66 1.77 0.50 0.49 0.80 0.81

北海道 4.21 4.43 - - 1.85 1.99 0.24 0.25 0.42 0.48 3.42 3.64 - - 1.59 1.74 0.24 0.23 0.30 0.40

青 森 6.49 6.88 2.19 2.14 2.52 2.63 0.12 0.13 0.28 0.35 5.10 5.37 1.63 1.69 1.93 2.03 0.17 0.16 0.18 0.19

岩 手 6.65 7.60 2.98 3.54 2.05 2.08 0.26 0.24 0.17 0.25 5.62 5.60 2.24 2.37 1.82 1.73 0.33 0.24 0.19 0.18

宮 城 8.92 9.20 4.18 4.44 2.46 2.50 0.24 0.23 0.40 0.37 6.70 6.74 2.43 2.43 2.27 2.33 0.27 0.25 0.33 0.33

秋 田 6.32 6.53 2.55 2.73 2.03 2.11 0.18 0.16 0.26 0.28 4.98 5.38 2.02 2.03 1.84 2.01 0.18 0.19 0.14 0.17

山 形 6.08 6.29 2.54 2.61 1.88 1.97 0.15 0.14 0.18 0.17 4.94 5.22 1.84 1.98 1.62 1.70 0.17 0.16 0.17 0.18

福 島 5.90 5.85 1.72 1.74 2.28 2.19 0.17 0.18 0.22 0.23 5.24 5.17 1.40 1.38 2.05 2.00 0.19 0.18 0.20 0.24

茨 城 7.37 7.89 4.80 5.01 3.86 4.11 0.33 0.33 0.40 0.41 6.97 8.08 4.86 5.50 4.02 4.55 0.30 0.39 0.37 0.42

栃 木 8.71 8.60 5.60 5.37 3.90 3.79 0.39 0.45 0.38 0.39 7.33 7.88 4.99 5.45 3.43 3.70 0.38 0.42 0.35 0.34

群 馬 7.59 7.65 5.27 4.97 3.58 3.72 0.32 0.38 0.41 0.38 6.70 7.44 4.76 5.13 3.34 3.77 0.34 0.40 0.30 0.35

埼 玉 10.8310.27 6.98 6.60 5.08 4.86 0.44 0.42 0.61 0.6010.3110.42 7.69 7.96 6.24 6.69 0.38 0.36 0.52 0.48

千 葉 10.6910.15 6.10 5.92 4.69 4.66 0.52 0.51 0.87 0.81 9.94 9.91 6.93 7.06 5.80 6.08 0.44 0.42 0.71 0.64

東 京 15.8315.04 7.50 7.18 5.67 5.48 0.93 0.94 1.73 1.7111.2710.40 6.74 6.29 5.84 5.54 0.66 0.62 1.23 1.15

神奈川 11.4411.06 5.90 5.71 4.69 4.62 0.62 0.63 0.95 0.99 9.9610.05 6.55 6.87 5.83 6.25 0.51 0.51 0.74 0.74

新 潟 5.05 5.25 0.36 0.34 2.22 2.27 0.19 0.19 0.29 0.34 3.99 4.22 0.24 0.28 1.85 2.02 0.20 0.19 0.24 0.23

富 山 5.69 5.90 1.51 1.45 1.25 1.50 0.96 0.77 0.72 0.76 5.04 5.37 1.33 1.28 1.28 1.37 0.71 0.81 0.55 0.65

石 川 6.39 6.47 1.53 1.46 1.23 1.45 1.05 0.88 0.96 1.01 6.11 6.62 1.69 1.58 1.33 1.71 0.82 0.81 0.99 0.97

福 井 5.12 6.30 1.07 1.02 0.83 1.07 0.80 0.94 1.26 1.54 5.11 6.09 1.01 1.13 0.85 1.01 0.72 1.04 1.25 1.33

山 梨 6.55 7.76 4.25 4.76 3.42 3.89 0.33 0.38 0.36 0.44 6.49 7.58 4.45 5.13 3.63 4.32 0.41 0.44 0.29 0.40

長 野 6.05 6.60 3.32 3.47 2.50 2.71 0.85 0.79 0.38 0.59 5.51 6.32 3.06 3.51 2.43 2.78 0.73 0.73 0.40 0.47

岐 阜 6.33 6.13 3.36 3.04 0.84 0.91 3.11 2.79 0.63 0.67 6.62 6.58 3.77 3.60 0.91 1.01 3.54 3.34 0.59 0.59

静 岡 7.59 7.29 1.70 1.61 2.94 2.71 1.70 1.61 0.70 0.72 6.11 6.22 1.55 1.36 2.37 2.56 1.55 1.36 0.55 0.57

愛 知 7.30 6.91 2.26 2.13 1.56 1.46 1.72 1.58 1.04 0.97 6.11 5.89 2.00 1.88 1.49 1.45 1.53 1.41 0.89 0.85

三 重 7.57 7.43 3.06 2.71 1.11 1.22 2.81 2.46 1.54 1.42 7.14 7.44 3.09 3.02 1.13 1.17 2.83 2.76 1.28 1.31

滋 賀 8.44 8.01 3.91 3.75 1.15 1.01 1.18 1.02 3.82 3.65 8.45 8.69 4.31 4.52 1.09 1.17 1.19 1.12 4.25 4.45

京 都 10.1210.22 4.28 4.25 1.55 1.61 0.78 0.78 3.37 3.31 8.35 8.68 4.28 4.52 1.49 1.55 0.58 0.63 3.38 3.59

大 阪 8.61 8.57 3.33 3.41 1.43 1.43 0.72 0.67 2.65 2.77 7.64 7.38 3.37 3.31 1.62 1.62 0.65 0.61 2.84 2.83

兵 庫 6.85 6.92 2.75 2.75 1.01 1.03 0.43 0.49 2.44 2.45 6.82 6.97 3.26 3.38 1.18 1.25 0.47 0.49 3.02 3.15

奈 良 5.79 6.14 3.12 3.31 0.85 0.90 0.57 0.51 2.81 3.01 6.81 7.40 4.19 4.63 0.91 0.96 0.57 0.56 3.90 4.34

和歌山 4.97 5.47 2.92 3.15 0.55 0.60 0.42 0.52 2.79 3.01 5.21 5.47 3.13 3.19 0.69 0.74 0.45 0.43 3.00 3.09

鳥 取 6.85 7.17 2.70 2.63 0.83 0.88 0.22 0.23 1.68 2.13 6.07 6.06 2.28 2.35 0.89 0.94 0.22 0.25 1.37 1.41

島 根 7.15 7.22 3.30 3.21 0.84 0.77 0.25 0.35 1.31 1.32 6.09 6.41 2.70 2.85 0.93 0.94 0.17 0.31 1.06 1.03

岡 山 6.93 6.91 1.97 1.89 0.86 0.85 0.35 0.29 1.55 1.62 5.67 5.64 1.57 1.48 0.86 0.92 0.35 0.33 1.30 1.29

広 島 6.89 7.05 2.00 1.93 1.12 1.17 0.30 0.33 1.19 1.32 5.89 5.90 1.51 1.57 1.18 1.24 0.36 0.32 1.03 1.01

山 口 8.00 8.03 2.31 2.07 0.99 1.11 0.32 0.32 1.06 1.11 6.59 6.44 1.84 1.80 1.03 1.07 0.28 0.27 0.78 0.76

徳 島 5.54 6.24 1.40 1.48 0.66 0.83 0.20 0.30 1.62 1.93 4.97 5.26 1.17 1.27 0.87 0.85 0.18 0.26 1.48 1.45

香 川 7.46 7.39 1.98 1.96 1.03 1.04 0.32 0.29 1.66 1.64 6.54 6.53 1.74 1.62 1.05 1.13 0.26 0.27 1.40 1.41

愛 媛 5.71 6.48 1.24 1.25 0.99 0.98 0.27 0.28 1.01 1.26 4.92 5.55 1.08 1.05 0.96 1.07 0.26 0.26 0.84 1.05

高 知 6.00 6.88 1.52 1.61 0.91 1.06 0.30 0.36 1.55 1.83 5.15 5.21 1.30 1.28 1.09 1.07 0.24 0.27 1.17 1.22

福 岡 8.50 8.64 4.11 3.99 1.42 1.45 0.30 0.31 0.79 0.82 6.45 6.50 2.53 2.40 1.52 1.62 0.32 0.33 0.68 0.72

佐 賀 8.06 8.86 5.38 5.81 0.91 1.12 0.33 0.28 0.48 0.59 7.24 7.78 4.95 5.12 0.89 0.99 0.23 0.29 0.44 0.50

長 崎 7.25 7.95 3.95 4.30 1.07 1.24 0.33 0.34 0.59 0.72 6.05 6.63 3.09 3.41 1.06 1.18 0.29 0.32 0.50 0.60

熊 本 7.16 7.80 4.17 4.47 1.02 1.17 0.36 0.33 0.55 0.65 5.80 6.46 3.30 3.36 0.94 1.21 0.22 0.34 0.44 0.50

大 分 7.22 7.26 4.07 4.07 0.94 1.07 0.27 0.27 0.59 0.63 6.29 6.51 3.57 3.31 1.04 1.16 0.22 0.28 0.48 0.54

宮 崎 8.30 8.07 4.18 4.00 1.54 1.43 0.41 0.37 0.75 0.88 6.27 6.69 3.22 3.27 1.23 1.42 0.30 0.29 0.55 0.53

鹿児島 7.89 8.08 3.92 3.75 1.45 1.59 0.39 0.35 0.90 1.00 5.87 6.19 2.91 2.70 1.15 1.35 0.36 0.31 0.56 0.71

沖 縄 6.92 6.44 - - 2.36 2.28 0.67 0.51 1.07 1.06 6.29 5.89 - - 2.29 2.35 0.59 0.49 0.92 0.87
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表２ 都道府県別の転出率（男女総数）：2019，2021年
（％）

都道府
県

年齢計 15-19歳

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 1） 2.02 1.96 - - 0.59 0.54 0.12 0.11 0.20 0.20 2.60 2.56 - - 0.92 0.91 0.15 0.13 0.30 0.32

北海道 1.10 1.04 - - 0.58 0.53 0.06 0.06 0.09 0.10 1.98 2.09 - - 1.14 1.12 0.09 0.08 0.20 0.24

青 森 1.81 1.68 0.52 0.53 0.77 0.65 0.05 0.05 0.07 0.06 5.71 5.90 1.46 1.99 2.97 2.54 0.12 0.10 0.22 0.18

岩 手 1.78 1.64 0.74 0.67 0.65 0.56 0.05 0.06 0.05 0.05 4.67 4.97 1.63 1.83 2.18 2.00 0.06 0.07 0.08 0.11

宮 城 2.14 2.05 0.62 0.62 0.92 0.84 0.08 0.08 0.11 0.10 3.08 3.48 1.05 1.24 1.37 1.48 0.06 0.05 0.13 0.16

秋 田 1.51 1.42 0.52 0.55 0.64 0.53 0.05 0.04 0.05 0.05 5.27 5.94 1.67 2.29 2.60 2.34 0.08 0.07 0.12 0.15

山 形 1.58 1.47 0.56 0.54 0.64 0.55 0.04 0.04 0.05 0.04 4.17 4.92 1.22 1.45 2.04 2.21 0.06 0.07 0.11 0.12

福 島 1.72 1.65 0.39 0.41 0.78 0.70 0.05 0.05 0.06 0.06 3.02 3.55 0.64 0.86 1.55 1.72 0.06 0.05 0.09 0.10

茨 城 2.05 1.88 1.50 1.33 1.26 1.10 0.07 0.07 0.08 0.09 2.78 2.71 2.03 1.95 1.69 1.60 0.06 0.06 0.10 0.10

栃 木 2.13 1.88 1.55 1.33 1.12 0.94 0.08 0.08 0.08 0.08 3.08 2.68 2.26 1.91 1.67 1.43 0.08 0.05 0.11 0.13

群 馬 1.82 1.74 1.36 1.27 1.07 0.98 0.07 0.08 0.07 0.07 2.11 2.18 1.61 1.61 1.31 1.32 0.06 0.05 0.07 0.10

埼 玉 2.26 2.19 1.64 1.56 1.35 1.25 0.08 0.08 0.12 0.11 1.90 1.77 1.23 1.08 0.98 0.82 0.05 0.06 0.09 0.10

千 葉 2.47 2.27 1.70 1.56 1.43 1.29 0.10 0.09 0.16 0.15 2.72 1.93 1.72 1.28 1.35 1.01 0.12 0.06 0.13 0.11

東 京 2.79 3.00 1.77 1.94 1.55 1.69 0.13 0.12 0.24 0.25 1.92 1.73 1.24 1.04 1.07 0.86 0.05 0.05 0.14 0.15

神奈川 2.27 2.22 1.47 1.42 1.31 1.25 0.11 0.10 0.16 0.16 1.68 1.58 0.96 0.82 0.83 0.68 0.04 0.05 0.09 0.11

新 潟 1.32 1.27 0.06 0.07 0.74 0.66 0.05 0.05 0.07 0.07 2.57 3.08 0.14 0.21 1.56 1.83 0.06 0.07 0.15 0.21

富 山 1.50 1.42 0.35 0.33 0.47 0.43 0.19 0.18 0.18 0.17 2.25 2.54 0.65 0.64 0.65 0.81 0.27 0.32 0.25 0.29

石 川 1.91 1.79 0.34 0.34 0.56 0.51 0.27 0.23 0.29 0.26 2.39 2.53 0.34 0.37 0.77 0.74 0.30 0.27 0.43 0.50

福 井 1.67 1.66 0.31 0.27 0.36 0.36 0.25 0.26 0.39 0.39 2.19 2.35 0.51 0.51 0.43 0.48 0.28 0.29 0.54 0.56

山 梨 2.04 1.86 1.42 1.26 1.20 1.06 0.10 0.11 0.09 0.08 2.91 2.95 1.99 2.04 1.68 1.80 0.20 0.16 0.13 0.16

長 野 1.56 1.51 0.94 0.88 0.79 0.72 0.18 0.18 0.10 0.11 2.86 3.34 1.81 2.02 1.52 1.68 0.31 0.37 0.20 0.25

岐 阜 1.88 1.74 1.01 0.92 0.34 0.31 0.95 0.86 0.16 0.15 2.72 2.36 1.39 1.04 0.47 0.47 1.29 0.99 0.23 0.24

静 岡 1.74 1.64 0.36 0.33 0.81 0.75 0.36 0.33 0.13 0.13 2.76 3.06 0.48 0.47 1.29 1.45 0.48 0.47 0.23 0.26

愛 知 1.74 1.63 0.47 0.42 0.56 0.52 0.32 0.30 0.23 0.23 1.81 1.63 0.48 0.37 0.52 0.47 0.32 0.25 0.23 0.24

三 重 2.08 1.86 0.80 0.72 0.38 0.36 0.74 0.65 0.39 0.33 2.90 2.54 1.22 0.84 0.48 0.47 1.14 0.78 0.58 0.57

滋 賀 2.07 2.00 0.98 0.89 0.35 0.36 0.27 0.29 0.96 0.87 2.32 2.28 1.09 1.01 0.29 0.25 0.33 0.33 1.06 1.00

京 都 2.40 2.41 1.19 1.18 0.51 0.49 0.15 0.15 0.93 0.91 2.28 2.37 0.93 0.89 0.47 0.48 0.15 0.14 0.75 0.71

大 阪 1.89 1.84 0.70 0.69 0.55 0.50 0.15 0.14 0.59 0.59 1.54 1.50 0.60 0.53 0.33 0.36 0.11 0.09 0.48 0.43

兵 庫 1.81 1.75 0.78 0.77 0.46 0.41 0.11 0.11 0.72 0.71 1.80 1.77 0.74 0.70 0.39 0.37 0.09 0.08 0.65 0.62

奈 良 2.02 1.92 1.17 1.10 0.34 0.31 0.17 0.16 1.08 1.01 2.24 2.40 1.14 1.15 0.34 0.34 0.22 0.24 1.00 1.00

和歌山 1.55 1.46 0.93 0.86 0.26 0.23 0.12 0.11 0.90 0.83 2.57 2.48 1.55 1.55 0.37 0.28 0.25 0.17 1.47 1.51

鳥 取 1.81 1.78 0.58 0.55 0.35 0.32 0.08 0.09 0.47 0.45 3.78 3.78 1.00 1.05 0.62 0.56 0.15 0.17 1.44 1.34

島 根 1.88 1.77 0.76 0.70 0.31 0.29 0.11 0.09 0.33 0.32 4.05 4.98 1.59 1.76 0.66 0.74 0.15 0.13 0.91 1.35

岡 山 1.79 1.71 0.39 0.38 0.38 0.34 0.10 0.10 0.46 0.43 2.77 2.55 0.57 0.51 0.48 0.47 0.16 0.12 0.80 0.79

広 島 1.97 1.87 0.46 0.42 0.50 0.46 0.10 0.11 0.36 0.34 2.85 2.67 0.75 0.57 0.59 0.57 0.10 0.11 0.55 0.62

山 口 1.95 1.86 0.47 0.43 0.39 0.35 0.09 0.08 0.22 0.22 4.39 4.70 0.97 1.00 0.75 0.75 0.25 0.22 0.49 0.56

徳 島 1.70 1.54 0.38 0.34 0.33 0.29 0.09 0.08 0.50 0.44 3.28 2.95 0.59 0.50 0.51 0.48 0.28 0.17 1.17 1.02

香 川 1.97 1.91 0.43 0.39 0.40 0.39 0.08 0.09 0.46 0.44 2.64 3.00 0.45 0.53 0.50 0.51 0.09 0.11 0.75 0.96

愛 媛 1.62 1.58 0.30 0.28 0.36 0.35 0.08 0.08 0.33 0.32 3.58 4.10 0.49 0.50 0.62 0.73 0.25 0.21 0.88 1.07

高 知 1.61 1.54 0.38 0.35 0.37 0.33 0.08 0.08 0.37 0.37 4.17 4.17 0.66 0.69 0.90 0.83 0.30 0.26 1.24 1.42

福 岡 2.01 1.88 0.68 0.65 0.58 0.52 0.10 0.10 0.22 0.22 2.86 2.76 1.00 0.89 0.75 0.74 0.19 0.14 0.32 0.37

佐 賀 2.20 2.11 1.39 1.34 0.34 0.31 0.08 0.08 0.14 0.14 4.77 4.55 2.48 2.58 0.80 0.74 0.39 0.27 0.39 0.41

長 崎 2.14 2.06 1.11 1.09 0.42 0.39 0.10 0.09 0.17 0.16 6.04 6.08 2.94 3.23 1.14 1.03 0.48 0.34 0.55 0.53

熊 本 1.84 1.70 0.94 0.86 0.39 0.35 0.09 0.08 0.16 0.14 4.15 3.88 1.94 1.78 0.81 0.83 0.42 0.30 0.40 0.39

大 分 1.91 1.82 0.99 0.95 0.38 0.34 0.07 0.07 0.16 0.16 3.52 3.78 1.78 1.92 0.68 0.62 0.17 0.17 0.37 0.40

宮 崎 1.91 1.80 0.92 0.87 0.44 0.39 0.10 0.09 0.18 0.17 5.97 6.20 2.42 2.82 1.51 1.47 0.55 0.38 0.67 0.67

鹿児島 1.89 1.73 0.84 0.79 0.46 0.39 0.10 0.09 0.21 0.19 6.53 6.29 2.81 2.84 1.66 1.32 0.45 0.35 0.79 0.89

沖 縄 1.91 1.82 - - 0.74 0.68 0.17 0.15 0.24 0.22 3.57 3.53 - - 1.38 1.28 0.34 0.28 0.46 0.46

資料：総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』,総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』

率は外国人を含む総人口について.分母となる人口の総数には年齢不詳を案分した人数を含む.地域ブロック,大都市圏の構成は表1参照.1）全国の「都
道府県外」は都道府県間の移動率.各大都市圏の値は各大都市圏への転出率.分母は当該大都市圏以外の人口.2）「地域ブロック内から」の値は各都道府
県が所在する地域ブロック内への転出率.例えば鳥取県の転出率は鳥取県を除く中国地方各県への転出数を鳥取県の人口で割ったもの.
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表２ 都道府県別の転出率（男女総数）：2019，2021年（つづき）
（％）

都道府
県

20-24歳 25-29歳

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

都道府県外
へ

地域ブロッ
ク内へ2） 東京圏へ 名古屋圏へ 大阪圏へ

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 1） 8.99 8.89 - - 3.51 3.33 0.53 0.52 0.96 0.97 7.69 7.73 - - 2.31 2.19 0.45 0.45 0.74 0.73

北海道 5.69 5.82 - - 3.50 3.38 0.30 0.35 0.46 0.51 3.97 3.93 - - 2.12 2.03 0.27 0.25 0.40 0.38

青 森 11.9411.40 2.93 3.17 6.21 5.38 0.22 0.28 0.33 0.36 6.00 5.92 1.81 1.82 2.34 2.16 0.17 0.26 0.32 0.21

岩 手 11.1311.33 4.18 4.05 5.05 4.94 0.21 0.34 0.27 0.29 6.28 6.06 2.63 2.47 2.19 1.93 0.22 0.21 0.21 0.24

宮 城 9.61 9.90 2.73 2.88 4.85 4.65 0.27 0.31 0.37 0.41 7.41 7.42 2.04 2.10 3.25 3.15 0.30 0.29 0.41 0.39

秋 田 11.5411.58 3.26 3.77 5.96 5.40 0.31 0.30 0.33 0.33 5.63 5.31 1.95 2.05 2.35 1.93 0.19 0.20 0.19 0.22

山 形 10.7810.57 3.16 3.41 5.56 4.94 0.22 0.23 0.27 0.25 5.95 5.66 2.23 2.31 2.22 1.88 0.18 0.20 0.22 0.22

福 島 10.2410.21 1.86 2.09 5.94 5.55 0.23 0.23 0.25 0.31 6.16 6.07 1.42 1.50 2.75 2.50 0.20 0.19 0.23 0.27

茨 城 10.77 9.90 8.44 7.51 7.34 6.62 0.30 0.32 0.35 0.41 8.62 8.02 6.47 5.82 5.50 4.85 0.28 0.31 0.34 0.41

栃 木 11.34 9.89 8.75 7.60 6.90 6.11 0.40 0.33 0.33 0.33 8.50 8.06 6.34 5.77 4.67 4.08 0.35 0.37 0.36 0.33

群 馬 9.9410.03 7.86 7.80 6.58 6.50 0.29 0.35 0.30 0.35 7.45 7.66 5.59 5.63 4.48 4.26 0.34 0.38 0.30 0.30

埼 玉 9.02 8.97 6.73 6.60 5.67 5.47 0.35 0.35 0.43 0.43 9.46 9.43 7.40 7.27 6.37 6.11 0.30 0.31 0.44 0.44

千 葉 10.42 9.61 7.32 6.82 6.25 5.80 0.42 0.42 0.57 0.5610.40 9.73 7.71 7.28 6.71 6.29 0.38 0.37 0.60 0.55

東 京 8.60 8.73 5.35 5.39 4.57 4.59 0.45 0.44 0.78 0.79 8.94 9.55 6.03 6.57 5.39 5.89 0.41 0.39 0.76 0.76

神奈川 8.39 8.31 5.55 5.42 4.95 4.79 0.42 0.40 0.55 0.59 8.97 9.04 6.48 6.49 5.97 5.91 0.40 0.38 0.53 0.56

新 潟 9.12 9.34 0.35 0.37 6.18 5.86 0.29 0.35 0.39 0.45 4.91 4.92 0.22 0.28 2.75 2.38 0.26 0.24 0.28 0.32

富 山 8.20 8.28 1.49 1.36 3.30 3.33 1.11 1.10 0.97 1.03 6.69 6.32 1.55 1.47 2.13 1.85 0.85 0.87 0.85 0.74

石 川 9.54 9.44 1.47 1.41 3.39 3.31 1.35 1.30 1.45 1.49 7.23 6.99 1.34 1.39 2.26 2.10 1.02 0.92 1.07 0.99

福 井 8.76 9.45 1.20 1.15 2.51 2.56 1.41 1.57 2.28 2.58 6.41 6.85 1.28 1.16 1.50 1.60 0.95 1.09 1.41 1.51

山 梨 12.0210.91 8.85 7.98 7.72 7.05 0.54 0.49 0.45 0.43 8.08 7.43 5.74 5.13 4.87 4.32 0.38 0.41 0.32 0.36

長 野 9.28 9.67 6.38 6.40 5.65 5.63 1.03 1.12 0.56 0.63 6.18 6.11 3.77 3.57 3.19 2.82 0.74 0.75 0.41 0.43

岐 阜 9.59 9.20 4.87 4.52 2.29 2.20 4.53 4.21 0.92 0.93 8.50 8.14 4.99 4.59 1.50 1.43 4.72 4.34 0.67 0.70

静 岡 9.08 8.82 1.59 1.59 5.13 4.88 1.59 1.59 0.60 0.61 6.58 6.57 1.41 1.43 3.12 3.04 1.41 1.43 0.55 0.55

愛 知 6.56 6.29 1.75 1.57 2.31 2.29 1.19 1.05 0.82 0.85 6.14 6.04 1.72 1.57 2.05 2.05 1.19 1.13 0.83 0.84

三 重 9.79 9.30 3.93 3.67 2.10 2.16 3.62 3.36 1.95 1.75 8.22 7.80 3.43 3.36 1.57 1.47 3.17 3.10 1.46 1.30

滋 賀 9.81 9.98 4.50 4.39 2.16 2.32 1.28 1.34 4.42 4.31 8.34 8.33 4.15 3.97 1.48 1.49 1.05 1.17 4.07 3.92

京 都 10.7011.25 4.43 4.79 2.83 2.89 0.83 0.75 3.70 4.0010.1510.47 5.37 5.53 2.30 2.25 0.64 0.64 4.25 4.36

大 阪 7.19 7.04 2.34 2.23 2.33 2.26 0.65 0.59 1.92 1.83 7.15 7.09 2.66 2.72 2.20 2.12 0.60 0.57 2.26 2.31

兵 庫 8.40 8.72 3.47 3.64 2.46 2.45 0.55 0.56 3.20 3.39 7.55 7.75 3.56 3.77 1.89 1.79 0.50 0.50 3.31 3.51

奈 良 9.50 9.86 4.57 4.94 2.37 2.22 0.85 0.88 4.22 4.55 9.40 9.55 5.84 5.89 1.51 1.52 0.73 0.69 5.46 5.50

和歌山 8.79 9.00 5.38 5.40 1.66 1.73 0.68 0.62 5.23 5.23 6.58 6.67 3.97 3.97 1.16 1.19 0.47 0.47 3.86 3.85

鳥 取 10.7711.43 2.68 2.70 2.53 2.35 0.52 0.62 3.58 3.84 6.47 7.17 2.18 2.28 1.33 1.43 0.28 0.36 1.60 1.62

島 根 11.0311.38 3.92 3.96 2.19 2.32 0.56 0.52 2.58 2.60 6.67 6.51 2.62 2.62 1.33 1.26 0.38 0.40 1.03 1.00

岡 山 9.05 8.69 1.60 1.56 2.21 1.98 0.46 0.46 2.62 2.59 6.67 6.82 1.44 1.57 1.48 1.42 0.40 0.45 1.67 1.60

広 島 9.54 9.35 2.09 1.93 2.63 2.59 0.44 0.46 1.96 1.95 7.03 6.76 1.67 1.57 1.79 1.76 0.36 0.44 1.31 1.18

山 口 11.8712.08 2.39 2.24 2.74 2.45 0.52 0.51 1.47 1.63 7.27 7.41 1.73 1.80 1.53 1.49 0.36 0.36 0.79 0.77

徳 島 9.83 9.78 1.49 1.60 2.15 2.10 0.59 0.46 3.53 3.39 6.76 6.49 1.38 1.37 1.40 1.31 0.40 0.36 2.01 1.89

香 川 9.8010.00 1.65 1.63 2.26 2.26 0.37 0.48 2.93 2.94 7.16 7.52 1.54 1.42 1.59 1.66 0.37 0.34 1.66 1.61

愛 媛 9.90 9.95 1.37 1.33 2.69 2.54 0.42 0.43 2.47 2.49 6.07 6.23 1.14 1.07 1.46 1.48 0.33 0.39 1.13 1.20

高 知 10.8011.05 1.67 1.86 2.89 2.90 0.57 0.54 3.28 3.15 5.74 6.15 1.24 1.45 1.69 1.45 0.26 0.34 1.25 1.39

福 岡 9.01 8.79 2.77 2.80 2.97 2.79 0.48 0.41 1.10 1.02 7.05 6.81 2.37 2.25 2.09 1.98 0.38 0.37 0.78 0.77

佐 賀 11.4811.67 6.76 6.74 2.42 2.38 0.45 0.41 0.82 0.88 8.34 8.34 5.49 5.39 1.20 1.20 0.25 0.27 0.56 0.47

長 崎 12.2012.14 6.26 6.55 2.89 2.55 0.52 0.45 1.00 0.98 7.37 7.49 3.66 3.87 1.57 1.49 0.32 0.30 0.57 0.60

熊 本 9.76 9.97 4.66 4.75 2.67 2.59 0.44 0.40 0.91 0.99 6.61 6.40 3.39 3.15 1.43 1.42 0.28 0.29 0.57 0.50

大 分 10.7810.96 4.95 5.10 2.91 2.73 0.40 0.41 1.17 1.17 6.94 7.13 3.50 3.60 1.49 1.47 0.25 0.30 0.58 0.56

宮 崎 11.2511.38 5.17 5.06 3.19 3.04 0.49 0.52 1.14 1.25 6.48 6.67 3.04 3.06 1.70 1.50 0.22 0.29 0.55 0.57

鹿児島 10.6910.35 4.57 4.35 3.12 2.83 0.46 0.50 1.31 1.19 6.12 6.36 2.81 2.93 1.51 1.42 0.33 0.34 0.62 0.56

沖 縄 8.34 8.13 - - 3.77 3.49 0.83 0.65 1.16 1.15 5.37 5.45 - - 2.23 2.22 0.58 0.47 0.71 0.69
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表３ 都道府県別の転入超過率（男女総数）：2019，2021年
（％）

都道府
県

年齢計 15-19歳

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 - - - --0.16-0.09 0.01 0.01 0.00 0.00 - - - --0.57-0.57 0.01 0.02-0.09-0.11

北海道 -0.10-0.04 - --0.12-0.05-0.00-0.00-0.01 0.00-0.25-0.17 - --0.48-0.40 0.03 0.04-0.07-0.07

青 森 -0.47-0.34-0.08-0.12-0.28-0.16-0.01-0.02-0.02-0.00-3.18-3.15-0.57-1.03-2.24-1.76-0.04-0.06 0.01 0.04

岩 手 -0.36-0.25-0.15-0.05-0.22-0.15 0.05-0.00-0.01-0.01-2.75-2.79-0.64-0.51-1.72-1.61 0.00-0.02-0.05-0.07

宮 城 -0.09-0.03 0.20 0.20-0.28-0.21-0.01-0.01-0.02-0.02 0.35 0.57 1.14 1.53-0.81-0.94-0.01-0.00-0.04-0.08

秋 田 -0.39-0.30-0.07-0.11-0.24-0.14-0.01-0.01-0.01-0.01-3.63-3.83-1.00-1.36-2.16-1.93-0.03 0.05-0.05-0.05

山 形 -0.38-0.27-0.07-0.06-0.26-0.18-0.00-0.00-0.01-0.01-1.66-2.24-0.00-0.07-1.49-1.77 0.01 0.02-0.07-0.08

福 島 -0.36-0.33-0.01-0.04-0.27-0.20-0.01-0.01-0.01-0.01-1.49-1.99-0.14-0.22-1.05-1.31-0.02-0.02-0.05-0.06

茨 城 -0.26 0.07-0.28 0.00-0.26 0.01 0.01 0.01 0.00-0.00-0.63-0.66-0.85-0.89-0.78-0.79 0.05 0.01 0.02 0.02

栃 木 -0.29-0.03-0.32-0.08-0.29-0.09 0.00 0.01-0.01-0.01-1.04-0.56-1.15-0.79-1.01-0.82-0.01 0.03-0.05-0.07

群 馬 -0.11 0.02-0.15-0.04-0.21-0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04-0.10-0.36-0.44-0.62-0.61 0.04 0.04 0.03-0.02

埼 玉 0.36 0.38 0.18 0.27 0.09 0.25 0.02 0.01 0.02 0.01 1.03 0.78 0.34 0.16 0.10-0.03 0.07 0.04 0.01-0.01

千 葉 0.15 0.26-0.03 0.13-0.07 0.14 0.02 0.01 0.04 0.02 0.30 0.57-0.33-0.15-0.41-0.27 0.03 0.04 0.01 0.01

東 京 0.60 0.04 0.06-0.29-0.02-0.30 0.08 0.06 0.12 0.08 2.61 2.65 0.50 0.47 0.13 0.07 0.20 0.21 0.19 0.19

神奈川 0.32 0.35 0.05 0.16-0.00 0.15 0.04 0.03 0.05 0.03 1.36 1.30 0.26 0.32 0.03 0.11 0.10 0.09 0.08 0.06

新 潟 -0.32-0.26 0.00-0.01-0.30-0.21-0.01-0.01-0.01-0.01-1.10-1.21-0.04-0.09-1.12-1.40 0.00-0.00-0.08-0.13

富 山 -0.22-0.18-0.02-0.03-0.16-0.11 0.00-0.01-0.03-0.02-0.80-1.05-0.27-0.22-0.45-0.63 0.08 0.02-0.09-0.13

石 川 -0.23-0.09 0.06 0.04-0.19-0.11-0.02-0.00-0.05-0.03 1.04 1.31 0.49 0.57-0.31-0.24 0.26 0.29-0.04-0.09

福 井 -0.42-0.23-0.06-0.01-0.15-0.11-0.07-0.02-0.09-0.08-1.09-1.14-0.25-0.31-0.31-0.36-0.07-0.00-0.34-0.30

山 梨 -0.35 0.08-0.30 0.02-0.30 0.01-0.01 0.00-0.00 0.02 0.27 0.37-0.46-0.46-0.67-0.73 0.05 0.06 0.06-0.02

長 野 -0.20-0.01-0.18-0.02-0.17-0.01-0.01-0.00-0.01 0.00-1.57-2.03-1.22-1.44-1.10-1.27-0.11-0.17-0.12-0.15

岐 阜 -0.33-0.25-0.16-0.12-0.13-0.09-0.15-0.12-0.03-0.02-1.15-1.01-0.59-0.39-0.31-0.35-0.56-0.42-0.11-0.13

静 岡 -0.16-0.11 0.00-0.01-0.18-0.10 0.00-0.01-0.01-0.00-0.90-1.47-0.05-0.17-0.64-0.86-0.05-0.17-0.11-0.15

愛 知 -0.03-0.04 0.07 0.06-0.16-0.13 0.07 0.05-0.00-0.01 0.36 0.20 0.27 0.23-0.34-0.32 0.23 0.16-0.07-0.08

三 重 -0.35-0.17-0.11-0.08-0.12-0.08-0.11-0.07-0.06-0.02-0.81-0.92-0.35-0.20-0.32-0.31-0.33-0.21-0.23-0.30

滋 賀 0.08 0.07 0.05 0.15-0.07-0.09 0.03-0.03 0.05 0.14 0.36 0.15-0.02-0.15 0.03 0.00 0.07 0.02-0.04-0.17

京 都 -0.11-0.15-0.12-0.15-0.12-0.09 0.02 0.01-0.09-0.09 1.75 2.11 0.30 0.35 0.00 0.07 0.23 0.27 0.19 0.23

大 阪 0.09 0.06 0.09 0.07-0.13-0.09 0.02 0.02 0.07 0.05 0.56 0.70 0.09 0.13-0.17-0.19 0.05 0.08 0.04 0.06

兵 庫 -0.11-0.10-0.04-0.05-0.16-0.10 0.00 0.00-0.04-0.05 0.01 0.09-0.12-0.15-0.23-0.20 0.02 0.03-0.13-0.17

奈 良 -0.25-0.10-0.13-0.00-0.11-0.06-0.02-0.02-0.12 0.02 0.27-0.09-0.03-0.15-0.13-0.15 0.07-0.02-0.05-0.13

和歌山 -0.35-0.21-0.24-0.14-0.09-0.06-0.02-0.01-0.23-0.14-1.31-1.11-0.83-0.79-0.26-0.17-0.11-0.05-0.80-0.76

鳥 取 -0.27-0.19-0.01 0.03-0.13-0.07-0.01-0.02-0.10-0.07-1.42-1.07-0.13-0.07-0.43-0.36-0.05-0.04-0.88-0.66

島 根 -0.29-0.17-0.06-0.05-0.10-0.06-0.04-0.01-0.04-0.04-0.98-1.78-0.31-0.61-0.38-0.42-0.01 0.03-0.30-0.67

岡 山 -0.21-0.17 0.04 0.01-0.13-0.09-0.01-0.01-0.11-0.09-0.55-0.32 0.15 0.11-0.30-0.33-0.06-0.01-0.42-0.38

広 島 -0.28-0.25 0.00 0.01-0.17-0.13-0.00-0.02-0.09-0.07-0.37-0.11 0.07 0.23-0.40-0.38-0.01-0.01-0.29-0.30

山 口 -0.26-0.23-0.02-0.01-0.13-0.07-0.02-0.01-0.02-0.02-0.61-0.85-0.17-0.33-0.46-0.44-0.10-0.06-0.05-0.19

徳 島 -0.45-0.24-0.06-0.03-0.12-0.07-0.04-0.01-0.16-0.08-1.67-1.03-0.14-0.01-0.35-0.32-0.22-0.07-0.72-0.44

香 川 -0.17-0.19 0.07 0.06-0.11-0.09 0.00-0.01-0.11-0.09-0.65-1.28 0.29 0.07-0.34-0.39 0.04-0.03-0.42-0.60

愛 媛 -0.31-0.21 0.00-0.01-0.11-0.08-0.02-0.01-0.11-0.07-1.72-1.91-0.06 0.01-0.41-0.54-0.19-0.11-0.61-0.74

高 知 -0.34-0.22-0.04-0.03-0.14-0.07-0.01-0.01-0.09-0.07-1.95-1.44-0.16-0.12-0.70-0.56-0.14-0.02-0.68-0.74

福 岡 0.06 0.11 0.18 0.14-0.15-0.07-0.01-0.00-0.02-0.02 0.59 0.76 1.17 1.32-0.50-0.52-0.12-0.08-0.16-0.21

佐 賀 -0.21-0.16-0.07-0.05-0.10-0.06-0.01-0.01-0.03-0.02-2.08-2.20-0.46-0.72-0.60-0.61-0.30-0.20-0.29-0.30

長 崎 -0.54-0.44-0.32-0.28-0.13-0.09-0.02-0.01-0.04-0.02-3.35-3.29-1.24-1.50-0.87-0.81-0.37-0.26-0.38-0.32

熊 本 -0.22-0.04-0.05 0.02-0.12-0.06-0.02 0.01-0.03-0.01-1.91-1.68-0.37-0.20-0.61-0.65-0.34-0.22-0.28-0.28

大 分 -0.26-0.17-0.08-0.10-0.13-0.06-0.01 0.00-0.03-0.02-0.85-1.14-0.08-0.25-0.43-0.35-0.09-0.10-0.20-0.24

宮 崎 -0.24-0.14-0.10-0.09-0.12-0.06-0.01 0.00-0.03-0.01-3.13-3.33-0.84-1.23-1.09-1.11-0.42-0.26-0.50-0.42

鹿児島 -0.25-0.10-0.09-0.09-0.12-0.02-0.01-0.00-0.02 0.01-4.01-3.66-1.37-1.36-1.34-1.03-0.34-0.23-0.56-0.67

沖 縄 0.05-0.01 - --0.04 0.03 0.00 0.00 0.01 0.02-1.84-1.76 - --0.98-0.93-0.19-0.14-0.27-0.27

資料：総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』,総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』

転入超過率は転入率（表1）から転出率（表2）を引いたもの.地域ブロック,大都市圏の構成は表1参照.
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表３ 都道府県別の転入超過率（男女総数）：2019，2021年（つづき）
（％）

都道府
県

20-24歳 25-29歳

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

対：都道府
県外

対：地域ブ
ロック内

対：東京圏
対：名古屋

圏
対：大阪圏

2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021 2019 2021

全 国 - - - --1.81-1.60 0.04 0.04 0.02 0.03 - - - --0.65-0.42 0.05 0.04 0.06 0.07

北海道 -1.48-1.40 - --1.65-1.39-0.05-0.10-0.04-0.03-0.55-0.29 - --0.53-0.29-0.02-0.02-0.10 0.02

青 森 -5.45-4.52-0.74-1.03-3.69-2.75-0.10-0.15-0.04-0.01-0.90-0.55-0.17-0.13-0.40-0.13-0.01-0.11-0.14-0.02

岩 手 -4.49-3.73-1.20-0.51-3.00-2.86 0.05-0.10-0.11-0.04-0.66-0.47-0.39-0.10-0.36-0.20 0.12 0.04-0.03-0.06

宮 城 -0.69-0.70 1.44 1.56-2.39-2.15-0.03-0.09 0.02-0.04-0.71-0.68 0.39 0.33-0.98-0.82-0.03-0.04-0.08-0.06

秋 田 -5.21-5.05-0.71-1.03-3.93-3.29-0.13-0.14-0.07-0.06-0.65 0.07 0.07-0.02-0.51 0.08-0.01-0.01-0.05-0.05

山 形 -4.70-4.28-0.62-0.80-3.68-2.97-0.07-0.09-0.08-0.08-1.00-0.45-0.39-0.33-0.60-0.17-0.01-0.05-0.05-0.04

福 島 -4.34-4.36-0.14-0.35-3.66-3.36-0.06-0.05-0.03-0.09-0.92-0.90-0.02-0.13-0.69-0.50-0.01-0.02-0.02-0.03

茨 城 -3.40-2.01-3.64-2.50-3.49-2.51 0.03 0.01 0.05-0.00-1.65 0.06-1.61-0.31-1.47-0.31 0.03 0.08 0.03 0.00

栃 木 -2.62-1.29-3.15-2.23-3.01-2.31-0.01 0.12 0.06 0.06-1.17-0.19-1.35-0.32-1.23-0.38 0.03 0.05-0.01 0.01

群 馬 -2.35-2.37-2.60-2.83-3.00-2.78 0.03 0.03 0.11 0.04-0.75-0.22-0.83-0.50-1.13-0.49 0.00 0.02 0.01 0.05

埼 玉 1.81 1.31 0.25 0.00-0.58-0.60 0.09 0.08 0.18 0.17 0.85 0.99 0.29 0.70-0.13 0.58 0.08 0.04 0.08 0.04

千 葉 0.27 0.54-1.22-0.90-1.56-1.14 0.10 0.09 0.30 0.25-0.46 0.18-0.78-0.22-0.91-0.21 0.06 0.05 0.11 0.09

東 京 7.23 6.30 2.15 1.78 1.10 0.89 0.48 0.50 0.95 0.91 2.34 0.86 0.72-0.28 0.45-0.35 0.25 0.23 0.46 0.39

神奈川 3.05 2.75 0.35 0.29-0.27-0.17 0.20 0.23 0.40 0.39 0.99 1.01 0.07 0.37-0.14 0.34 0.11 0.14 0.22 0.18

新 潟 -4.06-4.09 0.01-0.03-3.95-3.59-0.11-0.16-0.10-0.11-0.92-0.70 0.02 0.00-0.90-0.37-0.06-0.05-0.04-0.09

富 山 -2.50-2.38 0.02 0.09-2.05-1.83-0.15-0.33-0.25-0.27-1.64-0.95-0.23-0.20-0.85-0.48-0.14-0.06-0.30-0.09

石 川 -3.15-2.97 0.06 0.05-2.17-1.86-0.30-0.42-0.49-0.48-1.12-0.38 0.35 0.19-0.93-0.39-0.21-0.12-0.08-0.02

福 井 -3.64-3.15-0.13-0.13-1.69-1.49-0.61-0.63-1.02-1.04-1.31-0.76-0.28-0.03-0.65-0.59-0.23-0.04-0.16-0.17

山 梨 -5.47-3.15-4.60-3.22-4.30-3.16-0.20-0.11-0.10 0.01-1.59 0.15-1.29 0.00-1.23-0.00 0.03 0.03-0.03 0.04

長 野 -3.23-3.07-3.06-2.94-3.15-2.92-0.18-0.32-0.18-0.04-0.67 0.20-0.71-0.07-0.75-0.04-0.02-0.01-0.00 0.04

岐 阜 -3.26-3.06-1.50-1.48-1.45-1.29-1.41-1.42-0.29-0.25-1.89-1.56-1.22-1.00-0.58-0.41-1.18-1.00-0.09-0.11

静 岡 -1.49-1.53 0.11 0.02-2.19-2.18 0.11 0.02 0.10 0.10-0.47-0.34 0.14-0.07-0.75-0.48 0.14-0.07-0.01 0.02

愛 知 0.73 0.63 0.51 0.56-0.75-0.83 0.52 0.54 0.22 0.13-0.03-0.15 0.28 0.31-0.57-0.60 0.33 0.28 0.06 0.01

三 重 -2.21-1.87-0.87-0.97-0.99-0.94-0.81-0.90-0.40-0.33-1.08-0.35-0.34-0.34-0.44-0.30-0.35-0.33-0.19 0.01

滋 賀 -1.36-1.97-0.58-0.64-1.00-1.31-0.10-0.32-0.60-0.66 0.11 0.36 0.17 0.54-0.39-0.32 0.14-0.05 0.18 0.53

京 都 -0.58-1.03-0.15-0.54-1.28-1.27-0.05 0.03-0.33-0.69-1.80-1.79-1.09-1.01-0.81-0.70-0.06-0.02-0.86-0.78

大 阪 1.42 1.53 0.98 1.18-0.91-0.82 0.07 0.08 0.74 0.94 0.49 0.29 0.71 0.59-0.58-0.50 0.05 0.04 0.59 0.52

兵 庫 -1.55-1.80-0.72-0.90-1.45-1.41-0.12-0.07-0.76-0.94-0.73-0.78-0.30-0.38-0.71-0.54-0.02-0.01-0.29-0.36

奈 良 -3.70-3.72-1.45-1.64-1.52-1.31-0.28-0.36-1.41-1.54-2.59-2.15-1.65-1.26-0.60-0.56-0.15-0.13-1.56-1.16

和歌山 -3.82-3.53-2.46-2.25-1.11-1.13-0.26-0.10-2.43-2.22-1.38-1.20-0.84-0.78-0.48-0.45-0.01-0.04-0.86-0.76

鳥 取 -3.92-4.26 0.02-0.07-1.70-1.47-0.29-0.39-1.90-1.71-0.41-1.11 0.10 0.07-0.44-0.49-0.06-0.11-0.24-0.20

島 根 -3.88-4.16-0.62-0.75-1.35-1.55-0.31-0.17-1.27-1.28-0.58-0.10 0.08 0.24-0.40-0.32-0.21-0.09 0.04 0.03

岡 山 -2.11-1.78 0.37 0.33-1.35-1.13-0.11-0.17-1.07-0.96-1.00-1.17 0.12-0.09-0.62-0.50-0.05-0.11-0.37-0.31

広 島 -2.64-2.30-0.09 0.00-1.51-1.42-0.14-0.13-0.77-0.63-1.14-0.86-0.16 0.00-0.61-0.52 0.00-0.12-0.28-0.16

山 口 -3.87-4.05-0.09-0.17-1.75-1.34-0.20-0.20-0.42-0.52-0.68-0.97 0.11 0.00-0.50-0.43-0.07-0.09-0.00-0.01

徳 島 -4.29-3.53-0.09-0.12-1.49-1.27-0.39-0.16-1.91-1.47-1.80-1.22-0.21-0.10-0.53-0.46-0.22-0.10-0.53-0.44

香 川 -2.34-2.61 0.32 0.33-1.23-1.22-0.05-0.19-1.27-1.29-0.62-0.98 0.20 0.21-0.54-0.53-0.11-0.07-0.26-0.21

愛 媛 -4.19-3.47-0.12-0.07-1.70-1.56-0.15-0.15-1.46-1.23-1.15-0.68-0.07-0.02-0.50-0.41-0.08-0.12-0.29-0.16

高 知 -4.80-4.17-0.15-0.25-1.98-1.85-0.27-0.18-1.72-1.32-0.58-0.94 0.06-0.18-0.60-0.38-0.03-0.07-0.09-0.17

福 岡 -0.51-0.15 1.34 1.19-1.56-1.34-0.18-0.09-0.31-0.20-0.60-0.31 0.16 0.14-0.56-0.36-0.06-0.04-0.09-0.05

佐 賀 -3.43-2.81-1.38-0.93-1.51-1.27-0.12-0.14-0.34-0.28-1.11-0.57-0.54-0.28-0.31-0.20-0.02 0.02-0.12 0.03

長 崎 -4.96-4.19-2.31-2.25-1.82-1.32-0.18-0.11-0.42-0.26-1.32-0.85-0.57-0.47-0.51-0.32-0.03 0.02-0.07 0.00

熊 本 -2.60-2.18-0.49-0.27-1.65-1.42-0.08-0.07-0.35-0.34-0.81 0.05-0.09 0.21-0.49-0.22-0.06 0.05-0.13-0.00

大 分 -3.56-3.70-0.88-1.03-1.97-1.66-0.12-0.14-0.58-0.54-0.65-0.62 0.07-0.29-0.44-0.31-0.02-0.02-0.10-0.02

宮 崎 -2.95-3.31-0.99-1.06-1.65-1.61-0.07-0.14-0.38-0.37-0.21 0.03 0.18 0.21-0.47-0.08 0.08 0.00 0.00-0.05

鹿児島 -2.80-2.27-0.65-0.60-1.67-1.25-0.06-0.16-0.42-0.18-0.26-0.18 0.09-0.22-0.35-0.07 0.04-0.03-0.05 0.15

沖 縄 -1.42-1.69 - --1.42-1.21-0.16-0.14-0.09-0.09 0.92 0.44 - - 0.06 0.12 0.01 0.02 0.21 0.18
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図１ 都道府県別，対３大都市圏別転入超過率（男女総数15-19歳，20-24歳）：2019年，2021年

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．－（マイナス）は転出超過を意味する．
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2021年

（別府志海）

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2021年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2021年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2021年10月1日現在の日本人人口２）および2020年簡易生命表３）の数値

に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口再

生産率ならびに安定人口諸指標４）である．

以下，これら諸指標の概況を説明した後，2021年の特徴について述べる．

主要結果

2021年の出生数は811,622人であり，前年（2020年）の840,835人から29,213人減少した．出生数は

1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再び減

少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけてほ

ぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再び減

りはじめ，2016年は戦後初めて100万人を下回った．また，普通出生率もほぼ同様の傾向を示し，

1973年の19.4‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には8.4‰まで低下し

た．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに上昇した後に再

び低下に転じ，2021年は2020年より0.2ポイント低い6.6‰で戦後最低の水準となった．

一方，2021年の死亡数は1,439,856人で，前年の1,372,755人に比べ67,101人増加し，普通死亡率は

11.7‰と前年（11.1‰）に比べ0.6ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的

な変動はみられるが，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947

年以降）初めて120万人を，2016年には130万人を突破し，2021年には140万人を超えて戦後最多を更

新した．普通出生率と普通死亡率の差である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）に

なったが2006年はプラス（0.1‰）となった．2007年以後はマイナスが続くとともに水準も拡大して

2021年には－5.1‰となり，人口減少が徐々に加速している状況を裏付けている．

標準化人口動態率をみると，2021年の出生率は8.5‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は
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1）厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）『令和3年 人口動態統計』,2022年9月公表．

2）総務省統計局『人口推計』，2022年4月公表．

3）厚生労働省（統計・情報政策、労使関係担当）『令和3年 簡易生命表』，2022年7月公表．

4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は

それを用いずに除去した指標である．さらに安定人口諸指標は，年齢別の出生率・死亡率が人口に与える影響

を抽出した「真の」人口動態率指標である．

各指標の定義および詳細については，次の文献を参照されたい．

1．厚生省人口問題研究所『全国日本人人口の再生産に関する指標（1985年～1990年）』（研究資料第272号），

1992年2月．

2．岡崎陽一『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院，1999年5月．

3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography(Second

edition),ElsevierAcademicPress,2004年．



0.2ポイントの低下，死亡率は0.1ポイントの上昇となった．これにより2021年の自然増加率は6.9‰と

なり，前年と比べ0.2ポイント低下した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は

出生率・死亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年

代半ばから2000年代半ばまではほぼ同一の水準であったが，それ以降は標準化出生率がほぼ横這いで

あるのに対し，普通出生率は低下続けているために乖離が広がったのち，2015年頃からは両者がほぼ

平行に推移している．死亡率では標準化死亡率が特に1950年代半ばから現在まで低下傾向であるのに

対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代からは上昇に転じて両者の差は年を追って

拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用いた標準人口と普通動態率算出に用いた人

口における年齢構造の相違によるものであり，特に死亡率における両者の差は人口の高齢化に起因す

る（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1966年は「ひ

のえうま」の迷信による影響から1.58まで低下した．1967年以降の出生率は2.1を上回って推移した

が，1974年は2.05となり人口置換水準を下回った．この後は長期的な低下傾向となり，1990年に公表

された1989年の合計特殊出生率が「ひのえうま」を下回ったことは「1.57ショック」として話題となっ

た．その後の2005年には戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上昇傾向を示し，

2015年に1.45となった後に低下傾向へ転じている．2021年の合計特殊出生率は1.30であり，前年

（1.33）と比べ0.03低下した．総再生産率は，戦前から戦後直後まで２を上回る水準にあったが，1950

年に2.0の水準を割り込み1950年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水準付近にあった．しかし1974年

に1.0を下回ってから2005年の0.61までほぼ持続的に低下し，その後やや上昇したが再び低下して

2021年は0.64の水準にある．純再生産率は，1940年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も1.7であっ

た．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年に0.74，

2005年に0.61まで低下して反転し，2021年は0.63となっている．総再生産率と比べると純再生産率は

1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近年では低死亡率を反映し，純再生産率と総再生産率がほ

ぼ同一の水準となっている．人口置換水準は，1940年以前は当時の死亡率が高かったことから２を大

きく超えていたが，戦後の急激な死亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下した後も低下の傾向が続き，

1980年には2.09と2.10を割り込んだ．その後は2000頃まで概ね2.08で推移していたが，2001年以降は

2017年と2020年を除いて2.07で推移している．この間の細かな上下動は主に出生性比の変動に起因す

る．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．

1960年代後半から1970年代前半は，「ひのえうま」の影響から1966年が－11.1‰となった他は0～1

‰の水準であり，静止人口（人口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半

から増加率はマイナスになっており，2021年には増加率－14.4‰，出生率5.6‰，死亡率20.0‰となっ

ている．これを前年（2020年）と比べると，増加率は0.6，出生率は0.2ポイントそれぞれ低下したの

に対し，死亡率は0.4ポイント上昇している．また，安定人口平均世代間隔は32.0年となり前年より

0.2年の伸びを示している．これは晩産化の影響によるものである（表9）．安定人口の65歳以上割合

は2005年の40.8％をピークに若干減少したが2015年以降は上昇しており，2021年は40.9％となった．
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



安定人口における65歳以上割合に比べ実際人口におけるそれが32.3％と低いのは，現実に観察された

過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．

次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950

年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って上昇しており，このことが合計特殊出生率を押し上

げていた．2021年を2020年と比べると，30歳未満では0.027低下しているのに対し，30歳以上では

－0.000とわずかな低下にとどまっており，全体として0.027低下している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表６，表７，図４）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．

しかし，2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年（2020年）と比べて男女とも65～69歳まではほぼ同水準だが，70歳以上にな

ると特に男性で死亡率が高くなっており，さらに90歳以上では男女とも上昇傾向が顕著である．最も

変化幅の大きな年齢は男女とも90歳以上であり，男性は0.0071，女性は0.0055の上昇であった（表8）．

この背景には新型コロナ（COVID-19）による影響も考えられるが，ここでは死因を含めた詳細な分

―589―

図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2021年



析は行わないことから可能性を指摘するにとどめる．

2021年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は9.9％，老年

（65歳以上）人口割合は37.6％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安

定人口年齢構造の年少人口割合は2.0ポイント小さく，老年人口割合は8.3ポイント大きい．この差は，

前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表１，

参考表２，参考図）．
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2021年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，21年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2021年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2021

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62
9.51
9.36
9.24
8.84

8.69
8.46

20.28
18.17
15.89

15.41
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.19
4.83
4.66
4.62
4.46
4.21
4.06
3.85
3.74
3.57

3.58
3.45
3.29
3.28
3.16
3.06
2.95
2.83
2.85
2.74

2.73
2.67
2.67
2.63
2.54
2.58
2.43
2.37
2.37
2.37

2.25
2.18
2.13
2.11
2.06
2.07
2.00
1.96
1.94
1.88

1.87
1.94
1.81
1.76
1.72
1.67
1.64
1.61
1.60
1.57

1.55
1.57

14.99
14.19
11.87

15.46
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.07
11.04
11.30
11.46
11.02
10.11
9.59
9.46
9.51
9.50

9.18
9.10
9.46
9.67
9.80
9.47
9.31
9.12
8.81
8.28

8.01
8.11
7.81
7.51
7.88
7.32
7.47
7.28
7.25
6.98

7.26
7.11
7.09
6.88
6.89
6.66
7.06
7.20
7.40
7.43

7.53
7.47
7.62
7.77
7.75
7.94
7.86
7.75
7.65
7.27

7.14
6.89

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.40
28.72
28.47
27.79
27.66
26.95
28.00
28.31
28.87
28.78

29.06
29.06
29.15
29.46
29.27
29.74
29.40
28.93
28.56
27.32

26.86
26.15

111.47
100.00
93.35

84.79
68.16
65.76

60.68
42.40
38.57
32.83

28.57
26.59
25.67
25.40
24.53
23.18
22.34
21.18
20.56
19.66

19.71
18.98
18.09
18.03
17.40
16.87
16.23
15.58
15.67
15.09

15.03
14.71
14.68
14.49
14.00
14.21
13.35
13.06
13.06
13.06

12.39
12.00
11.72
11.61
11.34
11.39
11.01
10.79
10.68
10.35

10.29
10.68
9.96
9.69
9.47
9.19
9.03
8.86
8.81
8.64

8.53
8.64

105.85
100.00
76.09

109.02
125.61
126.05

101.86
64.70
54.20
68.89

71.00
77.83
79.66
80.77
77.66
71.25
67.61
66.72
67.05
66.98

64.69
64.17
66.69
68.17
69.07
66.73
65.66
64.30
62.14
58.36

56.46
57.18
55.06
52.93
55.56
51.57
52.65
51.30
51.13
49.21

51.18
50.12
49.98
48.50
48.57
46.95
49.77
50.76
52.17
52.38

53.08
52.66
53.72
54.78
54.63
55.97
55.41
54.63
53.93
51.25

50.33
48.57

34.9
32.4
29.4

34.5
33.7
33.2

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0
7.8
7.6
7.4
7.0

6.8
6.6

20.3
18.2
16.5

14.7
12.0
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3
10.5
10.7
11.0
11.1

11.1
11.7

14.6
14.2
12.9

19.8
21.8
21.6

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3
-2.6
-3.2
-3.6
-4.2

-4.3
-5.1

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口お
よびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以
前は総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年
は沖縄県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2021年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2021

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

人口
置換水準
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

1.33
1.30

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71
0.70
0.70
0.69
0.66

0.65
0.64

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70
0.70
0.69
0.69
0.66

0.64
0.63

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.06
2.07
2.07

2.06
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62
-0.63
-0.64
-0.65
-0.70

-0.73
-0.76

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.3
30.1
28.9

28.3
27.7

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.4
30.1
28.9

28.3
27.7

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1
45.7
45.5
45.0
43.3

42.3
41.4

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2021年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2021

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.11
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29
-11.57
-11.80
-12.16
-13.44

-13.84
-14.42

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.12
6.24
6.32
6.49
6.42
6.66
6.54
6.45
6.33
5.89

5.74
5.57

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.23
19.11
18.80
18.39
18.45
17.95
18.12
18.25
18.48
19.33

19.57
19.99

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35
31.45
31.53
31.61
31.69

31.78
31.96

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.12
10.29
10.39
10.63
10.52
10.86
10.69
10.56
10.38
9.77

9.54
9.31

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.52
51.83
51.81
51.98
51.70
52.02
51.74
51.56
51.29
50.45

49.96
49.76

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.36
37.89
37.79
37.38
37.77
37.12
37.57
37.88
38.32
39.78

40.49
40.93

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98
11.88
11.77
11.67
11.54

11.40
11.26

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26
57.73
57.33
57.01
56.81

56.62
56.44

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
30.39
30.90
31.32
31.66

31.99
32.30
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2021年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2021

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

518,642
517,932
538,525
543,207
562,470

570,668
571,935
574,650
583,439
582,918

582,057
589,584
587,851
573,074
581,439

579,255
590,193
603,620
624,554
643,844

655,189
683,303
707,797
717,270
717,220

725,409
759,318
777,923
810,978
833,128

873,473
911,798
963,898
983,923
963,716

23,604,200

2,680,776
2,883,610
2,914,005
3,041,466
3,480,779
3,906,756
4,696,808

81
248
666

1,390
3,157

5,315
7,909
11,110
15,219
20,343

26,681
34,525
42,448
49,498
57,281

59,298
60,425
60,076
57,477
55,163

50,776
45,880
39,272
32,061
25,188

19,358
13,267
8,508
4,993
2,391

1,057
350
142
33
35

811,622

5,542
59,896
210,433
292,439
193,177
48,517
1,617

43
118
356
727

1,633

2,712
4,058
5,635
7,825
10,517

13,702
17,669
21,848
25,400
29,409

30,370
30,958
30,662
29,559
27,987

26,087
23,515
20,225
16,422
12,930

9,939
6,673
4,330
2,557
1,212

537
189
68
13
17

415,903

2,877
30,747
108,028
149,536
99,179
24,711

824

38
130
310
663

1,524

2,603
3,851
5,475
7,394
9,826

12,979
16,856
20,600
24,098
27,872

28,928
29,467
29,414
27,918
27,176

24,689
22,365
19,047
15,639
12,258

9,419
6,594
4,178
2,436
1,179

520
161
74
20
18

395,719

2,665
29,149
102,405
142,903
93,998
23,806

793

0.00016
0.00048
0.00124
0.00256
0.00561

0.00931
0.01383
0.01933
0.02609
0.03490

0.04584
0.05856
0.07221
0.08637
0.09852

0.10237
0.10238
0.09953
0.09203
0.08568

0.07750
0.06714
0.05548
0.04470
0.03512

0.02669
0.01747
0.01094
0.00616
0.00287

0.00121
0.00038
0.00015
0.00003
0.00004

1.30286

0.00207
0.02077
0.07221
0.09615
0.05550
0.01242
0.00034

0.00007
0.00025
0.00058
0.00122
0.00271

0.00456
0.00673
0.00953
0.01267
0.01686

0.02230
0.02859
0.03504
0.04205
0.04794

0.04994
0.04993
0.04873
0.04470
0.04221

0.03768
0.03273
0.02691
0.02180
0.01709

0.01298
0.00868
0.00537
0.00300
0.00142

0.00060
0.00018
0.00008
0.00002
0.00002

0.63517

0.00099
0.01011
0.03514
0.04698
0.02700
0.00609
0.00017

99,714
99,700
99,684
99,666
99,647

99,625
99,600
99,574
99,547
99,522

99,497
99,472
99,445
99,417
99,389

99,360
99,330
99,298
99,265
99,228

99,190
99,151
99,110
99,066
99,018

98,965
98,907
98,843
98,773
98,697

98,615
98,526
98,429
98,321
98,202

－

498,411
497,868
497,220
496,481
495,535
494,185
492,093

0.00007
0.00025
0.00057
0.00122
0.00270

0.00454
0.00671
0.00949
0.01262
0.01678

0.02219
0.02844
0.03485
0.04181
0.04764

0.04962
0.04959
0.04839
0.04437
0.04188

0.03738
0.03245
0.02667
0.02160
0.01692

0.01285
0.00859
0.00531
0.00297
0.00140

0.00059
0.00017
0.00008
0.00002
0.00002

0.63073

0.00099
0.01007
0.03495
0.04665
0.02676
0.00602
0.00017

本表の数値は，前掲表１～表３の各指標の2021年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2021年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省政
策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）の2021年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省政策統括官
（統計・情報政策、労使関係担当）の『令和３年簡易生命表』によるL

F
x．なお，出生数は母の年齢が15歳未

満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数値の割合に応じ
て按分補正したものである．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2021年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2021

年齢
x

1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11036

0.11182

0.11041

0.10529

0.09853

0.09126

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45046

0.00022

0.00055

0.00172

0.00324

0.00661

0.01098

0.01639

0.02160

0.02884

0.03703

0.04845

0.06066

0.07588

0.08914

0.10024

0.10445

0.10466

0.09935

0.09224

0.08704

0.07735

0.06641

0.05489

0.04396

0.03514

0.02528

0.01715

0.01016

0.00573

0.00267

0.00108

0.00040

0.00015

0.00007

0.00010

1.32981

0.00016

0.00048

0.00124

0.00256

0.00561

0.00931

0.01383

0.01933

0.02609

0.03490

0.04584

0.05856

0.07221

0.08637

0.09852

0.10237

0.10238

0.09953

0.09203

0.08568

0.07750

0.06714

0.05548

0.04470

0.03512

0.02669

0.01747

0.01094

0.00616

0.00287

0.00121

0.00038

0.00015

0.00003

0.00004

1.30286

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2021年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2021

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00016
0.00048
0.00124
0.00256
0.00561

0.00931
0.01383
0.01933
0.02609
0.03490

0.04584
0.05856
0.07221
0.08637
0.09852

0.10237
0.10238
0.09953
0.09203
0.08568

0.07750
0.06714
0.05548
0.04470
0.03512

0.02669
0.01747
0.01094
0.00616
0.00287

0.00121
0.00038
0.00015
0.00003
0.00004

1.30286
31.79

0.00207
0.02077
0.07221
0.09615
0.05550
0.01242
0.00034

0.00015
0.00047
0.00116
0.00227
0.00485

0.00754
0.01013
0.01300
0.01658
0.02183

0.02862
0.03661
0.04433
0.05070
0.05474

0.05200
0.04644
0.04039
0.03413
0.03031

0.02666
0.02202
0.01735
0.01384
0.01086

0.00872
0.00593
0.00378
0.00229
0.00108

0.00043
0.00015
0.00006
0.00002
0.00002

0.60945
30.50

0.00183
0.01386
0.04296
0.04035
0.01796
0.00423
0.00013

0.00000
0.00001
0.00008
0.00027
0.00071

0.00160
0.00331
0.00542
0.00758
0.01025

0.01283
0.01636
0.02061
0.02668
0.03252

0.03711
0.04024
0.04117
0.03861
0.03543

0.03122
0.02685
0.02234
0.01800
0.01416

0.01061
0.00675
0.00427
0.00231
0.00102

0.00043
0.00012
0.00004
0.00001
0.00001

0.46892
32.46

0.00022
0.00566
0.02177
0.03848
0.02232
0.00483
0.00012

－
－
－

0.00001
0.00005

0.00017
0.00035
0.00080
0.00171
0.00239

0.00367
0.00454
0.00582
0.00712
0.00899

0.01054
0.01242
0.01435
0.01522
0.01551

0.01477
0.01356
0.01158
0.00909
0.00695

0.00501
0.00326
0.00186
0.00099
0.00046

0.00021
0.00006
0.00003
0.00000
0.00000

0.17147
33.63

0.00001
0.00109
0.00602
0.01367
0.01110
0.00224
0.00006

－
－
－
－
－

0.00001
0.00003
0.00010
0.00019
0.00037

0.00059
0.00087
0.00119
0.00148
0.00174

0.00213
0.00256
0.00271
0.00310
0.00332

0.00359
0.00351
0.00294
0.00262
0.00215

0.00162
0.00103
0.00061
0.00038
0.00017

0.00010
0.00003
0.00002
0.00000

－

0.03917
34.47

－
0.00014
0.00117
0.00278
0.00295
0.00074
0.00003

－
－
－
－
－

－
－

0.00001
0.00002
0.00005

0.00014
0.00018
0.00025
0.00039
0.00053

0.00060
0.00073
0.00090
0.00098
0.00110

0.00126
0.00120
0.00128
0.00115
0.00100

0.00073
0.00050
0.00042
0.00019
0.00013

0.00005
0.00002
0.00001
0.00000
0.00000

0.01386
35.55

－
0.00002
0.00030
0.00087
0.00118
0.00039
0.00002

表４の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が０を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2021年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2021

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1955

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

3.65
2.37

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

0.88
0.72

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.96
0.60

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.61
0.46

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.42
0.29

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.78
0.30

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
28.85

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

24.83
25.14

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

27.18
27.57

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

29.91
29.95

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.67
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.31
31.98

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

36.48
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2021年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2021(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

1.33
1.30

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71
0.70
0.68
0.67
0.65

0.63
0.61

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52
0.52
0.52
0.51
0.49

0.48
0.47

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.17

0.17
0.17

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20
31.30
31.38
31.45
31.51

31.61
31.79

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01
30.08
30.13
30.17
30.22

30.30
30.50

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95
32.04
32.12
32.22
32.26

32.37
32.46

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02
33.13
33.21
33.27
33.38

33.51
33.63

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81
33.91
33.94
34.05
34.18

34.35
34.47

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.94
35.01
35.10
35.19
35.34

35.47
35.55

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は５歳階級による．

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2021年

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2021年
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表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2021年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2021

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

122,780,487

4,306,705
4,958,811
5,293,924
5,507,326
5,889,685

5,950,058
6,204,880
7,084,813
7,953,106
9,545,851

9,078,679
7,688,412
7,298,775
7,799,913
9,620,147

6,678,728
5,540,046
3,859,852
2,520,776

1,439,856

1,884
330
441

1,204
2,184

2,323
2,864
4,294
7,156
13,682

20,955
27,805
40,108
69,550
135,863

158,924
225,257
292,449
432,583

0.01173

0.00044
0.00007
0.00008
0.00022
0.00037

0.00039
0.00046
0.00061
0.00090
0.00143

0.00231
0.00362
0.00550
0.00892
0.01412

0.02380
0.04066
0.07577
0.17161

59,686,643

2,202,923
2,539,951
2,713,867
2,826,550
3,006,075

3,036,053
3,163,414
3,604,034
4,046,350
4,849,043

4,590,216
3,853,288
3,615,697
3,793,799
4,540,999

2,976,156
2,301,492
1,383,337
643,399

738,141

1,018
194
244
756

1,441

1,528
1,839
2,773
4,445
8,716

13,506
18,674
27,734
48,378
93,094

102,293
132,151
144,491
134,865

0.01237

0.00046
0.00008
0.00009
0.00027
0.00048

0.00050
0.00058
0.00077
0.00110
0.00180

0.00294
0.00485
0.00767
0.01275
0.02050

0.03437
0.05742
0.10445
0.20961

63,093,844

2,103,782
2,418,860
2,580,057
2,680,776
2,883,610

2,914,005
3,041,466
3,480,779
3,906,756
4,696,808

4,488,463
3,835,124
3,683,078
4,006,114
5,079,148

3,702,572
3,238,554
2,476,515
1,877,377

701,715

865
136
197
448
743

795
1,025
1,521
2,711
4,966

7,449
9,130
12,374
21,172
42,769

56,631
93,106
147,959
297,717

0.01112

0.00041
0.00006
0.00008
0.00017
0.00026

0.00027
0.00034
0.00044
0.00069
0.00106

0.00166
0.00238
0.00336
0.00528
0.00842

0.01530
0.02875
0.05974
0.15858

本表の数値は，前掲表１の標準化死亡率の2021年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2021年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統

括官（統計・情報政策、労使関係担当）の2021年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳分を既知
の男女年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2021年，2020年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2021,2020

安定人口指標 2021年 2020年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01442

0.00557

0.01999

31.96389

44.70072

31.78630

-0.01384

0.00575

0.01959

31.78143

44.55867

31.60809

-0.00058

-0.00018

0.00040

0.18246

0.14205

0.17822
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2021年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2021

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00561
0.00569
0.00577
0.00585
0.00593

0.00602
0.00611
0.00620
0.00629
0.00638

0.00647
0.00656
0.00666
0.00675
0.00685

0.00695
0.00705
0.00715
0.00725
0.00736

0.00746
0.00757
0.00768
0.00779
0.00790

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00801
0.00812
0.00824
0.00836
0.00848

0.00860
0.00872
0.00884
0.00897
0.00909

0.00922
0.00935
0.00949
0.00962
0.00975

0.00989
0.01003
0.01017
0.01031
0.01045

0.01059
0.01074
0.01088
0.01103
0.01117

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01132
0.01147
0.01162
0.01176
0.01191

0.01206
0.01221
0.01236
0.01251
0.01266

0.01280
0.01295
0.01310
0.01324
0.01338

0.01352
0.01366
0.01379
0.01392
0.01403

0.01415
0.01425
0.01434
0.01442
0.01449

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01454
0.01457
0.01457
0.01456
0.01451

0.01443
0.01430
0.01412
0.01389
0.01360

0.01324
0.01280
0.01228
0.01167
0.01098

0.01020
0.00935
0.00844
0.00747
0.00646

0.00545
0.00447
0.00357
0.00277
0.00208
0.00439

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.02884
0.03098
0.03329
0.03576
0.03839

0.04120
0.04422
0.04743
0.05084
0.05441

0.05808
0.06179
0.06548
0.06892
0.07164

0.07274
0.07035
0.06097
0.04192
0.01833

0.00439

1.00000
0.09312
0.49761
0.40927

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2021年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2021
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.06
3.29
3.53
3.79
4.07

4.37
4.69
5.02
5.38
5.75

6.12
6.48
6.81
7.07
7.17

7.03
6.45
5.17
3.21
1.27
0.27

9.88
52.48
37.64

48.24

1.57
1.68
1.81
1.94
2.09

2.24
2.40
2.57
2.75
2.93

3.11
3.28
3.42
3.50
3.47

3.26
2.80
2.02
1.04
0.32
0.04

5.06
26.72
16.45

51.76

1.49
1.60
1.72
1.85
1.99

2.13
2.29
2.46
2.63
2.82

3.01
3.20
3.39
3.57
3.71

3.77
3.64
3.16
2.17
0.95
0.23

4.82
25.76
21.18

100.00

3.51
4.04
4.31
4.49
4.80

4.85
5.05
5.77
6.48
7.77

7.39
6.26
5.94
6.35
7.84

5.44
4.51
3.14
1.55
0.44
0.07

11.86
58.81
29.34

48.61

1.79
2.07
2.21
2.30
2.45

2.47
2.58
2.94
3.30
3.95

3.74
3.14
2.94
3.09
3.70

2.42
1.87
1.13
0.43
0.08
0.01

6.07
29.80
12.74

51.39

1.71
1.97
2.10
2.18
2.35

2.37
2.48
2.83
3.18
3.83

3.66
3.12
3.00
3.26
4.14

3.02
2.64
2.02
1.12
0.35
0.06

5.78
29.00
16.60

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2021年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2021年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2021

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-5.03

-8.16
-10.64
-11.78
-14.07
-14.81
-14.17
-14.52

-14.51
-14.33
-14.38
-14.51
-14.39
-14.36
-14.48
-14.42
-14.37
-14.44

-14.44
-14.39
-14.42
-14.44
-14.40
-14.41
-14.43
-14.41
-14.41
-14.43

-14.42
-14.41
-14.42
-14.42
-14.41
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42

-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42

-14.42
-14.42
-14.42
-14.42
-14.42

-14.42

6.78

6.53
6.27
5.94
5.86
5.98
5.91
5.87

5.95
5.93
5.88
5.93
5.94
5.90
5.91
5.93
5.91
5.91

5.93
5.92
5.91
5.92
5.92
5.91
5.92
5.92
5.91
5.92

5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92

5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92
5.92

5.92
5.92
5.92
5.92
5.92

5.92

11.81

14.69
16.91
17.72
19.93
20.79
20.08
20.39

20.46
20.26
20.26
20.44
20.32
20.26
20.39
20.35
20.28
20.35

20.36
20.30
20.33
20.36
20.32
20.32
20.35
20.33
20.32
20.34

20.34
20.33
20.34
20.34
20.33
20.33
20.34
20.33
20.33
20.34

20.33
20.33
20.34
20.33
20.33
20.33
20.33
20.33
20.33
20.33

20.33
20.33
20.33
20.33
20.33

20.33

125,502

118,361
107,746
96,352
84,829
73,252
63,401
54,951

47,505
41,118
35,639
30,837
26,684
23,116
20,012
17,317
14,996
12,985

11,238
9,730
8,425
7,292
6,313
5,466
4,732
4,096
3,547
3,071

2,658
2,301
1,992
1,725
1,493
1,293
1,119
969
839
726

629
544
471
408
353
306
265
229
198
172

149
35
8
2
0

0

11.78

10.69
10.40
10.12
9.78
9.86
9.96
9.85

9.85
9.93
9.88
9.85
9.91
9.90
9.86
9.89
9.90
9.87

9.88
9.90
9.88
9.88
9.89
9.88
9.88
9.89
9.89
9.88

9.88
9.89
9.88
9.88
9.89
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88

9.88
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88
9.88

9.88
9.88
9.88
9.88
9.88

9.88

59.36

58.54
54.91
52.87
52.67
52.56
52.20
52.53

52.60
52.39
52.43
52.58
52.45
52.41
52.53
52.49
52.43
52.50

52.50
52.45
52.48
52.50
52.46
52.47
52.49
52.47
52.47
52.49

52.48
52.47
52.48
52.48
52.47
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48

52.48
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48
52.48

52.48
52.48
52.48
52.48
52.48

52.48

28.86

30.77
34.70
37.01
37.54
37.59
37.84
37.62

37.55
37.68
37.69
37.57
37.64
37.69
37.61
37.62
37.67
37.63

37.62
37.66
37.64
37.62
37.65
37.65
37.63
37.64
37.65
37.63

37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64

37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64
37.64

37.64
37.64
37.64
37.64
37.64

37.64

14.88

18.69
19.11
22.30
23.94
23.12
23.29
23.74

23.29
23.25
23.54
23.43
23.27
23.45
23.47
23.32
23.40
23.46

23.36
23.38
23.44
23.39
23.37
23.42
23.41
23.38
23.41
23.41

23.39
23.40
23.41
23.39
23.40
23.41
23.40
23.40
23.40
23.40

23.40
23.40
23.40
23.40
23.40
23.40
23.40
23.40
23.40
23.40

23.40
23.40
23.40
23.40
23.40

23.40

94.63

94.19
93.85
93.74
92.94
92.98
93.34
93.16

93.15
93.25
93.21
93.16
93.22
93.23
93.17
93.20
93.23
93.19

93.20
93.22
93.20
93.19
93.21
93.21
93.20
93.21
93.21
93.20

93.20
93.21
93.20
93.20
93.21
93.20
93.20
93.21
93.20
93.20

93.20
93.20
93.20
93.20
93.20
93.20
93.20
93.20
93.20
93.20

93.20
93.20
93.20
93.20
93.20

93.20

2021年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2021年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.30），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.47年，女：87.57年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2021年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2021

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

-1.07

-4.19
-6.44
-5.90
-4.61
-4.25
-2.29
-0.00

0.43
-0.21
-0.22
0.32
-0.06
-0.19
0.17
0.03
-0.14
0.07

0.06
-0.00
-0.00
-0.00

0.00

10.72

9.97
9.22
9.76
11.71
11.18
11.22
12.36

11.92
11.42
12.05
12.02
11.57
11.88
12.02
11.70
11.80
11.97

11.79
11.82
11.84
11.84

11.84

11.79

14.16
15.66
15.66
16.32
15.44
13.51
12.36

11.49
11.63
12.27
11.70
11.63
12.07
11.85
11.67
11.95
11.91

11.72
11.82
11.84
11.84

11.84

125,502

122,631
116,250
108,936
103,517
98,882
95,526
94,400

94,743
94,876
94,580
94,660
94,835
94,663
94,641
94,784
94,708
94,651

94,744
94,719
94,710
94,708

94,708

11.78

13.80
15.28
14.59
16.00
17.81
17.16
17.40

18.25
17.62
17.39
18.01
17.78
17.47
17.84
17.83
17.56
17.74

17.82
17.73
17.72
17.72

17.72

59.36

56.50
52.56
52.68
53.23
54.35
57.72
58.82

57.11
57.85
58.68
57.56
57.69
58.42
57.87
57.68
58.21
58.01

57.75
57.93
57.96
57.96

57.96

28.86

29.70
32.16
32.74
30.77
27.85
25.11
23.77

24.63
24.53
23.93
24.43
24.52
24.11
24.30
24.49
24.23
24.25

24.43
24.34
24.32
24.32

24.32

14.88

18.04
17.72
19.73
19.62
17.12
15.46
13.82

13.30
14.56
14.03
13.36
14.24
14.13
13.56
14.00
14.14
13.73

13.89
13.94
13.93
13.93

13.92

94.63

94.55
94.63
94.98
95.00
95.92
97.00
97.61

98.00
97.82
97.61
97.91
97.86
97.68
97.83
97.87
97.73
97.79

97.85
97.81
97.80
97.80

97.80

2021年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2021年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.47年，女：87.57年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問

題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2021年以降出生率，死亡率一定による人口総数



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）78－4（2022.12）pp.603～609

統 計

都道府県別標準化人口動態率：2021年

（別府志海・佐々井司）

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，算出・公表されている１）．今回は2021年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）『令和

3年人口動態統計確定数』2022年9月16日公表値

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計』2022年4月15日公表値

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2021年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した．

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2021年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている．出生率における両者の差は，1930年人口と2021年人口における男女および年齢構成の違

いによって生じている．都道府県別にみると，両者の差が最も小さいのは東京都で1.10，次いで神奈

川県1.50，京都府の1.57と，大都市圏に位置する都府県が並ぶ．逆に，両者の乖離が最も大きいのは

沖縄県で，さらに宮崎県，鹿児島県，長崎県等，九州各県が並んでいる．出生数を日本人の総人口で

除した普通出生率は沖縄県で最も高く（10.03‰），秋田県で最も低くなっている（4.61‰）．他方，

2021年標準化率をみると，沖縄県が最上位であることに変わりはないが，最も低い地域は東京都とな

り，その他の都道府県も普通出生率の順位とは概ね異なっている（表1）．普通出生率に比べて2021

年標準化率の水準が低くなる地域は，東京都，沖縄県，大阪府など10都府県であり，なかでも2021年

標準化率が最も低い東京都は，普通率との差が1.45ポイントと，他の46道府県と比べ際だって大きく

なっている．ちなみに，1930年標準化率が普通率を下回るのは東京都だけである．2021年標準化率と

普通率を比べると，37の道と県で2021年標準化率が普通率を上回っており，両者の乖離は秋田県で最
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1）前年（2020年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2020年」『人口問

題研究』第78巻第1号，2022年3月，pp.228～233を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これによって，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および人口増加率の水準が示される．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，別府志海・佐々井司「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2021年」を参照のこと．



も大きく，高知県，島根県と続く．都道府県ごとに観測される普通率と標準化率との差異は，分母で

ある人口における人口構造，とりわけ年齢構成の違いを反映したものになっている．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く（17.02‰），沖縄県で

最も低くなっているが（9.37‰），1930年全国人口を標準とした死亡率は，すべての都道府県におい

て普通率を大幅に下回ると同時に，都道府県間格差が極めて小さくなっている．次に2021年全国人口

標準化率をみると，1930年標準化率に比べ，すべての都道府県において死亡水準が顕著に高くなると

同時に，都道府県間のばらつきも大きくなっている．総じて，年齢別にみた死亡率自体には地域間の

違いがさほどないにもかかわらず，人口構造の違いを反映する普通率では都道府県間格差が鮮明にな

る．さらに，1930年標準化率に比して2021年標準化率における都道府県間のばらつきが大きくなって

いることから，人口高齢化により高年齢における死亡率の違いが顕在化していることも確認できる．

また，秋田県，高知県，島根県などで顕著であるように，普通死亡率が2021年標準化率に比して高く

なる要因として，これらの地域における人口の年齢構成が全国平均と比べてかなり“高齢化”してい

ることが挙げられる．他方，沖縄県，東京都，愛知県など12の都府県では，全国平均と比して年齢構

成が“若い”ことなどを反映して，普通率が2021年標準化率よりも低くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，普通率でみると，沖縄県のみプラスで，その他の地域で

はマイナスとなっており，都道府県による相違も大きい（表1，図）．他方，1930年全国人口を標準

とした場合，都道府県間の分散度合いは普通率のそれと比べ明らかに小さくなる．また2021年全国人

口標準化率でも，沖縄県を除く46都道府県が-6.8～-3.2‰の範囲に分布しており，普通率ほどの差は

みられない．今日の人口減少は，現状の人口構造に依るところが少なくないことを示唆している．

―604―

図１ 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2021年



1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

大都市を抱える都道府県を中心に上昇が観測される．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，

2005年から2010年の間ではほとんどの地域で上昇に転じている．また2010年から2015年においても，

5県を除くほとんどの地域で依然上昇傾向が続いていたものの，2015年から2021年にかけてはすべて

の都道府県で低下した．死亡率については，1950年以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低下

傾向が続いているものの，近年下げ止まりの兆候がみられる（表3）．自然増加率の推移は上述の出

生率，死亡率双方の動向を反映したものであるが，寄与度の関係から近年では出生率の動向が反映さ

れやすくなっている（表4）．時系列的には， 2005年頃まではすべての都道府県において増加率が低

下し，その後一転してほとんどの地域で上昇傾向がみられたものの，2015年から2021年にかけては再

びすべての都道府県で低下基調にある．
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表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2021年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2021年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

8.46

7.96
8.75
8.79
7.53
8.19

8.80
9.11
8.58
8.65
8.97

7.89
7.87
6.74
7.76
8.69

9.35
9.17
10.44
9.39
9.48

9.29
8.95
9.16
9.44
9.60

7.85
8.25
8.87
8.43
9.57

10.14
10.65
9.61
9.45
9.93

9.62
10.13
9.51
9.73
9.00

10.56
10.69
10.58
10.24
11.10

10.97
11.98

9.26
1.05
11.32

1.57

1.73
1.90
1.66
1.53
1.69

1.57
1.78
1.67
1.67
1.66

1.57
1.56
1.53
1.49
1.59

1.52
1.42
1.43
1.49
1.39

1.51
1.54
1.51
1.50
1.36

1.43
1.67
1.53
1.46
1.65

1.57
1.48
1.47
1.47
1.63

1.58
1.54
1.65
1.65
1.58

1.57
1.65
1.50
1.53
1.65

1.64
1.77

1.57
0.11
6.86

6.89

6.23
6.86
7.13
6.00
6.50

7.23
7.33
6.91
6.98
7.31

6.32
6.30
5.20
6.27
7.10

7.83
7.76
9.01
7.90
8.09

7.78
7.41
7.65
7.94
8.24

6.42
6.58
7.34
6.96
7.92

8.57
9.17
8.13
7.98
8.30

8.04
8.59
7.86
8.08
7.41

8.98
9.03
9.08
8.72
9.45

9.33
10.21

7.69
1.05
13.66

6.61

6.06
6.59
6.60
5.85
6.20

6.70
6.81
6.54
6.61
6.85

6.21
6.21
5.64
6.26
6.70

7.20
7.05
7.96
7.26
7.33

7.08
6.86
7.13
7.20
7.43

6.28
6.47
6.91
6.57
7.14

7.71
8.11
7.32
7.19
7.41

7.30
7.61
7.14
7.44
6.94

7.95
8.06
8.03
7.73
8.29

8.29
9.16

7.09
0.72
10.14

11.73

12.15
13.43
12.24
11.69
12.55

12.02
12.71
12.14
12.32
12.36

11.73
11.50
11.36
11.11
12.20

11.74
11.52
11.69
11.51
10.84

11.84
11.63
11.63
11.92
10.94

11.05
12.07
11.52
11.11
12.13

11.86
11.60
11.32
11.25
12.12

12.21
11.66
12.18
11.88
11.75

11.72
12.18
11.26
11.53
11.85

11.88
11.67

11.80
0.48
4.11

-5.12

-6.09
-6.84
-5.64
-5.84
-6.36

-5.32
-5.90
-5.60
-5.71
-5.52

-5.52
-5.29
-5.72
-4.85
-5.50

-4.54
-4.46
-3.74
-4.25
-3.51

-4.76
-4.77
-4.50
-4.72
-3.51

-4.77
-5.59
-4.61
-4.54
-5.00

-4.15
-3.49
-4.00
-4.06
-4.71

-4.90
-4.05
-5.04
-4.44
-4.81

-3.77
-4.11
-3.23
-3.80
-3.55

-3.59
-2.50

-4.71
0.91

-19.41

6.61

5.59
5.36
5.44
6.06
4.61

5.63
5.92
5.92
6.10
6.02

6.35
6.28
7.09
6.53
5.83

6.03
6.54
7.01
6.29
6.26

6.15
6.14
7.43
6.44
7.36

6.32
6.98
6.68
5.95
6.08

6.81
6.74
7.10
6.83
6.08

6.14
6.69
6.12
6.02
7.44

7.32
6.88
7.40
6.65
7.20

7.42
10.03

6.49
0.82
12.56

11.73

13.41
15.45
14.82
11.41
17.02

15.04
14.21
12.14
12.08
13.03

10.51
10.67
9.48
9.96
14.34

13.54
11.90
13.04
12.80
13.01

12.65
12.29
10.16
12.69
9.93

11.31
11.36
11.64
11.96
14.26

13.98
15.03
12.38
11.64
14.79

14.82
13.26
14.34
15.34
11.18

12.69
14.17
12.91
13.70
13.77

14.05
9.37

12.84
1.75
13.60

-5.12

-7.82
-10.09
-9.38
-5.35
-12.41

-9.41
-8.29
-6.22
-5.98
-7.00

-4.16
-4.39
-2.40
-3.43
-8.51

-7.51
-5.36
-6.03
-6.51
-6.75

-6.50
-6.15
-2.73
-6.25
-2.57

-4.99
-4.38
-4.96
-6.01
-8.18

-7.16
-8.29
-5.28
-4.81
-8.71

-8.68
-6.57
-8.22
-9.32
-3.74

-5.37
-7.29
-5.50
-7.05
-6.57

-6.62
0.66

-6.35
2.31

-36.43

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2021年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42
13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.83
9.68
10.13
9.10
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

8.69

7.99
8.87
8.82
7.90
8.20

9.03
9.34
8.90
8.80
9.13

8.23
8.23
7.01
8.07
8.80

9.38
9.58
10.25
9.69
9.56

9.34
9.17
9.41
9.36
9.78

8.07
8.54
9.10
8.35
9.59

10.09
10.59
9.77
9.77
9.91

9.80
9.82
9.41
9.42
9.27

10.61
10.75
10.68
10.32
11.11

10.73
12.24

9.38
0.98
10.40

8.46

7.96
8.75
8.79
7.53
8.19

8.80
9.11
8.58
8.65
8.97

7.89
7.87
6.74
7.76
8.69

9.35
9.17
10.44
9.39
9.48

9.29
8.95
9.16
9.44
9.60

7.85
8.25
8.87
8.43
9.57

10.14
10.65
9.61
9.45
9.93

9.62
10.13
9.51
9.73
9.00

10.56
10.69
10.58
10.24
11.10

10.97
11.98

9.26
1.05
11.32

-

41
34
33
46
40

32
27
37
36
29

42
43
47
45
35

23
25
8
22
19

24
30
26
21
16

44
39
31
38
17

10
5
15
20
12

14
11
18
13
28

7
4
6
9
2

3
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2021年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77
11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81
10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

26.02
3.42
13.16

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

15.27
1.52
9.95

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

15.33
0.77
5.00

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
3.19

3.66
0.18
5.04

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
2.69

2.79
0.12
4.44

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

1.55

1.67
1.88
1.66
1.51
1.70

1.62
1.69
1.68
1.64
1.59

1.57
1.56
1.50
1.48
1.54

1.45
1.44
1.53
1.50
1.43

1.45
1.56
1.50
1.53
1.35

1.41
1.64
1.49
1.42
1.59

1.46
1.54
1.44
1.45
1.59

1.63
1.59
1.60
1.64
1.54

1.52
1.66
1.47
1.47
1.66

1.67
1.69

1.56
0.10
6.60

1.57

1.73
1.90
1.66
1.53
1.69

1.57
1.78
1.67
1.67
1.66

1.57
1.56
1.53
1.49
1.59

1.52
1.42
1.43
1.49
1.39

1.51
1.54
1.51
1.50
1.36

1.43
1.67
1.53
1.46
1.65

1.57
1.48
1.47
1.47
1.63

1.58
1.54
1.65
1.65
1.58

1.57
1.65
1.50
1.53
1.65

1.64
1.77

1.57
0.11
6.86

-

4
1
10
31
5

24
2
7
8
9

21
25
29
38
18

32
45
44
37
46

34
26
33
36
47

43
6
28
42
12

23
39
40
41
17

20
27
13
14
19

22
11
35
30
15

16
3

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2021年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00
12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85
11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

26.02
3.42
13.16

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

15.27
1.52
9.95

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

15.33
0.77
5.00

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
13.93

9.75
1.03
10.52

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
11.02

8.69
0.96
11.01

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.49
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

7.14

6.32
6.99
7.16
6.38
6.50

7.41
7.65
7.21
7.17
7.54

6.66
6.68
5.51
6.59
7.26

7.94
8.14
8.71
8.18
8.13

7.89
7.61
7.90
7.83
8.44

6.66
6.91
7.61
6.93
8.00

8.64
9.05
8.33
8.32
8.32

8.17
8.23
7.82
7.77
7.73

9.09
9.08
9.21
8.85
9.45

9.06
10.55

7.82
0.98
12.48

6.89

6.23
6.86
7.13
6.00
6.50

7.23
7.33
6.91
6.98
7.31

6.32
6.30
5.20
6.27
7.10

7.83
7.76
9.01
7.90
8.09

7.78
7.41
7.65
7.94
8.24

6.42
6.58
7.34
6.96
7.92

8.57
9.17
8.13
7.98
8.30

8.04
8.59
7.86
8.08
7.41

8.98
9.03
9.08
8.72
9.45

9.33
10.21

7.69
1.05
13.66

-

45
38
33
46
40

32
30
37
35
31

42
43
47
44
34

23
25
7
21
15

24
28
26
19
13

41
39
29
36
20

11
4
14
18
12

17
10
22
16
27

8
6
5
9
2

3
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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統 計

都道府県別にみた女性の年齢（５歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2021年

（別府志海・佐々井司）

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以降は毎年，

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を算出・公表している１）．今回は2021年の結果について概

説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当）『令和3年人口

動態統計確定数』2022年9月16日公表値

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計』2022年4月15日公表値

年齢別出生率は，全国，各都道府県とも，5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15

歳未満は15～19歳に，50歳以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とし

た．なお，出生数の年齢不詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

また，出生数および分母となる女性人口ともに日本人人口を用いている．

主要結果

今回算出された全国における2021年の合計特殊出生率は1.30である．都道府県別にみると，出生率

の最も高い沖縄県（1.80）と最も低い東京都（1.08）との差は0.72ポイントである．概して，九州各

県を中心に西日本の出生率が相対的に高く，大都市を抱える地域で顕著に低いという傾向がみられる

（表1）．

母の年齢別出生率のパターンには，地域間で特徴的な違いが観測される（表1）．総じて，比較的

若い年齢，とりわけ20歳代における出生率が高い地域では，合計特殊出生率が高くなる傾向がみられ

る．合計特殊出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察した

ものが図1である．2021年合計特殊出生率の高い3県（沖縄県，宮崎県，鹿児島県）はいずれも，20

歳代と30歳代前半における出生率が全国水準と比して顕著に高くなっている．とりわけ合計特殊出生

率が1.80と最も高い沖縄県では，すべての年齢における出生率が全国値を上回っている．宮崎県と鹿

児島県の合計特殊出生率はそれぞれ1.65，1.64と比較的高い水準にあるが，宮崎県では特に20歳代前

半における高い出生率が特徴として挙げられるのに対し，鹿児島県では20歳代後半～30歳代前半が他

の年齢の出生率よりも高いなど出生水準の近い両者にも，構成上の違いがみられる．他方，出生率の

―610―

1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標昭和45年～60年」研究資料第

246号，1987年2月

前年（2020年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率およ

び合計特殊出生率：2020年」『人口問題研究』第78巻第1号，2022年3月，pp.234～241を参照のこと．



低い地域においても同様に，年齢別出生率のパターンに特徴的な差異が認められる．東京都では20歳

代と30歳代前半における出生率が全国値に比して顕著に低く，その一方で30歳代後半と40歳代前半に

おける出生率が全国水準よりも高くなっている．また，宮城県と北海道の合計特殊出生率はそれぞれ

1.15，1.20と，東京都に次いで低いが，これら道県と東京都との差は主として20代女性の出生率の差

に起因している．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に分布しているわ

けではなく，全国水準を基準として合計特殊出生率が高く，かつ平均出生年齢が低い象限にほとんど

の県が分布しており，出生率が低く出生年齢が高い象限には大都市を抱える6都府県が，そして出生

率，出生年齢ともに低い象限には北海道と東北の4県等が分布している．そして，出生率が高く，か

つ平均出生年齢が高い象限に位置する都道府県は皆無となっている．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率は，2006年以降ほぼすべての地域にお

いて回復基調に転じた．しかし近年，全国の出生率上昇傾向が鈍化するなか，各都道府県における出

生率も2015年国調年次をピークとし低下する地域が散見され始める．そして2021年の合計特殊出生率

は，2015年比ですべての都道府県において大幅に低下した．女性の平均出生年齢は，1980年以降全国

的に上昇傾向が続いているが，標準偏差や変動係数が2000年以降大きくなっていることに示唆される

通り，各都道府県において出生パターン等が徐々に変化している可能性がある（表3）．

合計特殊出生率について出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．出生率について都道

府県間の変動係数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生率ほど地域間格

差が大きいことが示唆される．ただし，都道府県格差が比較的小さい第1子出生率においても，最も

出生水準の高い福井県（0.72）と最も低い宮城県（0.53）との間に0.19ポイントの差が観測される．

出生順位別出生率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明し得るのが，沖縄県と東京都である．

沖縄県の高出生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子および第3子以上の出

生率の低さに起因していることが明確にみてとれる．併せて，出生順位別に出生時の母の平均年齢を

みると（図4，表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向がある．しかし，出

生年齢と出生率とは必ずしも直線的な相関関係にあるわけではない．例えば，北海道や東北の数県に

おいては，平均出生年齢が比較的若いにもかかわらず合計特殊出生率は相対的に低くなっている．他

方，山梨県をはじめとする北陸甲信越地方においては，全国平均を上回る平均出生年齢の県が少なく

ないにもかかわらず，合計特殊出生率は全国水準よりも高いといった傾向がみられる．

―611―



―612―

図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2021年

図１ 定地域の年齢別出生率：2021年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2021年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2021年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2021年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

34.38

30.69
32.19
32.65
30.72
30.00

33.65
34.78
32.81
33.41
33.59

32.23
32.22
31.64
32.38
33.69

34.96
35.08
39.96
36.04
36.27

34.44
34.59
37.35
35.79
37.45

31.72
34.05
34.73
32.12
35.44

38.90
40.74
37.52
36.45
36.01

36.05
37.40
35.28
36.05
36.75

40.38
40.39
41.39
38.49
41.48

42.67
48.93

35.78
3.70

10.33

2.07

2.60
2.01
1.74
2.16
0.85

2.03
1.58
2.28
2.35
2.07

1.50
1.98
1.15
1.66
1.26

1.19
1.05
1.51
2.24
1.67

1.52
1.68
1.82
2.34
2.02

1.51
2.28
2.12
1.67
3.75

2.45
2.44
2.80
2.59
2.85

2.90
3.10
2.62
2.12
3.27

2.36
2.13
2.84
1.94
3.77

2.79
6.20

2.23
0.88
39.52

20.77

24.83
30.82
31.14
18.49
24.52

23.42
34.60
25.59
24.45
26.23

16.81
16.12
8.78
13.28
22.62

23.90
20.87
29.55
23.16
25.79

22.88
24.61
19.57
26.73
21.76

14.88
20.64
20.15
18.05
35.13

31.16
30.31
27.59
27.29
35.08

29.44
34.80
32.17
30.21
25.48

35.59
35.50
35.35
32.65
44.15

34.02
45.78

26.72
7.59

28.42

72.21

73.42
83.60
86.69
65.50
82.51

86.50
88.78
79.46
80.26
84.24

66.19
66.21
42.21
58.04
79.70

85.83
90.48
101.28
84.40
84.02

90.84
83.38
81.31
88.19
87.31

61.25
67.71
77.88
76.03
91.02

96.65
102.76
90.88
90.00
99.27

91.04
97.13
93.25
91.80
77.90

102.79
103.37
98.18
101.95
103.15

107.19
99.34

85.55
13.57
15.86

96.15

82.96
87.66
86.62
85.05
85.83

93.57
89.83
90.98
93.13
95.86

94.09
91.94
84.55
95.98
97.22

107.80
102.40
111.52
106.08
105.50

105.16
98.61
109.25
103.51
111.87

94.83
93.49
103.25
96.79
95.72

104.10
113.11
102.51
100.93
98.31

100.09
102.85
95.63
99.31
97.60

107.17
109.91
108.51
104.74
107.44

112.65
113.95

99.57
8.37
8.40

55.50

45.71
48.12
45.27
48.07
43.27

50.73
46.46
50.26
50.79
51.57

52.96
54.15
62.11
60.03
52.66

54.69
53.72
59.65
57.33
59.26

51.39
51.37
56.62
53.49
57.55

58.71
56.51
55.73
54.11
49.13

59.34
59.88
52.84
52.63
48.59

53.82
53.00
49.48
55.96
55.99

55.62
56.52
59.40
53.27
57.84

59.54
74.70

54.25
5.37
9.90

12.42

9.97
9.20
10.51
10.47
8.92

9.11
9.46
10.09
10.30
10.70

11.69
12.12
16.64
13.70
10.68

10.75
10.06
11.35
12.62
12.20

9.07
11.29
11.87
10.65
12.21

13.15
12.51
12.28
11.66
9.19

11.27
12.32
12.67
11.10
10.69

11.35
11.17
10.26
14.24
12.75

11.94
12.45
13.37
12.08
13.03

12.40
19.88

11.65
1.95
16.75

0.34

0.18
0.26
0.22
0.33
0.19

0.26
0.24
0.20
0.14
0.27

0.28
0.40
0.58
0.41
0.22

0.29
0.30
0.26
0.36
0.38

0.20
0.29
0.31
0.22
0.30

0.32
0.33
0.38
0.18
0.30

0.32
0.46
0.38
0.33
0.32

0.55
0.39
0.29
0.16
0.30

0.30
0.23
0.40
0.26
0.22

0.41
0.61

0.31
0.10
33.20

1.30

1.20
1.31
1.31
1.15
1.23

1.33
1.35
1.29
1.31
1.35

1.22
1.21
1.08
1.22
1.32

1.42
1.39
1.58
1.43
1.44

1.41
1.36
1.40
1.43
1.47

1.22
1.27
1.36
1.29
1.42

1.53
1.61
1.45
1.42
1.48

1.45
1.51
1.42
1.47
1.37

1.58
1.60
1.59
1.53
1.65

1.64
1.80

1.40
0.15
10.46

31.76

31.15
30.90
30.84
31.65
31.03

31.19
30.72
31.22
31.27
31.22

31.94
31.99
33.29
32.48
31.48

31.44
31.41
31.20
31.56
31.53

31.24
31.34
31.71
31.22
31.58

32.30
31.84
31.71
31.74
30.67

31.13
31.18
31.20
31.16
30.69

31.11
30.85
30.83
31.25
31.47

30.91
30.96
31.08
30.95
30.71

31.01
31.21

31.33
0.50
1.59

諸率算出に用いた分母人口は，日本人女性人口．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100



―615―

表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2021年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.14
7.39

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
9.03

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.91

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
9.00

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

1.33
（1.33）

1.20
1.32
1.32
1.20
1.23

1.36
1.38
1.34
1.32
1.38

1.26
1.26
1.12
1.25
1.33

1.42
1.46
1.55
1.47
1.45

1.41
1.38
1.43
1.41
1.49

1.25
1.31
1.39
1.27
1.43

1.51
1.59
1.47
1.47
1.47

1.47
1.46
1.40
1.42
1.40

1.58
1.60
1.60
1.54
1.64

1.61
1.83

1.41
0.14
9.64

1.30
（1.30）

1.20
1.31
1.31
1.15
1.23

1.33
1.35
1.29
1.31
1.35

1.22
1.21
1.08
1.22
1.32

1.42
1.39
1.58
1.43
1.44

1.41
1.36
1.40
1.43
1.47

1.22
1.27
1.36
1.29
1.42

1.53
1.61
1.45
1.42
1.48

1.45
1.51
1.42
1.47
1.37

1.58
1.60
1.59
1.53
1.65

1.64
1.80

1.40
0.15
10.46

-

45
34
34
46
40

32
30
37
34
30

41
44
47
41
33

20
26
7
18
17

24
28
25
18
13

41
39
28
37
20

9
4
15
20
12

15
11
20
13
27

7
5
6
9
2

3
1

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を用い，年齢各歳別に算出した合計特殊出生率．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100



―616―

表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2021年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.30

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.40
1.34

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.44
1.45

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

31.59

31.10
30.80
30.81
31.36
30.92

31.09
30.60
31.06
31.04
31.16

31.76
31.77
33.06
32.21
31.19

31.40
31.41
31.32
31.45
31.44

31.15
31.17
31.51
31.14
31.42

32.15
31.65
31.53
31.56
30.73

31.03
30.99
31.09
31.09
30.66

30.95
30.72
30.62
31.10
31.32

30.74
30.83
30.92
30.85
30.46

30.93
31.02

31.20
0.47
1.50

31.76

31.15
30.90
30.84
31.65
31.03

31.19
30.72
31.22
31.27
31.22

31.94
31.99
33.29
32.48
31.48

31.44
31.41
31.20
31.56
31.53

31.24
31.34
31.71
31.22
31.58

32.30
31.84
31.71
31.74
30.67

31.13
31.18
31.20
31.16
30.69

31.11
30.85
30.83
31.25
31.47

30.91
30.96
31.08
30.95
30.71

31.01
31.21

31.33
0.50
1.59

-

31
40
42
10
35

28
44
22
19
22

5
4
1
2
14

16
17
26
12
13

21
18
8
22
11

3
6
8
7
47

32
29
26
30
46

33
41
43
20
15

39
37
34
38
45

36
25

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2021年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.30

1.20
1.31
1.31
1.15
1.23

1.33
1.35
1.29
1.31
1.35

1.22
1.21
1.08
1.22
1.32

1.42
1.39
1.58
1.43
1.44

1.41
1.36
1.40
1.43
1.47

1.22
1.27
1.36
1.29
1.42

1.53
1.61
1.45
1.42
1.48

1.45
1.51
1.42
1.47
1.37

1.58
1.60
1.59
1.53
1.65

1.64
1.80

1.40
0.15
10.46

0.61

0.56
0.59
0.59
0.53
0.56

0.59
0.61
0.58
0.60
0.63

0.57
0.58
0.58
0.60
0.61

0.65
0.63
0.72
0.65
0.66

0.62
0.63
0.67
0.65
0.66

0.56
0.61
0.63
0.57
0.63

0.66
0.69
0.64
0.65
0.65

0.66
0.71
0.63
0.65
0.61

0.64
0.66
0.66
0.68
0.70

0.69
0.69

0.63
0.04
6.94

0.47

0.42
0.46
0.46
0.41
0.46

0.50
0.48
0.48
0.48
0.49

0.45
0.45
0.38
0.44
0.49

0.54
0.51
0.57
0.53
0.53

0.52
0.50
0.52
0.52
0.55

0.45
0.45
0.50
0.48
0.52

0.54
0.56
0.52
0.51
0.53

0.52
0.54
0.50
0.51
0.48

0.56
0.54
0.54
0.54
0.56

0.57
0.58

0.50
0.05
8.96

0.22

0.21
0.26
0.27
0.21
0.21

0.24
0.27
0.23
0.22
0.24

0.19
0.19
0.12
0.17
0.22

0.23
0.25
0.29
0.25
0.25

0.26
0.22
0.21
0.25
0.26

0.22
0.21
0.23
0.24
0.27

0.33
0.36
0.29
0.27
0.30

0.27
0.26
0.28
0.31
0.28

0.38
0.40
0.39
0.32
0.39

0.39
0.53

0.27
0.07
26.79

31.76

31.15
30.90
30.84
31.65
31.03

31.19
30.72
31.22
31.27
31.22

31.94
31.99
33.29
32.48
31.48

31.44
31.41
31.20
31.56
31.53

31.24
31.34
31.71
31.22
31.58

32.30
31.84
31.71
31.74
30.67

31.13
31.18
31.20
31.16
30.69

31.11
30.85
30.83
31.25
31.47

30.91
30.96
31.08
30.95
30.71

31.01
31.21

31.33
0.50
1.59

30.47

29.74
29.33
29.17
30.30
29.70

29.59
29.29
29.89
29.97
29.85

30.66
30.75
32.23
31.29
30.04

29.91
29.94
29.72
30.23
30.06

29.81
29.94
30.42
29.75
30.18

31.01
30.66
30.46
30.41
29.16

29.46
29.43
29.67
29.71
29.17

29.54
29.50
29.52
29.65
30.06

29.42
29.38
29.52
29.45
29.02

29.51
29.43

29.89
0.61
2.05

32.42

31.85
31.47
31.46
32.27
31.57

31.75
31.21
31.81
31.79
31.88

32.69
32.71
34.24
33.31
32.12

32.25
32.06
31.76
32.01
32.23

31.86
32.02
32.45
31.84
32.30

32.91
32.53
32.31
32.33
31.26

31.62
31.71
31.82
31.78
31.18

31.89
31.48
31.29
31.86
32.01

31.13
31.16
31.45
31.44
31.10

31.35
31.26

31.91
0.61
1.90

33.86

33.50
33.42
33.44
33.87
33.40

34.03
33.09
33.33
33.62
33.49

34.00
34.06
35.27
34.50
34.04

33.88
33.78
33.76
34.10
33.96

33.43
33.83
33.95
33.67
33.67

34.34
33.85
33.76
33.75
33.05

33.70
33.73
33.47
33.44
33.14

33.46
33.26
32.97
33.60
33.60

33.07
33.30
33.21
33.34
33.15

33.17
33.44

33.64
0.42
1.26

表1の注参照．
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書 評・紹 介

CynthiaG.Bowman

LivingApartTogether:LegalProtectionsforaNewFormofFamily

NewYorkUniversityPress,NewYork,2020,225p.

“LAT（LivingApartTogether）”は，夫婦や恋人のような（自他共に認める）親密な関係にあ

るが，経済的に互いに独立し，住居を共にしない（かつ，概して婚姻関係にない）カップルの暮らし

方をいう．この新しいライフスタイルに，ヨーロッパでは，1980年代にLATという用語が与えられ，

社会的認知の広がりとともに，LATを対象とした研究が蓄積され，公的統計で扱われることもある

という．ヨーロッパに遅れてLATが広まり始めたアメリカでは，LATに対する社会的な認知や学

術的な関心はまだ十分とはいえず，その一方で，LATに関連してパートナー間の扶養手当を巡る訴

訟が起きるなど，従来の社会制度との齟齬が生じている．本書は，家族法を専門とする著者が，そう

した問題意識のもとに，アメリカにおけるLATの現状を分析し，法的位置づけの必要性を論じるも

のである．

本書は5組のLATカップルへのインタビューから始まる（第1章）．続いて第2章では，おもに

ヨーロッパにおけるLAT研究を引きながら，LATについて，人口，経済的関係，ケア関係等を整

理する．こうしたヨーロッパの状況に対して，アメリカではLATの数も生活の実態も十分に分かっ

ていないことから，著者は，アメリカにおけるLATの実態を把握するため，アメリカ全体とニュー

ヨーク州とをそれぞれ対象とした無作為抽出調査と，インタビュー調査を実施する．これらの調査の

概要と，定量的な分析の結果が第3章で述べられている．さらに，これらの調査からは，女性（第4

章），ゲイ男性（第5章），高齢者（第6章）という3つの主要な属性に焦点を当て，それぞれのLAT

の特徴が記述される．第7章では，別居婚および同棲カップルをとりあげ，これらのカップルと

LATとが直面する問題の類似点や相違点が明らかにされる．第8章からは法的な観点からの議論で，

まず第8章で，LATに移行することで前パートナーからの扶養手当を打ち切られるという裁判事例

を例に，現行法の下でのLATの位置づけを議論する．そして，第9章で，家族法の目的をあらため

て述べ，LATにおいて互いに行われるケア機能を支援するために実施されるべきいくつかの法的整

備を提案している．

日本でも，家族や世帯の変化の中で，婚姻を前提とした家族観や社会制度と現実にある人々の暮ら

しとの軋みが生じている．著者は，LATの果たす身体的・精神的な相互ケア関係は公益に資するも

ので支援されるべきものであること，また，LATが望む権利や保護は最低限のものであり実現可能

であることを主張する．これは，LATに限らず，婚姻によらないパートナーシップや生活単位をも

つ人々に広く共通する理念であるといえよう．このような家族法の観点からの議論はもとより，本書

では第3章から第7章にわたる実態調査の分析から得られる知見も多い．全米を対象とした無作為抽

出調査（N=1,000，2016年実施）における18歳以上のLATの割合が9％であったこと，LATを選ん

だ理由が制約と選好の2種類に分類されること，LATを選ぶ理由は属性ごとに異なること，また，

LATは，いずれ婚姻に至るケースもあるが，すでに婚姻に代わる選択肢となっている可能性がある

ことなどはとくに興味を惹かれた．本書は，LATのイメージの共有から始まる分かりやすい構成で，

LATとは何か，どんな問題を抱えているかといった，LATを知る際の一通りの疑問に答えてくれる．

それと同時に，本書からは，家族とはなにか，人々の生活の単位をどのようにとらえるべきか，あら

ためて考える機会と多くの示唆を与えられる． （小山泰代）
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研究活動報告

タイ「高齢者のための地域包括ケアサービス開発プロジェクト（S-TOP）」

セミナー

2022年7月20日（水）～21日（木），タイ保健省およびJICA（国際協力機構）が主催した「高齢

者のための地域包括ケアサービス開発プロジェクト（S-TOP）ナショナルセミナー」に招聘され，

「日中韓の経験からみた東南アジアの高齢化施策への展望」と題する講演を行った．会議はタイ・バ

ンコクで開催され，新型コロナ感染症流行後初めての海外における対面会議参加であった．JICAは

世界で広がる高齢化に対応するプロジェクトを，アジア・ラテンアメリカで展開しているが，タイの

このプロジェクトは，2007年に始まったコミュニティ支援に関するC-TOP，在宅ケアを推進する

L-TOPに続くもので，大病院に集中する高齢患者をコミュニティ病院に誘導し，リソースの効率的

な活用を図ることなどを目的としている．タイは30バーツ医療制度で皆保険を達成した，というのは

有名な話であるが，すでに30バーツの自己負担はなくなり，英国型の税金による医療制度を構築して

いる．今後急速に高齢化が進み，高齢者の医療・介護ニーズが高まる中で，どのようにケアを提供し

ていくのか，日中韓等の東アジアとは異なる展開も考えられ，興味深い． （林 玲子 記）

人口地理学国際会議（ICPG2022）

人口地理学国際会議（TheInternationalConferenceonPopulationGeographies）は人口地理学

や空間人口学の研究者が集う国際会議であり，隔年で開催されている．前回大会は2019年に英国ラフ

バラーで開催され，2021年の大会については東京で開催を予定していたが，世界的な新型コロナウイ

ルスの蔓延状況に伴い，1年後の2022年にオンラインで開催となった．具体的には，8月25日～27日

の日程で開催され，報告総数は68，参加者総数は121人であった．

当研究所からは林玲子（副所長），小池司朗（人口構造研究部長），菅桂太（人口構造研究部第1室

長），鎌田健司（人口構造研究部第2室長），中川雅貴（国際関係部第3室長），筆者の6名が参加し，

以下の研究発表を行った．

・ReikoHayashi"RegionaldifferenceofCOVID-19mortality-Excessanddeficit"

・ShiroKoike,KeitaSuga,andKenjiKamata"Long-termchangesofsubnationalpopulationin

Japanandtheirfactors"

・MasatakaNakagawa"Localcarefacilities,family-basedcareresourcesandintentionsfor

residentialrelocationsofolderadultsinJapan:Amultilevelanalysis"

・NozomuInoueandTakashiInoue"Thepatternsofpopulationchangebystationareaalong

privaterailwaylinesinthewesternsuburbsofTokyo:Theperiodof2015-2065"

次回大会は北アイルランドのクィーンズ大学ベルファスト（TheQueen'sUniversityBelfast）で

開催予定である．

（井上 希 記）
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第73回数理社会学会大会

第73回数理社会学会大会（JAMS73）は，2022年8月27日（土）・28日（日）の2日間開催され

た．当初は信州大学松本キャンパスでの開催を予定していたものの，新型コロナウイルス感染症拡大

の影響を受け，オンラインへの開催に移行した．開催方式の変更にもかかわらず，参加者数は前回大

会から大幅に増加し，会員（156名）と非会員（42名）あわせて200名近くの参加申し込みがあった．

報告数も前回のJAMS72から増加し，自由報告（口頭）は26件，萌芽報告（ポスター）は45件の応

募があった．

1日目は「移民・エスニシティ」「数理」「実験・歴史」「計量」の4部会と萌芽的セッションⅠが

行われた．数理社会学会の特徴に，数理・計量という手法上の共通項を軸に，社会学の幅広い領域を

扱う報告が集まる点がある．広い意味で人口分野に関係する報告もいくつか行われ，「持家取得にお

けるエスニック集団間の差異」（東京大学大学院 金希相），「子どもの存在は伝統化した家事分担を

定着させるのか」（大阪大学 尾藤央延），「性交渉の幸福度への影響」（専修大学 石橋拳）などがそ

の例である．また，午後には第14回数理社会学会論文賞の発表があった．受賞論文は吉田航「新卒採

用のジェンダー不平等をもたらす企業の組織的要因」（社会学評論，2020年）であり，発表後に受賞

講演が行われた．受賞論文は，組織の経営状況に着目し，環境の変化に応じて組織的要因がジェンダー

不平等に与える効果の変化を明らかにした点が，高く評価された．

2日目は「ジェンダー」「方法」「階層・教育」に，会員発案特別企画として「地理空間情報を用い

た社会学研究の展望」を加えた 4部会と，萌芽的セッションⅡが行われた．「Educationand

FertilityIntentionsinJapan:A CausalEffects'Assessment」（TohokuUniversityRoland

Schimanski）や「大学の地理的配置の変化と進学機会の不平等」（学習院大学 麦山亮太・立教大学

豊永耕平）など，出生や人口移動に関連する報告もなされていた．また2日間を通して，社会調査

や統計分析など方法論に貢献する報告も多く行われた．例えば，「回顧式家族調査の方法論的な要点

と課題」（関西大学 保田時男）では，当研究所の実地調査を遂行する上でも有益な情報が多く提供

されていた．

数理社会学会大会は年2回開催されており，次回のJAMS74は，2023年3月に筑波大学での開催

が予定されている． （吉田 航・藤間公太 記）

第32回日本家族社会学会

第32回日本家族社会学会は，2022年9月3日（土），4日（日）に日本女子大学目白キャンパスに

おいて開催された．前回，前々回の大会は新型コロナウィルス感染拡大の影響を受けてオンライン開

催であったため，対面での開催は3年ぶりであった．会場では，直接交流できる機会を得て久闊を叙

する場面や，研究報告後に初見の研究者同士で会話が盛り上がる場面を随所で見かけた．

今回の大会では，質的データ，量的データの両面から「性的マイノリティと家族の現在」について

考えるテーマセッションが2つ企画され，さらにシンポジウムが「性的マイノリティと家族研究」を

テーマとして組織された．この分野での研究報告は合計11本に上り，学会期間を通じて活発な討議・

研究交流が行われた．また，歴史人口学，女性の再就職，森岡家族社会学を扱ったテーマセッション

も行われた．自由論題報告では，意思決定・ネットワーク，ケア・ケアラー，結婚・夫婦，子どもの

教育，家族とは何か，ジェンダー・女性，性別役割分担，妊娠・出産，母親の就業・専業主婦の9つ
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のテーマで部会が組まれ，合計31本の報告があった．

研究所からは，釜野さおり（人口動向研究部室長）がテーマセッションのオーガナイザー，司会及

び報告（「同性カップルの生活と関係性の計量分析の試み―法律婚・事実婚との比較から―」神谷悠

介，コー・ダイアナとの連名報告）を行い，守泉理恵（同部室長）・岩澤美帆（同部部長）が連名に

て自由論題での報告（「少子化過程における夫婦の妊娠動向：妊娠前意図を考慮した妊娠数，流死産

／人工妊娠中絶，出生」）を行った．さらに，斉藤知洋（社会保障基礎理論研究部研究員）が『家族

社会学研究』第32巻第1号に掲載された論文「シングルマザーの正規雇用就労と経済水準への影響」

にて第9回奨励論文賞を受賞した． （守泉理恵 記）

2022年日本地理学会秋季学術大会

2022年日本地理学会春季学術大会が，9月23日（金）から9月25日（日）にかけて，香川大学の幸

町キャンパスで開催された．2019年秋季学術大会（新潟大学）以降，新型コロナウイルス感染拡大に

より対面での開催ができない状態が続いていたため，実に3年ぶりに学会員が一同に会する場となっ

た．3件の公開シンポジウム，1件の公開講演会，83件の一般口頭発表，32件のポスター発表が行わ

れ（件数は大会プログラムによる），質疑応答では大学院生による積極的な発言もみられた．当研究

所からは，小池司朗・人口構造研究部長が「平成の大合併」前後における旧市町村別の人口動態につ

いて，久井情在・国際関係部研究員が兵庫県但馬地方における移住促進の取り組みについて，ともに

一般発表の「人口・行動」セッションで報告を行った． （久井情在 記）

日本人口学会2022年度第１回東日本地域部会

2022年10月1日（土）の13時30分から17時30分の予定で，東日本地域部会が札幌市立大学サテライ

トキャンパスにおいて，昨年度に続き対面とZoomによるオンラインのハイブリッド形式で開催さ

れた．今回の部会では，対面参加者による9報告とオンライン参加者による2報告とをあわせた11の

口頭報告が行われた．これは，日本人口学会ホームページにプログラムが残る2014年度以後の東日本

部会（自由論題報告で構成される札幌もしくは仙台開催の第1回部会，シンポジウム形式で開催され

ることが多い第2回部会）のなかで最も報告数の多い部会であり，近年開催された関西・中部・九州

の各地域部会と比べても最大規模の部会となった．対面会議の場への参加者は13名で，社人研からは

鎌田構造部室長，井上国際関係部研究員，久井国際関係部研究員と，国際関係部に研究生として1ヶ

月間在席しているセドリック・フォンテーヌ氏と，菅が出席した．オンライン参加の出席者総数は正

確に把握していないが常時20～30名ほどであったと思われる．このように報告数も多く，参加者も新

型コロナウィルス感染症が発現する前の水準に戻りつつあり，オンラインの参加者が加わった新しい

形での開催であった．また，すべての報告に対し複数回の質疑応答が行われる 密度の高い部会であっ

たことも印象的である．そのため，会議時間の制約から，ほとんどの報告において質疑を途中で打ち

切るような やや忙しない進行となったが，会議は予定時間を大幅に超過した18時30分頃まで活発に

続けられ，各参加者が相互に刺激を受ける有意義なものとなった．

限られた時間のなかでの報告では，報告者にとっては専門的・技術的な側面を十分に伝えられない

とともに，聴衆にとっては細部の把握が難しくならざるをえない．今回の部会では，本会議終了後も

熱心な意見交流が行われているのが散見されたのが印象的だった．また，人口学会会員・参加者の固
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定化と高齢化が年々徐々に進行しているように感じられる最中のコロナ渦で人的な交流が一度寸断さ

れるという事態を経て，何年かぶりに正常化しつつある 今回の部会では今後の学会活動についての

意見交換があったことも印象に残っている．そのなかから本活動報告者も賛同する2つの指摘を例と

して記しておきたい．ひとつは，数年前の地域部会は1人あたり30～40分といった十分な時間を確保

し，人口学会・年次大会と比べて萌芽的な課題や技術的な側面を含む報告についても 詳細な議論が

できる場という性格を持っていた．今回の部会のプログラムは1人あたり20分で年次大会と同じになっ

ている．複数日開催として，地域部会の特性を活かせば，より活発な研究交流と成ったのではないか

という指摘である．いまひとつは，2000年前後の人口学会学会誌『人口学研究』には学会報告の拡大

要旨を掲載する「大会報告ノート」（刷り上がり4ページ）というカテゴリーがあった．これを復活

させ，制限字数はあるものの制限時間を取り払い，学会誌への掲載機会を開くことは，学会交流（知

見の蓄積）を促進するとともに，とくに若手研究者が相対的に大きな魅力を感じるのではないか．こ

の場合の査読も地域部会長等が，参加者のなかから専門性等を鑑みて選定することとすれば編集プロ

セスとしても合理的であり，秘匿性は薄れるものの，学会報告を通じ既に概要を把握してことから審

査時間の短縮にもつながるはずであるとの指摘があった．今回の部会に参加して，対面開催による研

究交流の便益は，専門的な研究課題についての知見や意見の交換のみではないことを改めて実感した．

今回の部会開催にご尽力くださった関係諸氏にこの場を借りて御礼申し上げたい．なお，プログラ

ムは日本人口学会のホームページ（「2022年度第1回東日本地域部会開催のお知らせ（第2報）」）に

掲載されているため割愛する． （菅 桂太 記）

福井県立大学地域経済研究所・地域経済研究フォーラム

国立社会保障・人口問題研究所，東京大学地域未来社会連携研究機構，福井県立大学地域経済研究

所の3者による連携企画の地域経済研究フォーラムは，「ウィズコロナの下における人口の課題を考

える」というタイトルで，2022年10月7日（金）に福井県立大学において行われた．本フォーラムは，

東京大学地域未来社会連携研究機構の初代機構長でもある松原宏教授（福井県立大学）の企画のもと

で進められた．筆者と佐々井司教授（福井県立大学）が下記のタイトルにより報告を行い，鎌倉夏来

准教授（東京大学地域未来社会連携研究機構）がコメンテーターを務めた．

・小池司朗「新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内人口移動傾向の変化の特徴」

・佐々井司「わが国の地域人口変動に及ぼす外国人人口のインパクト」

本フォーラムには，福井県庁・福井県内市町の職員やマスコミ関係者のほか，社人研からも一般会

計プロジェクト「持続可能な地域社会構築に向けた人口分析」プロジェクトで福井県庁および福井県

立大学にヒアリング調査を行った鎌田健司室長（人口構造研究部），井上希研究員，久井情在研究員

（ともに国際関係部）が参加し，コロナ禍による人口動態への影響や福井県を中心とした人口に関連

する施策等について活発な議論が交わされた． （小池司朗 記）

南部アメリカ人口学会（SouthernDemographicAssociation）

南部アメリカ人口学会（SouthernDemographicAssociation）は2022年10月17日（月）から20日
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（水）にかけてテネシー州ノックスビルにて年次大会を開催した．本大会は50周年記念大会であり，

また，COVID-19の影響により3年ぶりの対面方式での開催となった．

セッションについてはCOVID-19を含め健康に関するテーマが例年よりも多く，著者が確認する

限り，全22セッション中6セッションが健康に関するものであり，さらに，それ以外のセッションに

おいてもCOVID-19について言及しているものが散見された．

なお，著者は開催2日目の10月18日火曜日に「AnAnalysisontheCompatibilityofDepopulated

AreaRequirementsinJapanasanIndicatoroftheRiskofBecomingUninhabited」と題し研究

報告を行い，人口学に限らず社会学や地理学など多くの分野の研究者から有益な意見や情報を得るこ

とができた．

次回の大会は2023年の10月に開催予定であるが，開催地については大会中に報告がなかった．その

ため，次回大会の詳細については学会公式ホームページ（https://sda-demography.org/）にて確

認されたい． （井上 希 記）

第87回日本健康学会総会

2022年11月3日（祝・木）～4日（金）に，東京・五反田の東京医療保健大学にて開催された，第

87回日本健康学会総会に参加した．会長講演に続き，シンポジウム「疾病・障碍とともに働く―どう

働くのか、どう支えるのか」，「医療・福祉職の暮らしと仕事」，「持続可能で安全、健康なまちづくり」，

一般演題，ポスター報告が行われた．同じ時間には一つのセッションしかなく，全ての参加者が同じ

内容を共有し，これは小規模学会の長所であると感じられた．筆者は「日本における複合死因の概況

と死因簡単分類別分析」と題する一般演題報告を行った．開催はハイブリッド形式で総参加者数112

名のうち，76名は対面で参加したとのことで，オンライン，対面，それぞれの利点が生かされたと思

われる． （林 玲子 記）
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著者 論文タイトル 号[通巻] 発行 掲載頁

特集：長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究

林玲子・別府志海・
石井太・篠原恵美
子

老衰死の統計分析 1[320] 3.25 1-18

大津唯 死因簡単分類別の長期時系列死因統計の再構築 1[320] 3.25 19-31

石井太 日本版死亡データベースで用いる死因分類とその死亡分析
への応用

1[320] 3.25 32-55

石井太・林玲子・
篠原恵美子・別府
志海

複合死因データに関する分析手法とその応用―わが国デー
タへのネットワーク分析適用の試み―

1[320] 3.25 56-77

特集：国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関す
る研究（その２）

岩澤美帆・菅桂太・
鎌田健司・余田翔
平・金子隆一

出生力の地域差に対する結婚力効果と夫婦出生力効果―対
数線形モデルを利用した市区町村別合計出生率の分解―

1[320] 3.25 78-105

大泉嶺 タイプ別再生産数で見る日本の人口減少 1[320] 3.25 106-117

特集：『第６回全国家庭動向調査（2018年）』の個票データを利用した実証的研究（その３）

斉藤知洋・菊池潤 第6回全国家庭動向調査の欠票・不詳状況に関する分析 1[320] 3.25 118-139

特集：第８回人口移動調査の結果から（その７）

久井情在 第8回人口移動調査の結果からみた将来人口移動に関する
考察

1[320] 3.25 140-155

特集：東アジア，ASEAN諸国におけるUHCに資する人口統計システムの整備・改善に関する総合的研究

鈴木透 特集によせて 2[321] 6.25 253-254

鈴木透 東アジアにおける人口統計システムの発展 2[321] 6.25 255-269

菅桂太 シンガポールにおける出生力転換，超少子化と人口政策
―主要民族の差異と類似性―

2[321] 6.25 270-292

中川雅貴 インドネシアの人口統計制度をめぐる現状と課題―センサ
スと人口登録システムを中心に―

2[321] 6.25 293-309

特集：国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関す
る研究（その３）

中川雅貴・小池司
朗

夫婦の出生歴と居住地移動―人口動態調査出生票を用いた
分析―

2[321] 6.25 310-326

特集：第26回厚生政策セミナー

是川夕 趣旨説明 3[322] 9.25 339-347

佐藤忍 【報告1】カナダ農業と外国人労働者―国境を越える労働
市場の事例―

3[322] 9.25 348-354

宮井健志 【報告2】移民出稼ぎをめぐる規範的論争―移住者の人生
計画を尊重する受け入れ―

3[322] 9.25 355-362

バルアニリム 【報告3】アジア諸国における新型コロナウイルス感染症
蔓延化の労働移動の課題と政策的対応

3[322] 9.25 363-369

柴崎洋平 【報告4】アジアにおけるハイスキル人材の移動と日本
―新卒市場を中心とした展望―

3[322] 9.25 370-377
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加藤真 【報告5】アジアにおける労働力送り出し国―調査から得
られた示唆―

3[322] 9.25 378-385

【パネル討論】 3[322] 9.25 386-398

特集：国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関す
る研究（その４）

中村真理子 日本における婚前交渉の半世紀；未婚者の性行動はいかに
変化してきたのか？

3[322] 9.25 399-418

特集：新型コロナウイルス（COVID-19）に関する研究

岩澤美帆 特集によせて 4[323] 12.25 459

石井太 新型コロナ感染症拡大以降のわが国の死亡動向に関する分
析

4[323] 12.25 460-476

別府志海・篠原恵
美子

新型コロナウイルス感染症による死亡動向と複合死因分析：
2020年

4[323] 12.25 477-492

林玲子 新型コロナ感染症流行と2020年のアジアにおける死亡減少 4[323] 12.25 493-508

小池司朗 新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内人口移動傾向変化
の人口学的分析―東京圏を中心として―

4[323] 12.25 509-527

特集：長寿革命に係る人口学的観点からの総合的研究（その２）

別府志海 主観的健康感と傷病の関係からみた健康期間の分析：2007，
2013，2019年

4[323] 12.25 528-548

井川孝之 平均余命の差異の各種要因の探索―順位区分尺度によるデー
タ変換と縮約に基づく方法の利用―

4[323] 12.25 549-576

研究論文

鎌田健司・小池司
朗・菅桂太・山内
昌和

都道府県別にみた人口増加率の要因分解：1950～2015年
(1)総人口の分析結果

1[320] 3.25 156-176

中野円佳 アジアの福祉レジームにおける教育役割のジェンダー差
―シンガポールのミドルクラスの母親への質的調査から―

1[320] 3.25 177-199

資料

今井博之 新聞記事で振り返る2021年の人口問題 1[320] 3.25 200-203

貴志匡博・峯島靖
志・清水昌人

地域ブロック内および三大都市圏との人口移動―都道府県
別，年齢5歳階級別転入率，転出率，転入超過率（2019～
2020年）―

1[320] 3.25 204-211

小池司朗・菅桂太・
鎌田健司・小山泰
代・清水昌人・大
泉嶺・久井情在・
西岡八郎・鈴木透・
山内昌和

現代日本の世帯変動―第8回世帯動態調査（2019年社会保
障・人口問題基本調査）の結果より―

2[321] 6.25 327-335

小池司朗 近年における外国人人口の地域分布 3[322] 9.25 419-430

栗林梓・貴志匡博・
清水昌人

地域ブロック内および三大都市圏との人口移動―都道府県
別，年齢別5歳階級別転入率，転出率，転入超過率（2019
年～2021年）―

4[323] 12.25 577-586

統計

別府志海 全国人口の再生産に関する主要指標：2020年 1[320] 3.25 212-227

別府志海・佐々井
司

都道府県別標準化人口動態率：2020年 1[320] 3.25 228-233
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別府志海・佐々井
司

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2020年

1[320] 3.25 234-241

別府志海・佐々井
司

主要国における合計特殊出生率および関連指標：1950～
2020年

3[322] 9.25 431-438

別府志海 主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料 3[322] 9.25 439-448

別府志海 全国人口の再生産に関する主要指標：2021年 4[323] 12.25 587-602

別府志海・佐々井
司

都道府県別標準化人口動態率：2021年 4[323] 12.25 603-609

別府志海・佐々井
司

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2021年

4[323] 12.25 610-617

書評・紹介

菅桂太 ToruSuzuki,EasternAsianPopulationHistoryand
ContemporaryPopulationIssues

1[320] 3.25 242-245

鎌田健司 AndreiRogers,Applied MultiregionalDemography
ThroughProblems:AProgrammedLearningWorkbook
withExercisesandSolutions

2[321] 6.25 336

釜野さおり Kevin Guyan,QueerData:UsingGender,Sexand
SexualityDataforAction

3[322] 9.25 449-450

小山泰代 CynthiaG.Bowman,LivingApartTogether:Legal
ProtectionsforaNewFormofFamily

4[323] 12.25 618
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